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          亀岡市長 栗山正隆 

 

 亀岡市規則第１７号 

 

亀岡市公印規則の一部を改正する

規則 

 

 亀岡市公印規則（昭和３０年亀岡市規則第６

号）の一部を次のように改正する。 

 

 第５条中「別記様式」を「別記第１号様式」

に改める。 

 第１０条第１項中「当該記録した公印の印

影」の次に「（以下「電子公印」という。）」

を加え、同条第２項中「前項」を「第１項」に、

「電子計算組織に記録した公印の印影」を「電

子公印」に改め、同項を同条第３項とし、同条

第１項の次に次の１項を加える。 

２ 新たに電子公印を使用して事務を処理しよ

うとするとき、又は電子公印を廃止しようと

するときは、総務課長と協議の上、電子公印

使用（廃止）申請書（別記第２号様式）を総

務課長に提出しなければならない。 

 別表３の項中「及び健康保険被保険者手帳」

を「、健康保険被保険者手帳、特定同一世帯所

属者異動連絡票及び旧被扶養者異動連絡票」に

改め、同表１３の項中 
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「 

死体埋火葬許可、火葬場使用許可及び火葬
執行証明 

市民課長 1

介護保険料納付証明書、介護保険受給資格
証明書、介護保険認定結果通知書、主治医
意見書の内容確認書（医療費控除用）、障
害者控除対象者認定書及び介護保険要介護
認定・要支援認定更新通知書 

高齢福祉課
長 

1

                                 」 

を 

「 

死体埋火葬許可、火葬場使用許可及び火葬
執行証明 

市民課長 1

国民健康保険料の更正（決定）通知書、催
告書及び国民健康保険法第113条の2に基づ
く事務並びに後期高齢者医療保険料の更正
（決定）通知書、過誤納金還付通知書及び
過誤納金充当通知書 

保険医療課
長 

1

介護保険被保険者の資格に関する文書、介
護保険料の納入の通知に関する文書、介護
保険被保険者の認定に関する文書、介護保
険の諸給付に関する文書、主治医意見書の
内容確認書（おむつ代医療費控除用）及び
障害者控除対象者認定書 

高齢福祉課
長 

1

                                 」 

に改め、同表１９の項中 

「 

介護保険料納付証明書、介護保険受給資格
証明書、介護保険認定結果通知書、主治医
意見書の内容確認書（医療費控除用）及び
介護保険要介護認定・要支援認定更新通知
書 

                       」 

を 

「 

介護保険被保険者の資格に関する文書、介
護保険料の納入の通知に関する文書、介護
保険被保険者の認定に関する文書、介護保
険の諸給付に関する文書、主治医意見書の
内容確認書（おむつ代医療費控除用）及び
障害者控除対象者認定書 

                       」 

に改める。 

 別記様式を別記第１号様式とし、同様式の次に次の１様式を加える。 
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   附 則 

 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

第２号様式（第１０条関係） 

 

                                  年  月  日

電子公印使用（廃止）申請書 

 

（宛先）総務課長 

 

                                     課長 

 

 次のとおり電子公印を使用（廃止）したいので申請します。 

公 印 の 整 理 番 号 
及 び 名 称 

整理番号       名称 

電子公印を使用する 
文書（帳票）の名称 

 

年 間 使 用 枚 数  

使用開始（廃止） 
年 月 日 

            年   月   日 

使用（廃止）理由 

 

担 当 者 
         部         課         係

氏名            電話 

※登録時は、使用する文書等の見本（押印位置を明示すること）を添付する。 

 

                                年  月  日 

電子公印使用（廃止）承諾書 

        課長 様 

                                総務課長 

 電子公印を申請のとおり使用（廃止）することを承諾します。 

承認条件 

１ データの盗難、紛失、偽造、変造、不正使用その他の事故が生じないよう厳重に管

理するとともに、押印文書についても適正に関すること。 

２ 事故があったときは、直ちに総務課長を経て市長に報告すること。 

３ 電子公印を使用する必要がなくなったときは、速やかに電子計算組織から消去する

こと。 

 総務課長   
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 亀岡市臨時的任用職員取扱規則及び亀岡市非

常勤職員取扱規則の一部を改正する規則をここ

に公布する。 

 

   平成２７年４月１日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

 亀岡市規則第１８号 

 

亀岡市臨時的任用職員取扱規則及

び亀岡市非常勤職員取扱規則の一

部を改正する規則 

 

（亀岡市臨時的任用職員取扱規則の一部改

正） 

第１条 亀岡市臨時的任用職員取扱規則（平成

８年亀岡市規則第８号）の一部を次のように

改正する。 

 第２２条第１項に次の１号を加える。 

⑽ 臨時的任用職員が母子保健法（昭和 

４０年法律第１４１号）の規定による保

健指導又は健康診査に基づく指導事項を

守るため勤務しないことがやむを得ない

と認められる場合 必要と認められる期

間 

 （亀岡市非常勤職員取扱規則の一部改正） 

第２条 亀岡市非常勤職員取扱規則（平成８年

亀岡市規則第９号）の一部を次のように改正

する。 

 第１９条第１項に次の１号を加える。 

⑽ 非常勤職員が母子保健法（昭和４０年

法律第１４１号）の規定による保健指導

又は健康診査に基づく指導事項を守るた

め勤務しないことがやむを得ないと認め

られる場合 必要と認められる期間 

 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 職員の育児休業等に関する規則の一部を改正

する規則をここに公布する。 

 

   平成２７年４月１日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

 亀岡市規則第１９号 

 

職員の育児休業等に関する規則の

一部を改正する規則 

 

 職員の育児休業等に関する規則（平成４年亀

岡市規則第２号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２条の３第１号中「保育所における保育の

実施」を「児童福祉法（昭和２２年法律第  

１６４号）第３９条第１項に規定する保育所若

しくは就学前の子どもに関する教育、保育等の

総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年

法律第７７号）第２条第６項に規定する認定こ

ども園における保育又は児童福祉法第２４条第

２項に規定する家庭的保育事業等による保育の

利用」に改める。 

 

   附 則 

 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 
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 管理職手当支給規則の一部を改正する規則を

ここに公布する。 

 

   平成２７年４月１日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

 亀岡市規則第２０号 

 

管理職手当支給規則の一部を改正

する規則 

 

 管理職手当支給規則（昭和３４年亀岡市規則

第７号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表第１市長事務部局の項中「担当副課長」

の次に「（市長が定めるものを除く。）」を加

える。 

 

   附 則 

 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市税条例施行規則の一部を改正する規則

をここに公布する。 

 

   平成２７年４月１日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

 亀岡市規則第２１号 

 

亀岡市税条例施行規則の一部を改

正する規則 

 

 亀岡市税条例施行規則（昭和６０年亀岡市規

則第１７号）の一部を次のように改正する。 
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 別記第３７号様式中 

「 

株式等 

の譲渡 

上場株式等 
証券会社を通じた売却 1.8％ 1.2％

上 記 以 外 の 売 却
3.0％ 2.0％

未 公 開 株 式 等

上場株式等の配当 1.8％ 1.2％

                               」を 

「 

株式等 

の譲渡 

上場株式等 
証券会社を通じた売却

3.0％ 2.0％上 記 以 外 の 売 却

未 公 開 株 式 等

上場株式等の配当 3.0％ 2.0％

                               」に、 

「下欄の割合を乗じた額」を 

「下欄の割合を乗じた金額 

 ただし、居住年が平成２６年４月から平成２９年１２月までであって、特定取得に該当する

場合は、「１００分の５」を「１００分の７」と、「９７，５００円」を「１３６，５００ 

円」として計算した金額                               」 

に改める。 

 別記第４０号様式中「下欄の割合を乗じた額」を 

「下欄の割合を乗じた金額 

 ただし、居住年が平成２６年４月から平成２９年１２月までであって、特定取得に該当する

場合は、「１００分の５」を「１００分の７」と、「９７，５００円」を「１３６，５００ 

円」として計算した金額                               」 

に改める。 

 

   附 則 

 

 この規則は、公布の日から施行し、改正後の別記第３７号様式及び別記第４０号様式については、

平成２７年度の市民税・府民税の課税分から適用する。 

 

「掲示済」 
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告 示 
 

 亀岡市告示第３２号 

 

 亀岡市循環型社会推進条例（平成１３年亀岡市条例第１３号）第１３条第２項の規定により、平

成２７年度亀岡市一般廃棄物処理実施計画を次のとおり告示する。 

 

   平成２７年４月１日 

 

                               亀岡市長 栗山正隆 

 

１ 一般廃棄物の処理量の見込み 

(1) ごみ 

 ア 燃やすごみ 19,916ｔ／年 ＊１ 

 イ 埋立てごみ 1,414ｔ／年 ＊２ 

 ウ 粗大ごみ 303ｔ／年 

 エ 資源ごみ 

 （ｱ）カン類 214ｔ／年 

 （ｲ）ビン類 711ｔ／年 

 （ｳ）ペットボトル 97ｔ／年 

 （ｴ）スプレー缶 21ｔ／年 

 （ｵ）プラスチック製容器包装 600ｔ／年 

 （ｶ）使用済み小型家電 3ｔ／年 

 （ｷ）使用済み乾電池 14ｔ／年 

 （ｸ）廃蛍光管 2ｔ／年 

 （ｹ）生ごみ・食用油 12ｔ／年 

 （ｺ）新聞・雑誌・段ボール・古布 3,251ｔ／年 

(2) 犬、猫等の死体 353体／年 

(3) し尿及び汚泥 

 ア し尿 6,197kl／年 

 イ 浄化槽汚泥 5,073kl／年 

 
＊１重複カウントになるため、燃やすごみから、粗大ごみ等を破砕したことにより生じる破砕物

の見込量及びプラスチック製容器包装の選別残渣の見込量を除いています。 
＊２重複カウントになるため、埋立てごみから、粗大ごみ等を破砕したことにより生じる破砕物

及びカン類・ビン類・プラスチック製容器包装の選別残渣の見込量を除いています。 
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２ 一般廃棄物の処理主体 

(1) ごみ 

種類及び区分 収集・運搬 中間処理 最終処分 

燃やすごみ 

家庭系 
(公財)亀岡市環境事業公社
(委託、以下同じ) 焼却/桜塚ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ

(直営、以下同じ) 

残渣埋立/大阪湾広域
臨海環境整備ｾﾝﾀｰ神
戸沖埋立処分場及び
大阪沖埋立処分場(委
託、以下同じ) 

事業系 許可業者※下記のとおり 

埋立てごみ 家庭系 

(公財)亀岡市環境事業公社
 

埋立/ｴｺﾄﾋﾟｱ亀岡(直
営、以下同じ) 

許可業者 

粗 

大 

ご 

み 

可燃性 

家庭系 (公財)亀岡市環境事業公社
破砕/ｴｺﾄﾋﾟｱ亀岡、
焼却/桜塚ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ 

残渣埋立/ｴｺﾄﾋﾟｱ亀
岡、大阪湾広域臨海
環境整備ｾﾝﾀｰ神戸沖
埋立処分場及び大阪
沖埋立処分場 

事業系 許可業者 

不燃性 家庭系 

(公財)亀岡市環境事業公社
資源化/民間処理施
設(委託、以下同じ) 

残渣埋立/民間最終処
分場、ｴｺﾄﾋﾟｱ亀岡 

許可業者 

資源ごみ 

カン類 

(公財)亀岡市環境事業公社

選別・圧縮/ｴｺﾄﾋﾟｱ
亀岡 

残渣埋立/ｴｺﾄﾋﾟｱ亀
岡、資源化/民間処理
施設 

ビン類 選別/ｴｺﾄﾋﾟｱ亀岡 

残渣埋立/ｴｺﾄﾋﾟｱ亀
岡、資源化/公益財団
法人日本容器包装ﾘｻｲ
ｸﾙ協会（委託、以下
同じ)・民間処理施設

ペットボトル 

(公財)亀岡市環境事業公社
選別・圧縮・梱包/
民間処理施設 

資源化/民間処理施設

委託業者 

スプレー缶 (公財)亀岡市環境事業公社
選別・圧縮/ｴｺﾄﾋﾟｱ
亀岡 

残渣埋立/ｴｺﾄﾋﾟｱ亀
岡、資源化/民間処理
施設 

プラスチック製
容器包装 

(公財)亀岡市環境事業公社
選別・圧縮・梱包/
民間処理施設 

残渣埋立/ｴｺﾄﾋﾟｱ亀
岡、焼却/桜塚ｸﾘｰﾝｾﾝ
ﾀｰ、資源化/公益財団
法人日本容器包装ﾘｻｲ
ｸﾙ協会 

使用済み小型家
電 

委託業者  資源化/民間処理施設

使用済み乾電池 (公財)亀岡市環境事業公社  資源化/民間処理施設

廃蛍光管 委託業者  資源化/民間処理施設

生ごみ・食用油 民間業者   

新聞・雑誌・段
ボール・古布類 

民間業者   

○廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）第7条第1項に規定する許可業

者〔種別／一般廃棄物（ごみ）〕大田産業、㈱カンポ、高橋商店、南丹清掃㈱、張本安弘、
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松波商店、安田産業㈱、サカエ産業㈱、㈲丸加清掃、日進浄化槽センター㈱、㈲キンキ 

(2) し尿及び汚泥 

種類 収集・運搬 中間処理 最終処分 

し尿 
(公財)亀岡市環境事業公
社、南丹清掃㈱(委託) 

脱水／若宮工場(直営) 脱水汚泥及び残渣／民間処理施設 

浄化槽汚泥 許可業者※下記のとおり

○廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）第7条第1項に規定する許可業

者〔種別／浄化槽汚泥〕南丹清掃㈱、日進浄化槽センター㈱ 

 

３ ごみ処理実施計画 

(1) ３Ｒ型のライフスタイル・ビジネススタイルへの転換【発生段階における対策】 

① 生活系ごみの発生抑制に向けた取り組み 

ア あらゆる機会を利用した体系的な啓発・情報提供 

イ 食品ロスの解消 

ウ 耐久消費財等の長期使用の実施 

エ 環境にやさしい賢い買い物の推進 

オ リサイクルショップ等の活用 

カ 民間の環境団体の取り組みに対する支援 

キ 河川漂着ごみ調査の継続実施 

② 容器包装廃棄物の減量化に向けた取り組み 

ア マイバッグ運動の推進 

イ 簡易包装等の推進 

ウ 環境にやさしい、賢い買い物の推進 

エ レジ袋協定の締結 

③ 事業系ごみの発生抑制に向けた取り組み 

ア 事業系ごみについての指導 

イ オフィス町内会等の設置の推進 

ウ ペーパーレス化の推進 

エ 社員研修等の実施 

オ リサイクルループの構築 

カ ごみ処理手数料の見直しの検討 

④ 環境教育・環境学習の充実に向けた取り組み 

ア 環境啓発の推進・支援 

イ ダンボールコンポスト講座等の開催 

ウ 学習の場の提供 

エ 小中学校における環境教育の推進 

オ 就学前教育の充実 

カ 施設見学会の開催 
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キ 出前タウンミーティングの開催 

ク 自然体験型環境学習事業の推進 

⑤ 環境リーダー・環境サポーターの育成に向けた取り組み 

ア グリーンコンシューマー（環境にやさしい賢い買い物をする消費者）の育成 

イ 環境学習指導員の育成 

ウ 環境活動団体（NPO）等の支援 

(2) 協力関係の構築による資源循環システムの充実【排出段階における対策】 

① 生活系ごみの適正排出に向けた取り組み 

ア 情報発信の充実による意識啓発 

イ ごみの分け方・出し方パンフレットの作成・配布 

ウ ごみステーションへの啓発看板の掲示の推進 

エ 不動産業者等を通じたパンフレット等の配布 

オ 不適正ごみへの警告ステッカーの貼付 

カ クリーン推進員制度の活用 

キ 環境家計簿の普及拡大 

ク 各種リーフレット・パンフレットの配布 

② 生ごみの減量・資源化に向けた取り組み 

ア 生ごみ水切りの推進 

イ 手付かず食品・食べ残しの縮減の推進 

ウ エコクッキングの推進 

エ 生ごみの堆肥化の促進及び生ごみ処理機の普及 

③ 分別収集の拡充に向けた取り組み 

ア 資源ごみの更なる分別の徹底 

イ 分別品目の拡大についての検討 

ウ 分別精度の向上と資源化の徹底の推進 

エ 地域におけるごみ分別の取り組み 

オ 廃棄物処理施設における監視・指導の強化 

④ 回収拠点の拡充に向けた取り組み 

ア 店頭回収・拠点回収の拡充 

イ 住民団体等による集団回収の拡大 

ウ 公共施設における拠点回収の拡充 

⑤ 事業系ごみの適正排出に向けた取り組み 

ア 事業所等における環境研修等の実施 

イ 事業所等への助言・指導の強化 

ウ 廃棄物処理施設における監視・指導の強化 

エ 廃棄物処理手数料の適正化 

⑥ イベント等による意識啓発の取り組み 

ア 環境イベント等の開催 
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イ マイバッグ・キャンペーン等の実施 

ウ 環境ポスター・標語等の募集 

エ ごみステーションを活用した意識啓発 

⑦ ネットワークの構築に向けた取り組み 

ア 「クリーンかめおか推進会議」の組織拡大 

イ 環境保全団体等の組織拡大に向けた取り組みに対する支援 

ウ 地域における集団回収への支援 

⑧ 環境美化・清掃活動等の推進に向けた取り組み 

ア 美化活動や環境保全活動の推進 

イ 地域清掃活動への支援 

ウ 環境配慮型イベント等の呼び掛け 

⑨ その他の取り組み 

ア 剪定枝等の堆肥化の推進 

イ 指定ごみ袋の容量の検討 

ウ フリーマーケット等の開催場所の提供 

エ 亀岡市役所温暖化対策環境マネジメントシステムの推進 

オ グリーン購入の推進 

カ エコグッズ等の使用拡大 

キ 粗大ごみの対象品目及び処理手数料の見直し 

ク 行政と民間の役割分担の見直し 

ケ 処理困難物の適正処理の推進 

(3) ごみの適正処理に向けた施設・体制の整備 

① 収集・運搬体制の充実に向けた取り組み 

ア 生活系ごみの公益法人等による収集・運搬の継続 

イ ごみ集積所の適切な配置と管理の推進 

ウ 生活弱者に配慮したごみ処理行政の推進 

エ エコステーションの指定・登録 

オ 収集体制等の効率化 

カ 容器包装廃棄物の分別収集の推進 

キ 小型家電製品の分別収集の検討 

ク 低公害車の導入検討 

② 中間処理体制の充実に向けた取り組み 

ア 中間処理段階における資源回収の推進 

イ 廃棄物処理施設の適正な運転の推進 

ウ 中間処理業者（民間）の活用 

エ 焼却灰のリサイクル（エコセメント化）の検討 

オ 事業系の一般廃棄物（可燃性）に関する適正処理の推進 

③ 最終処分体制の充実に向けた取り組み 
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ア 第３期大阪湾フェニックス計画への参加 

イ 医王谷エコトピアの適正管理 

ウ 最終処分場の適正な管理（延命化） 

エ 最終処分場の安定的利用の推進 

④ 既存施設の長寿命化に向けた取り組み 

ア 桜塚クリーンセンターにおける基幹的設備改良事業等の推進 

⑤ その他の取り組み（ごみ処理の広域化、進捗状況の点検・評価） 

ア ごみ処理の広域化についての検討 

イ ごみ処理基本計画の進捗状況の点検・評価 

ウ 基金・寄附金の有効活用 

(4) 不法投棄対策及び災害廃棄物対策 

① 不法投棄対策のための取り組み 

ア 不法投棄に対する監視活動の強化 

イ 関係機関との連携強化 

ウ 不法投棄防止のための啓発活動の推進 

② 災害廃棄物対策のための取り組み 

ア 災害廃棄物処理計画についての点検及び見直し 

イ 災害廃棄物についての適正処理の実施（発生時） 

(5) 関連施設の概要 

① 資源ごみ選別資源化施設（エコトピア亀岡内） 

〔形式及び公称能力等〕 

カン類：磁気式選別機＋プレス機（Ｃプレス 3.0ｔ／6ｈ） 

ビン類：ストックヤード（カレット）208.8㎥（Ｗ24ｍ×Ｌ6ｍ×Ｈ1.45ｍ） 

プラスチック製容器包装：ストックヤード 222.39㎡ 

ペットボトル：ストックヤード 38.91㎡ 

使用済み小型家電：ストックヤード 32.89㎡ 

② 可燃性粗大ごみ破砕処理施設（エコトピア亀岡内） 

〔形式及び公称能力等〕 

磁気式選別機＋車両型 2軸剪断式破砕機（4.9ｔ／5ｈ） 
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４ 収集・運搬計画 

種類及び区分 収集･運搬量 収集区域 収集方法 収集回数 搬入先 

燃やすごみ 
家庭系 13,506ｔ

市内全域
ｽﾃｰｼｮﾝ 週 2 回 

桜塚ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ 
事業系 6,255ｔ 戸 別 随 時 

埋立てごみ 家庭系 1,259ｔ 市内全域 ｽﾃｰｼｮﾝ 月 2 回 
ｴｺﾄﾋﾟｱ亀岡 
(埋立処分場) 

粗
大
ご
み 

可燃性 家庭系 117ｔ

市内全域

戸 別 随 時 
ｴｺﾄﾋﾟｱ亀岡 
(破砕処理施設) 

不燃性 家庭系 32ｔ 戸 別 随 時 
ｴｺﾄﾋﾟｱ亀岡 
(保管施設) 

資 源 ご み 

カン類 214ｔ
市内全域 ｽﾃｰｼｮﾝ 月 2 回 

ｴｺﾄﾋﾟｱ亀岡 
(資源化施設及び保管
施設) ビン類 711ｔ

ペットボトル 97ｔ 市内全域
ｽﾃｰｼｮﾝ 月 2 回 

ｴｺﾄﾋﾟｱ亀岡 
(保管施設) 

拠 点 随 時 民間処理施設 

スプレー缶 21ｔ 市内全域 ｽﾃｰｼｮﾝ 月 2 回 

ｴｺﾄﾋﾟｱ亀岡 
(資源化施設及び保管
施設) 

プラスチック製

容器包装 
600ｔ 市内全域 ｽﾃｰｼｮﾝ 週 1 回 

ｴｺﾄﾋﾟｱ亀岡 
(保管施設) 

使用済み小型家

電 
3ｔ 市内全域 拠 点 随 時 

ｴｺﾄﾋﾟｱ亀岡 
(保管施設) 

使用済み乾電池 14ｔ
市内全域

ｽﾃｰｼｮﾝ 月 2 回 
ｴｺﾄﾋﾟｱ亀岡 
(保管施設) 

廃蛍光管 2ｔ 拠 点 随 時 民間処理施設 

生ごみ・食用油 12ｔ － 戸 別 随 時 民間処理施設 

新聞・雑誌・段

ボール・古布 
3,251ｔ － 戸 別 随 時 資源回収業者施設 

○収集・運搬量は、委託業者及び許可業者による収集量見込の合計である。なお、それ以外に

自己による直接持込及び災害搬入・地域清掃に伴う搬入等がある。 

 

５ 中間処理計画 

処理施設の概要 

施 設 名 桜塚クリーンセンター 

所 在 地 亀岡市東別院町小泉桜塚6番地の6 

型 式 准連続燃焼式 

公称能力    120ｔ/日(60ｔ/炉) 

搬入される廃棄物の搬入者

別内訳量 

委託業者 13,506ｔ/年 

許可業者  6,255ｔ/年 

そ の 他    410ｔ/年 

残渣の量及び処分方法  2,700ｔ/年(海面埋立処分) 

○搬入される廃棄物の搬入者別内訳量欄にある「その他」は、自己による直接持込、災害搬

入・地域清掃に伴う搬入及び粗大ごみ等を破砕したことにより生じる破砕物の見込量である。 
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６ 最終処分計画 

(1) 一般廃棄物 

最終処分場の概要 

施 設 名 エコトピア亀岡 

所 在 地 亀岡市東別院町大野法華1 

埋立面積 13,740㎡ 

埋立容量  77,920㎥ 

残余容量 48,052㎥ 

搬入される廃棄物の搬入者

別内訳量 

委託業者 1,212ｔ/年 

許可業者 47ｔ/年 

そ の 他 173ｔ/年 

年間埋立容量 2,630㎥ 

埋立計画 
埋立区域 山間埋立 

埋立方法 サンドイッチ工法、セル工法の併用 

○搬入される廃棄物の搬入者別内訳量欄にある「その他」は、自己による直接持込、災害搬

入・地域清掃に伴う搬入、粗大ごみ等を破砕したことにより生じる破砕物及びカン類・ビン

類の選別残渣の見込量である。 

 

(2) 焼却残渣 

埋立場所 大阪湾広域臨海環境整備センター神戸沖埋立処分場及び大阪沖埋立処分場 

搬入施設 尼崎基地 

搬 入 者 委託業者 

搬 入 量 2,700ｔ/年 

 

７ 生活排水処理実施計画 

(1) 生活排水処理計画 

区  分 処理対象区域 対象人口 

公共下水道 

亀岡地区（三宅町、東竪町、西竪町、突抜町、横町、古

世町・北古世町、京町、呉服町、旅籠町、新町、矢田

町、上矢田町・中矢田町・下矢田町、塩屋町、柳町、本

町、紺屋町・荒塚町、南郷町、西町、内丸町、追分町、

北町、安町・河原町・余部町・宇津根町・北河原町）、

大井町、千代川町、篠町、東つつじケ丘、西つつじケ

丘、南つつじケ丘、曽我部町、吉川町、薭田野町の各一

部又は全部 

73,150人

特定環境保全公共下水道 保津町 1,629人

農業集落排水施設 
東本梅町、宮前町、本梅町、西別院町の一部（犬甘野）、

旭町、馬路町の一部、千歳町の一部、河原林町 
7,116人

小規模集合排水処理施設 東別院町の一部（小泉） 57人

浄化槽 市内全域 4,939人

その他（委託業者） 市内全域 4,610人
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(2) し尿・汚泥の処理計画 

ア 収集・運搬計画 

種類及び区分 
収集・ 
運搬量 

収集回数 収集方法 収集区域 

し尿 委託業者 6,197Kl/年 月1回 戸別 市内全域 

浄化槽汚泥 許可業者 5,073Kl/年 随時 戸別 市内全域 

 

イ 中間処理計画 

処理施設の概要 

施 設 名 若宮工場 

所 在 地 亀岡市大井町並河若宮筋36番地の1 

処理方式 好気性消化処理方式＋高度処理 

公称能力    114kl/日 

搬入される廃棄物の搬入
者別内訳量 

委託業者 6,197kl/年 

許可業者 5,073kl/年 

脱水汚泥・残渣の発生量及び処分方法    400ｔ（民間業者に委託） 

 

処理施設の概要 

施 設 名 半国浄化センター（農業集落排水処理施設） 

所 在 地 亀岡市東本梅町赤熊アリマノ17番地他 

処理方式 オキシデーション・ディッチ方式 

公称能力    306 ㎥/日 

脱水汚泥の発生量及び処分方法     36ｔ（民間業者に委託） 

 

ウ 最終処分計画 

搬入施設 民間処理施設 

搬 入 者 委託業者 

搬 入 量 436ｔ/年 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第３３号 

 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項の規定により、粗大ごみに係る

ごみ処理手数料及び指定ごみ袋に係るごみ処理手数料の収納事務を別紙のとおり委託したので、同

条第２項の規定により告示する。 

 

   平成２７年４月１日 
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                               亀岡市長 栗山正隆 

 

会社名等 住   所 電話番号 

中井商店 亀岡市余部町古城２１番地 ２２－００１２ 

ファミリーマート亀岡余部町店 亀岡市余部町大塚２１番地２ ２９－１６３１ 

本間煙草店 亀岡市余部町中条２１番地 ２２－２８３９ 

セブン－イレブン亀岡余部店 亀岡市余部町天神又８－６ ２２－７６６５ 

NPO法人自立支援センターかめおか太陽共同作業所 亀岡市余部町榿又６１番地 ２５－５３９９ 

亀岡メンテナンス㈱ 亀岡市荒塚町２丁目４番１２号 ２４－６７７７ 

南丹清掃㈱ 亀岡市荒塚町２丁目１４番１０号 ２２－４４８８ 

服部タバコ店 亀岡市荒塚町１丁目５番５号 ２２－２１９９ 

㈱マツモト荒塚店 亀岡市荒塚町鍛冶ケ嶋６番地 ２２－８５８８ 

畑荒物店 亀岡市内丸町２８番地 ２２－０３５１ 

三木たばこ店 亀岡市内丸町２番地 ２２－２３７２ 

リカーショップハラダ 亀岡市宇津根町土井ノ内３６番地５ ２４－２７８８ 

加瀬たばこ店 亀岡市追分町八ノ坪９番地９ ２２－１４０３ 

亀岡商業協同組合ふれ愛エコステーション 亀岡市追分町馬場通１９番地２ プティ会館２Ｆ ２２－６１６１ 

（同）西友亀岡店 亀岡市追分町馬場通１５番地１ ２４－０１１１ 

ソニーショップムカイデ 亀岡市追分町馬場通２０番地１３ ２３－８３５６ 

㈲マルセン亀岡駅前店 亀岡市追分町馬場通２１番地５ ２２－０２３０ 

ファミリーマート亀岡追分町店 亀岡市追分町藪ノ下１１番５ ２１－１２２６ 

㈱ウエダ本社 亀岡市河原町７７番地 ２２－１８９０ 

㈱ウエダ家電店 亀岡市河原町２００番地１６ ２２－３０８２ 

黒田食料品店 亀岡市河原町３４番地 ２２－０１２２ 

㈲マルセン河原町店 亀岡市河原町３番地 ２２－００５１ 

山口電機㈱本店 亀岡市河原町１６９番地 ２２－０８３７ 

ファミリーマート亀岡河原町店 亀岡市河原町１６４番地１ ２９－５０３６ 

㈱栄広堂 亀岡市河原町２４番地 ２２－０１４６ 

大倉写真事務所 亀岡市北町３０番地 ２２－０４６０ 

協同組合 亀岡ショッピングセンターアミティ 亀岡市古世町２丁目４番１号 ２４－１４１４ 

ドラッグユタカ亀岡中央店 亀岡市古世町２丁目１３５番地 ２２－５００９ 

イオンリテール㈱イオン亀岡店 亀岡市古世町西内坪１０１番地 ２２－３１１３ 

㈲桂商店本店 亀岡市塩屋町５６番地 ２２－０２３３ 

㈱アヤハディオ亀岡店 亀岡市下矢田町３丁目１４番１号 ２５－４６４６ 

サークルＫ亀岡下矢田店 亀岡市下矢田町大末２番１０号 ２９－６３０１ 

㈱サンフェステ業務スーパー亀岡店 亀岡市下矢田町２丁目２１６番６号 ２１－１７８０ 

ふるさと産品直売所矢田の里 亀岡市下矢田町君塚１６ ２１－０１５４ 

㈲桂商店中矢田店 亀岡市中矢田町岸ノ上３番地３・３番地４合地 ２２－３０４４ 

㈱マツモト中央店 亀岡市西竪町６１番地１ ２４－３８１１ 

ローソン亀岡西町店 亀岡市西町４１番地 ２５－５８８６ 

ミゾツラ電器 亀岡市旅籠町３１番地 ２２－５８５６ 

成田米穀 亀岡市旅籠町３２番地 ２２－０５１８ 

神田彰栄堂 亀岡市三宅町１丁目２番２号 ２４－３７２０ 

大道建具店 亀岡市三宅町４０番地 ２２－４７９２ 

ＢＥＥＲＳおぎた 亀岡市柳町６３番地 ２２－０７８６ 

（同）五葉乃松 亀岡市横町３６番地 ２２－００８９ 

加地荒物店 亀岡市安町２４番地３７ ２２－０２１０ 

亀岡市役所内母子会売店 亀岡市安町野々神８番地 ２２－３１３１(代)
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亀岡米穀㈲ 亀岡市安町３３番地 ２２－０９１９ 

㈱くらしの店丹和 亀岡市安町１７番地 ２２－４１４７ 

㈱黒川安町店 亀岡市安町５２番地 ２２－００７７ 

マンマル産業㈱ 亀岡市安町２５番地 ２２－０５７２ 

㈱ハートフレンドフレスコ亀岡安町店 亀岡市安町釜ケ前８９ ２９－６８０１ 

フードショップイシダ 亀岡市東別院町東掛岩脇４番地 ２７－２００９ 

東別院町自治会 亀岡市東別院町南掛藤ケ瀬３番地１ ２７－２００１ 

中村商店 亀岡市西別院町神地御手洗１３番地 ２７－２５２１ 

きく屋 亀岡市西別院町柚原北谷９番地 ２７－２２５３ 

上田食料品店 亀岡市曽我部町穴太裏条２番地 ２２－５４２９ 

ミニストップ亀岡運動公園前店 亀岡市曽我部町穴太大塚５４番地 ２５－４６２８ 

福知商店 亀岡市曽我部町犬飼古道１１番地６ ２２－０６２１ 

セブン－イレブン亀岡運動公園前店 亀岡市曽我部町穴太大塚２２番地１ ２２－７７２１ 

岩本商店 亀岡市曽我部町南条竹谷１番地１８ ２３－４１３０ 

オクノ電化 亀岡市曽我部町南条竹谷２番地５１ ２３－６９４５ 

木内商店 亀岡市曽我部町南条上河原４７番地１１ ２２－０７５３ 

ファミリーマート亀岡曽我部町店 亀岡市曽我部町南条屋敷２番地１ ２４－２３０２ 

ローソン京都学園大学前店 亀岡市曽我部町南条上河原１２番地１２ ２２－７００８ 

原田商店 亀岡市曽我部町西条下千代８番地１ ２２－２２０８ 

吉川簡易郵便局 亀岡市吉川町穴川堂ノ前１番地 ２５－２３６１ 

吉川町自治会 亀岡市吉川町吉田沢６３番地 ２２－０１９６ 

魚繁石野商店 亀岡市薭田野町太田油田３番地 ２２－０６５４ 

栗山商店 亀岡市薭田野町奥条門田３６番地 ２３－２０７６ 

小瀨甘開堂 亀岡市薭田野町佐伯浦亦２９番地 ２２－０６５２ 

社会福祉法人亀岡福祉会 かめおか作業所 亀岡市薭田野町佐伯大門３０番地１ ２４－２５９６ 

㈱大多商店 亀岡市薭田野町佐伯西ノ辻４０番地 ２２－０６４１ 

ローソン亀岡ひえだの町店 亀岡市薭田野町佐伯浦亦１５番地１ ２４－３２２３ 

薭田野町自治会 亀岡市薭田野町佐伯西ノ辻９番地１ ２２－３８４０ 

本梅町自治会 亀岡市本梅町井手梅原３番地 ２６－３００１ 

中村商店 亀岡市本梅町中野清水口１７番地 ２６－３０８８ 

サークルＫ亀岡本梅町店 亀岡市本梅町中野大向８－４ ２６－６０３１ 

かね新商店 亀岡市本梅町西加舎佃２３番地 ２６－３０１２ 

奥村酒店 亀岡市本梅町東加舎大前後１３番地 ２６－３０１９ 

畑野町自治会 亀岡市畑野町千ケ畑西山５番地１ ２８－２７５２ 

Ｙショップ山内商店 亀岡市畑野町広野高橋１７番地２ ２８－３２７５ 

社会福祉法人亀岡福祉会 第二かめおか作業所 亀岡市宮前町猪倉城山８番地２１ ２６－５４３４ 

宮本酒店 亀岡市宮前町猪倉猪尻１１番地２ ２６－２５８６ 

森政商店 亀岡市宮前町神前上段川２８番地 ２６－２１９９ 

柿谷食料品店 亀岡市宮前町宮川平岩１９番地 ２６－２５６９ 

西田食料品店 亀岡市宮前町宮川西垣内１７番地２ ２６－２０２８ 

ファミリーマート亀岡宮前町店 亀岡市宮前町宮川稲荷１１１－３ ２６－６０５５ 

東本梅町自治会 亀岡市東本梅町赤熊蟻間野３５－１ ２６－２５０４ 

コーナン商事㈱ ホームセンターコーナン亀岡大井店 亀岡市大井町北金岐柿木原４番地１ ２２－７５７１ 

谷村たばこ店 亀岡市大井町土田２丁目１２番１７号 ２４－０００３ 

㈱マツモト大井店 亀岡市大井町土田２丁目１５番８号 ２４－５８５８ 

大井町自治会 亀岡市大井町土田２丁目１１番２０号 １１０号 ２２－０１５７ 

ミニストップ亀岡大井町土田店 亀岡市大井町土田３丁目５番３号 ２４－７２３４ 

シミズ薬品㈱ダックス大井店 亀岡市大井町土田３丁目３０番１号 ２９－２６２４ 
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㈱おくむら 亀岡市大井町並河２丁目２５番２号 ２４－４３８７ 

ふくしま 亀岡市大井町並河２丁目１１番３６号 ２３－９４７７ 

全国農業協同組合連合会京都府本部 農業の店亀岡 亀岡市大井町並河２丁目１番６号 ２５－８０２０ 

ファミリーマート亀岡大井町店 亀岡市大井町並河２丁目２２番３号 ２９－５９７９ 

セブン－イレブン亀岡並河店 亀岡市大井町並河２丁目５番９号 ２２－７１００ 

㈱さとう フレッシュバザール亀岡店 亀岡市大井町並河坂井６７番地 ２５－３３１０ 

㈲プレミール セブン－イレブン亀岡今津２丁目店 亀岡市千代川町今津２丁目５番１０号 １０８号 ２５－０６９６ 

ドラッグユタカ千代川店 亀岡市千代川町小川１丁目２番地６ ２４－５０８８ 

㈲さわだ書店 亀岡市千代川町小川２丁目１番２３号 ２２－３１２３ 

ぺとる（マツモト千代川店内） 亀岡市千代川町小川２丁目１１４番１号 ２２－４４２２ 

㈱マツモト千代川店 亀岡市千代川町小川２丁目１１４番１号 ２４－８１２８ 

永梅商店 亀岡市千代川町小林北ン田６３番地 ２２－５３０８ 

㈱サンフェステ サンフェステ千代川店 亀岡市千代川町小林北ン田７番地３ ２２－８１７６ 

ファミリーマート亀岡千代川店 亀岡市千代川町小林北ン田４９番地２ ２１－２３５０ 

クスリキリン堂亀岡千代川店 亀岡市千代川町小林北ン田４９番地１４ ２１－１０６０ 

浅田電気商会 亀岡市千代川町千原１丁目３番２号 ２３－１１５０ 

ローソン亀岡千代川店 亀岡市千代川町千原２丁目１２番１号 ２１－２２０３ 

美馬たばこ店 亀岡市千代川町千原２丁目１０番２３号 ２４－０７２０ 

かどや百貨店 亀岡市馬路町住吉１５番地６ ２３－５２６６ 

㈲橋本電機 亀岡市馬路町住吉１４番地７ ２２－１１３５ 

人見たばこ店 亀岡市馬路町住吉４番地 ２２－５２９０ 

馬路町自治会 亀岡市馬路町流川２番地１ ２２－０６６１ 

浅田商店 亀岡市馬路町前ノ側９番地 ２３－０３６７ 

中川商店 亀岡市馬路町前ノ側２２番地 ２２－０６８６ 

中沢商店 亀岡市馬路町万年４２番地５ ２３－６２４６ 

ファミリーマート亀岡馬路町店 亀岡市馬路町砂取２４番地２ ２９－６０３１ 

旭町自治会 亀岡市旭町年角２５番地 ２２－５５３３ 

川勝商店 亀岡市旭町山ノ神２番地１ ２４－５４４０ 

千歳町自治会 亀岡市千歳町千歳垣根２番地３ ２２－０６８２ 

主原商店 亀岡市千歳町毘沙門西条１５番地 ２４－３０９５ 

河原林町自治会 亀岡市河原林町河原尻上六反田９番地１ ２２－０１２０ 

吉田商店 亀岡市保津町上火無２８番地４３ ２４－２０２１ 

関口電機 亀岡市保津町構ノ内５４番地３ ２２－３２２４ 

保津町自治会 亀岡市保津町構ノ内５３番地 ２２－０８１０ 

魚政商店 亀岡市保津町宮ノ上１８番地 ２２－０１４３ 

㈱かさや木村商店 亀岡市保津町宮ノ上１３番地 ２２－０３２３ 

タケモ㈱ タケモ商店 亀岡市保津町訳目５２番地 ２２－０２７８ 

セブン－イレブン亀岡篠町王子店 亀岡市篠町王子西山５番地１ ２３－１２０２ 

セブン－イレブン亀岡篠町馬堀店 亀岡市篠町馬堀広道６番地１ ２４－２４０５ 

スマイリングかめおか 亀岡市篠町馬堀南垣内２１番地３７ モールショップ馬堀内 ２４－５０６５ 

㈱マツモトうまほり店 亀岡市篠町馬堀伊賀ノ辻８番地２ ２３－２２６６ 

ローソン亀岡馬堀駅前店 亀岡市篠町馬堀駅前２丁目２０１番７号 ２２－４５３３ 

ローソン亀岡馬堀店 亀岡市篠町馬堀南垣内４３番地３ ２９－２００５ 

㈱石野商店 亀岡市篠町柏原町頭４５番地 ２２－０７４６ 

井内商店 亀岡市篠町篠中北裏６５番地 ２２－０７５４ 

くすり光琳 亀岡市篠町篠野田１０番地３９ ２２－５５８６ 

㈲隅田農園 隅田酒店 亀岡市篠町篠上中筋２８番２９番合地 ２２－０１１６ 

サークルＫ亀岡篠町店 亀岡市篠町篠下西裏４１番地１ ２９－５７７２ 
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サークルＫ亀岡イトーピア店 亀岡市篠町浄法寺茱萸谷２０番地５ ２２－４５４６ 

㈱スギ薬局ジャパン亀岡店 亀岡市篠町浄法寺松岡２３番地３ ２４－４２３２ 

シミズ薬品㈱ ダックス亀岡店 亀岡市篠町浄法寺中村３９番地１ ２９－２６２５ 

㈱ハートフレンドフレスコ亀岡店 亀岡市篠町浄法寺中村４５番地１ ２９－６６６１ 

アル・プラザ亀岡 亀岡市篠町野条上又１１番地１ ２５－４１１１ 

コーナン商事㈱ ホームセンターコーナン亀岡篠店 亀岡市篠町野条井ホラ９番地１ ２９－６７０３ 

竹茂商店 亀岡市篠町広田１丁目１３番８号 ２３－４８６３ 

㈱酒井商店広田店 亀岡市篠町広田３丁目７番１号 ２３－８４６７ 

㈱酒井商店見晴店 亀岡市篠町見晴３丁目２番１号 ２３－８０２２ 

かっぱや 亀岡市篠町見晴５丁目１番１号 ２４－１２１５ 

山口電機㈱ つつじケ丘支店 亀岡市東つつじケ丘曙台１丁目３番２号 ２４－８１３０ 

㈱サンフェステ業務スーパー篠店 亀岡市東つつじケ丘都台１丁目１２番１号 ２９－５６８６ 

㈲桂商店西つつじケ丘店 亀岡市西つつじケ丘大山台１丁目５番１号 ２４－６８００ 

西つつじケ丘自治会 亀岡市西つつじケ丘大山台１丁目１２番１３号 ２３－２４４４ 

セブン－イレブン亀岡西つつじケ丘店 亀岡市西つつじケ丘五月台１丁目４９番２号 ２２－５５２０ 

㈲ハートピアサノ 亀岡市南つつじケ丘大葉台１丁目２０番４号 ２３－９９９６ 

㈱マツモトピアタウン店 亀岡市南つつじケ丘大葉台２丁目４４番３号 ２５－２３５８ 

リカーショップ寿屋 亀岡市南つつじケ丘大葉台２丁目１４番１０号 ２４－８６３９ 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第３４号 

 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項の規定により、次のとおり徴収

の事務を委託したので、同条第２項の規定により告示する。 

 

   平成２７年４月１日 

 

                               亀岡市長 栗山正隆 

 

１ 受託者・徴収事務 

受託者 徴収事務 

京都市下京区西七条掛越町６５番地
 公益社団法人京都府獣医師会 
  会長理事  清水 弘司 

狂犬病予防注射済票交付手数料 

 

２ 委託の期間 

   平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで 

 

「掲示済」 

 



 
亀 岡 市 公 報 

 23

第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 亀岡市告示第３５号 

 

 亀岡市臨時福祉給付金支給事業実施要綱（平

成２６年亀岡市告示第６１号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 

   平成２７年４月１日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

 第４条第１項中「１万円」を「６千円」に改

め、同条第２項を削る。 

 第７条第１項第１号中「平成２６年」を「平

成２７年」に改める。 

 第８条第３項中「当該臨時福祉給付金」を

「当該者に係る臨時福祉給付金」に改める。 

 第１１条第１項中「（次項において「不当利

得」という。）」を削り、同条第２項を削る。 

 別記１中「１万円」を「６千円」に改め、別

記１第１号ア中「平成２６年」を「平成２７

年」に改め、同号エ中「平成８年」を「平成９

年」に、「平成６年」を「平成７年」に改め、

同号エ(ｵ)中「児童自立生活援助事業に」の次

に「おける住居に」を加え、同号オ(ｲ)中「保

護命令（」の次に「配偶者からの暴力を理由に

避難している者にあっては、」を加え、同号カ

中「平成２６年度分」を「平成２７年度分」に

改め、別記１第２号中「同年３月３１日」を

「平成２７年１０月１日」に改め、別記１第６

号ア中「。以下この号において「障害者虐待防

止法」という。」を削り、「、障害者虐待防止

法」を「、同法」に改め、同号イ中「昭和２４

年」を「昭和２５年」に改め、「。以下この号

において「高齢者虐待防止法」という。」を削

り、「、高齢者虐待防止法」を「、同法」に改

める。 

 別記２を削る。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第３６号 

 

 亀岡市子育て世帯臨時特例給付金支給事業実

施要綱（平成２６年亀岡市告示第６２号）の一

部を次のように改正する。 

 

   平成２７年４月１日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

 第１条中「消費税率の引上げに際し、子育て

世帯への影響を緩和するとともに、子育て世帯

の消費の下支えを図る観点から、臨時的な」を

「「平成２７年度子育て世帯臨時特例給付金支

給要領」（平成２７年雇児発０４１３第１号厚

生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）に基づ

き、消費税率引上げの影響等を踏まえ、子育て

世帯に対して、臨時特例的な」に改め、「実施

する」の次に「、平成２７年度の」を加える。 

 第３条第２項中「１万円」を「３千円」に改

める。 

 別記１第１号中「平成２６年１月分」を「平

成２７年６月分」に改め、「同法附則第２条第

１項の給付を含む。」及び「であって、その平

成２５年の所得が同法第５条第１項に規定する

政令で定める額に満たないもの」を削り、別記

１第２号中「次のいずれかに該当する児童 

（１５歳に達する日以後の最初の３月３１日ま

での間にある児童をいう。以下同じ。）に係る

平成２６年２月分の児童手当の支給を受ける者
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であって、その平成２５年の所得が児童手当法

第５条第１項に規定する政令で定める額に満た

ないもの」を「平成２７年５月３１日（以下

「基準日」という。）において児童手当の支給

要件に該当するものとして市が認める者」に改

め、同号ア及びイを削り、別記１第３号中「及

びこの号の規定により給付金を支給される者

（同表の１の項及び３の項の右欄に掲げる者に

限る。）に係る前２号に規定する者の平成２５

年の所得が児童手当法第５条第１項に規定する

政令で定める額以上である場合」を削り、同号

の表１の項中「当該者の」の次に「次項の」を

加え、同表２の項中「次項の対象児童」を「基

準日における児童手当（児童手当法附則第２条

第１項の給付を含む。以下この号において同

じ。）の支給要件に該当する者に係る児童 

（１５歳に達する日以後の最初の３月３１日ま

での間にある児童をいう。以下同じ。）」に、

「児童手当法」を「同法」に改め、「（特別区

を含む。以下同じ。）」の次に「その他の当該

支給要件に該当する者を基準日における児童手

当の支給要件に該当するものとして認める市町

村」を加え、「（その後施設入所等児童でなく

なったことを把握した場合において、まだこの

項の右欄に掲げる者に対して給付金の支給が決

定されていないときを除く。）」を削り、同表

３の項中「同法附則第２条第３項において準用

する場合を含み、当該配偶者が監護し、かつ、

生計を同じくする全ての対象児童が１５歳に達

する日以後の最初の２月２８日を経過した日以

後である」を「市が適当と認める」に改める。 

 別記２中「平成２６年１月分」を「平成２７

年６月分」に、「当該者に支給される同年２月

分の児童手当に係る児童（同号ア又はイに掲げ

る児童に限る。）」を「同号の規定により児童

手当の支給要件に該当するものと市が認めたも

のに係る児童」に改め、別記２第１号中「基準

日」の次に「の翌日」を加え、別記２第２号か

ら第６号までを削り、別記２第７号中「住民基

本台帳法」の次に「（昭和４２年法律第８１

号）」を加え、同号を第２号とする。 

 別記３第１号中「基準日において市の住民基

本台帳に記録されている」を「市から平成２７

年６月分の児童手当を支給される」に改め、別

記３第２号中オを削り、エをオとし、ウをエと

し、イを削り、同号ア中「基準日以前」を「第

１項第２号に規定する者のうち、基準日以前」

に、「初めて市町村」を「初めて市」に、「も

ののうち、市に対して同法第２４条に規定する

転出の予定年月日が基準日以前となっている転

出届（同条の規定による届出をいう。）をした

者であって、転入をした年月日が基準日の翌日

以後である転入届（同法第２２条第１項の規定

による届出をいう。）をしたもの」を「者（カ

に掲げる者に該当する者を除く。）」に改め、

同号中アをウとし、同号にア及びイとして次の

ように加える。 

ア 第１項第１号に規定する者のうち、児童

手当法第１７条第１項に規定する公務員で

あって、当該公務員に係る同項の規定によ

り読み替えて適用する同法第７条第１項の

認定をした同法第１７条第１項の表の下欄

に掲げる者その他これらの者に準ずる者に

基準日における当該公務員の住所地を市と

して把握されている者 

イ 第１項第２号に規定する者のうち、基準

日において市の住民基本台帳に記録されて

いる者（カに掲げる者に該当する者を除

く。） 

 

   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施する。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第３７号 

 

 亀岡市自治会等掲示板設置事業補助金交付要

綱（平成２０年亀岡市告示第３８号）の一部を

次のように改正する。 

 

   平成２７年４月１日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

 題名を次のように改める。 

亀岡市自治会等掲示板設置事業等補助金

交付要綱 

 第１条中「掲示板設置事業」を「掲示板設置

事業及び改良事業」に改める。 

 第３条及び第４条を次のように改める。 

 （補助対象事業） 

第３条 亀岡市自治会等掲示板整備事業等補助

金（以下「補助金」という。）の交付対象と

なる事業は、次に掲げるものとする。 

⑴ 掲示板の設置用地が確保され、設置する

掲示板の維持管理について全て自治会等で

行えるとともに、十分な活用を図ることの

できる自治会等が行う掲示板の新設又は建

替え事業 

⑵ 亀岡市が設置した掲示板（亀岡市宅地開

発等に関する指導要綱技術基準に基づき設

置された掲示板を含む。以下同じ。）に自

治会等が広報物等の飛散防止対策を行うた

めの改良事業（事業費が１０，０００円以

上のものに限る。以下同じ。） 

 （補助金の額） 

第４条 補助金の額は、次に掲げる額とする。 

⑴ 自治会等が行う掲示板の新設又は建替え

事業 補助対象事業費の２分の１以内とし、

掲示板１基当たり５０，０００円を限度と

する。ただし、算出額に１，０００円未満

の端数を生じた場合は、これを切り捨てる

ものとする。 

⑵ 自治会等が行う掲示板の改良事業 補助

対象事業費の２分の１以内とし、掲示板１

基当たり２０，０００円を限度とする。た

だし、算出額に１，０００円未満の端数を

生じた場合は、これを切り捨てるものとす

る。 

 第５条中「亀岡市自治会等掲示板設置事業補

助金交付申請書」を「亀岡市自治会等掲示板設

置事業等補助金交付申請書」に改める。 

 第７条第１項中「亀岡市自治会等掲示板設置

事業計画変更申請書」を「亀岡市自治会等掲示

板設置事業等計画変更申請書」に改める。 

 第８条中「亀岡市自治会等掲示板設置事業補

助金実績報告書」を「亀岡市自治会等掲示板設

置事業等補助金実績報告書」に改める。 

 第９条中「亀岡市自治会等掲示板設置事業補

助金確定通知書」を「亀岡市自治会等掲示板設

置事業等補助金確定通知書」に改める。 

 別記第１号様式中「あて先」を「宛先」に、

「亀岡市自治会等掲示板設置事業補助金交付申

請書」を「亀岡市自治会等掲示板設置事業等補

助金交付申請書」に、「自治会等掲示板設置事

業補助金として」を「自治会等掲示板設置事業

等補助金として」に、「亀岡市自治会等掲示板

設置事業補助金交付要綱」を「亀岡市自治会等

掲示板設置事業等補助金交付要綱」に改める。 

 別記第２号様式中「亀岡市自治会等掲示板設

置事業補助金の」を「亀岡市自治会等掲示板設

置事業等補助金の」に、「亀岡市自治会等掲示

板設置事業補助金交付要綱」を「亀岡市自治会

等掲示板設置事業等補助金交付要綱」に改める。 

 別記第３号様式中「あて先」を「宛先」に、

「亀岡市自治会等掲示板設置事業計画変更申請

書」を「亀岡市自治会等掲示板設置事業等計画

変更申請書」に、「亀岡市自治会等掲示板設置

事業計画を」を「亀岡市自治会等掲示板設置事

業等計画を」に、「亀岡市自治会等掲示板設置
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事業補助金交付要綱」を「亀岡市自治会等掲示板設置事業等補助金交付要綱」に、「１ 補助事業

名 自治会等掲示板設置事業」を「１ 補助事業名 自治会等掲示板設置事業・自治会等掲示板改

良事業」に、 

「 

設 置 場 所   

                                      」 

を 

「 

設 置 場 所   

改 良 内 容   

                                      」 

に改める。 

 別記第４号様式中「あて先」を「宛先」に、「亀岡市自治会等掲示板設置事業補助金実績報告

書」を「亀岡市自治会等掲示板設置事業等補助金実績報告書」に、「亀岡市自治会等掲示板設置事

業が」を「亀岡市自治会等掲示板  事業が」に、「亀岡市自治会等掲示板設置事業補助金交付要

綱」を「亀岡市自治会等掲示板設置事業等補助金交付要綱」に、「設置場所」を「設置・改良場

所」に改める。 

 別記第５号様式中「亀岡市自治会等掲示板設置事業補助金確定通知書」を「亀岡市自治会等掲示

板設置事業等補助金確定通知書」に、「自治会等掲示板設置事業補助金」を「自治会等掲示板設置

事業等補助金」に、「亀岡市自治会等掲示板設置事業補助金交付要綱」を「亀岡市自治会等掲示板

設置事業等補助金交付要綱」に改める。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施する。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第３８号 

 

 亀岡市自主防災会防災資機材整備事業補助金

交付要綱を次のように定める。 

 

   平成２７年４月１日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

亀岡市自主防災会防災資機材整備

事業補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 市長は、自主防災会が保有管理してい

る防災備品の更新等を促進し、自主防災体制

の維持、充実を図るため、自主防災会に対し、

亀岡市補助金等交付規則（昭和４１年亀岡市

規則第５号）及びこの要綱の定めるところに

より、予算の範囲内において補助金を交付す

る。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

⑴ 自主防災会 地震、風水害、火災その他

の災害が発生し、又は発生するおそれがあ

る場合において、被害を防止し、若しくは

軽減し、又は火災その他の災害を予防する

ため、住民が連帯協同して、地域の実情に

応じ亀岡市内に自主的に設置運営する防災

会をいう。 

⑵ 防災資機材 過去に亀岡市等が整備し、

自主防災会が管理している備品等をいう。 

 （補助対象事業） 

第３条 亀岡市自主防災会防災資機材整備事業

補助金（以下「補助金」という。）の対象と

なる事業は、防災資機材の更新及び修繕に係

る事業とする。 

 （補助金の額） 

第４条 補助金の額は、補助対象事業費の２分

の１以内とし、１年度につき２００，０００

円以内を限度とする。ただし、算出額に  

１，０００円未満の端数を生じた場合は、こ

れを切り捨てるものとする。 

 （交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする自主防

災会（以下「申請自主防災会」という。）は、

亀岡市自主防災会防災資機材整備事業補助金

交付申請書（別記第１号様式。以下「申請

書」という。）に関係書類を添えて別に定め

る期日までに市長に提出しなければならない。 

 （交付決定及び通知） 

第６条 市長は、前条の規定による申請書が提

出されたときは、速やかにその内容を審査し、

その適否を亀岡市自主防災会防災資機材整備

事業補助金交付決定（却下）通知書（別記第

２号様式）により申請自主防災会に通知する

ものとする。 

２ 市長は、前項の交付決定の通知に際して、

必要な条件を付けることができる。 

 （計画変更の承認） 

第７条 申請自主防災会は、補助事業の計画に

変更が生じたときは、亀岡市自主防災会防災

資機材整備事業補助金変更交付申請書（別記

第３号様式）に関係書類を添えて市長に提出

し、その承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の規定により、補助金交付の

変更の承認をした場合は、亀岡市自主防災会

防災資機材整備事業補助金変更承認（却下）

通知書（別記第４号様式）により、速やかに

申請自主防災会に通知するものとする。 

 （実績報告） 

第８条 申請自主防災会は、当該事業を完了し

た日から起算して１箇月を経過する日又は交

付決定を受けた日の属する年度の翌年度の４

月１０日のいずれか早い日までに亀岡市自主
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防災会防災資機材整備事業補助金実績報告書

（別記第５号様式）に関係書類を添えて市長

に提出しなければならない。 

 （確定及び交付） 

第９条 市長は、前条に規定する実績報告書を

受けたときは、必要な調査を行い、適当と認

めたときは、補助金額を確定し亀岡市自主防

災会防災資機材整備事業補助金確定通知書

（別記第６号様式）により当該自主防災会に

通知し、これを交付する。 

２ 補助金の請求は、亀岡市自主防災会防災資

機材整備事業補助金交付請求書（別記第７号

様式）をもって行うものとする。 

 （交付決定の取消し等） 

第１０条 市長は、申請自主防災会が次の各号

のいずれかに該当するときは、補助金の交付

決定の全部又は一部を取り消し、既に交付し

た補助金があるときはその全部又は一部の返

還を命ずることができる。 

⑴ この要綱の規定又は第６条第２項に規定

する交付の決定に付された条件に違反した

とき。 

⑵ 偽りの申請その他不正な手続により補助

金の交付決定を受けたとき。 

⑶ 事業の施行方法が不適当と認められると

き。 

⑷ その他市長が不適当と認めたとき。 

 （補則） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、補助

金の交付について必要な事項は、市長が別に

定める。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施する。 
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っ

た
こ

と
を

知
っ
た
日

の
翌

日
か
ら

起
算

し
て
６

箇
月

以
内
に

、
処
分
の
取

消
し
の

訴
え
を
提

起
す
る

こ
と

が
で
き

ま
す
。
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第
３
号
様
式
（

第
７
条

関
係
）

 

  
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
年

 
 
月
 

 
日

 （
宛
先
）
亀
岡

市
長
 

  
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

申
請
者
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
住

所
又

は
所

在
地
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
組

織
名

称
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
代
表
者
氏

名
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
㊞
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
（
連
絡

先
 

TE
L 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
）
 

  

亀
岡
市

自
主

防
災
会

防
災
資
機
材

整
備
事

業
補
助
金

変
更
交

付
申
請
書
 

  
 

 
 
 

 
年

 
 

月
 

 
日

付
け
亀

岡
市

指
令

 
 

第
 

 
 

 
 

号
で
交
付

決
定

を
受
け

た
亀

岡
市

自
主

防
災
会

防
災

資
機

材
整

備
事

業
補
助

金
を

下
記

の
と

お
り

変
更

し
た

い
の
で
、

亀
岡

市
自
主

防
災

会
防

災
資
機
材
整
備

事
業
補

助
金
交

付
要

綱
第
７

条
第

１
項
の
規
定

に
基
づ

き
申
請

し
ま
す
。
 

  

記
 

 １
 
変
更
理
由
 

       ２
 
変
更
内
容
 

第
４
号
様
式
（

第
７
条

関
係
）

 

  
亀
岡
市
指
令

 
第
 

 
 
号

 

   
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
様
 

  

亀
岡

市
自
主

防
災
会
防

災
資
機
材

整
備
事
業

補
助
金

変
更
承

認
（

却
下
）

通
知

書
 

  
 

 
 
 

 
年

 
 

月
 

 
日

付
け
で

申
請

の
あ

り
ま

し
た

亀
岡

市
自

主
防
災
会

防
災

資
機
材

整
備

事
業

補
助

金
の
変

更
に

つ
い

て
は

、
亀

岡
市
自

主
防

災
会

防
災

資
機

材
整

備
事

業
補
助

金
交
付

要
綱
第

７
条

第
２

項
の
規
定
に
基

づ
き
、

下
記
の

と
お

り
通
知

し
ま

す
。
 

  
 
 
 
 
年

 
 
月

 
 
日

 

  
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

亀
岡
市

長
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
□印

 

  

記
 

 １
 
内
容
変
更
 

 
 
 
 
 
 

 
変
更

後
の
補

助
金

決
定
額

 
 

金
 
 
 
 

 
 
 

 
円
 

 ２
 
却
下
 

 
 
 
 
 
 

 
理
由
 

       （
教
示
）
 

１
 

こ
の

決
定

に
不

服
が

あ
る

と
き

は
、

こ
の

決
定

が
あ

っ
た

こ
と

を
知

っ
た

日
の

翌
日

か
ら

起
算

し
て

６
０
日

以
内

に
、
亀
岡
市

長
に
対

し
て
異
議

申
立
て

を
す
る

こ
と

が
で
き

ま
す
（

な
お
、
こ
の

決
定
が
 

あ
っ
た

こ
と

を
知

っ
た

日
の

翌
日

か
ら
起

算
し
て

６
０
日

以
内

で
あ

っ
て

も
、

こ
の
決
定

の
翌

日
か
ら

起
算

し
て
１

年
を

経
過
す

る
と
審
査
請

求
を
す

る
こ
と
が

で
き
な

く
な

り
ま
す

。）
。
 

２
 

こ
の
決

定
に

つ
い

て
は

、
こ

の
決
定

が
あ

っ
た

こ
と

を
知

っ
た

日
の

翌
日
か

ら
起
算

し
て
６

箇
月

以
内

に
、

亀
岡

市
を

被
告

と
し

て
（

訴
訟
に

お
い
て

亀
岡
市

を
代

表
す

る
者

は
、

亀
岡
市
長

と
な

り
ま
す

。
）、

処
分

の
取

消
し

の
訴

え
を

提
起

す
る
こ

と
が
で

き
ま
す

（
な

お
、

こ
の

決
定

が
あ
っ
た

こ
と

を
知
っ

た
日

の
翌

日
か

ら
起

算
し

て
６

箇
月

以
内
で

あ
っ
て

も
、
こ

の
決

定
の

日
の

翌
日

か
ら
起
算

し
て

１
年
を

経
過

す
る

と
処

分
の

取
消

し
の

訴
え

を
提
起

す
る
こ

と
が
で

き
な

く
な

り
ま

す
。）
。

た
だ

し
、

上
記

１
の

審
査

請
求

を
し

た
場

合
に

は
、

当
該

審
査
請

求
に
対

す
る
決

定
が

あ
っ

た
こ

と
を

知
っ
た
日

の
翌

日
か
ら

起
算

し
て
６

箇
月

以
内
に

、
処
分
の
取

消
し
の

訴
え
を
提

起
す
る

こ
と

が
で
き

ま
す
。
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第
５
号
様
式
（
第
８
条
関
係
）
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
年
 
 
月
 
 
日

 （
宛
先
）
亀
岡
市
長
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
報
告
者
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

住
所

又
は

所
在

地
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
組

織
名

称
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
代
表
者
氏
名
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
㊞
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
連
絡
先
 
TE
L
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

  

亀
岡
市
自
主
防
災
会
防
災
資
機
材
整
備
事
業
補
助
金
実
績
報
告
書
 

  
 

 
 
 

 
年

 
 
月
 
 
日

付
け

亀
岡
市

指
令
 
 
第
 

 
 

 
 
号

で
交
付
決
定
を

受
け
た
亀
岡

市

自
主

防
災
会

防
災

資
機
材
整
備
事

業
補

助
金
に

つ
い
て
、
下
記

の
と
お
り
実

施
し
ま
し
た
の

で
、
亀
岡
市

自

主
防
災
会
防
災
資
機
材
整
備
事
業
補
助
金
交
付
要
綱
第
８
条
の
規
定
に
基
づ
き
報
告
し
ま
す
。
 

  

記
 

  

１
 
交
付
決
定
額
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
円
 

  

２
 
整
備
完
了
年
月
日
 
 
 
 
 
 
 
年
 
 
月
 
 
日
 

            注
１
 
防
災
資
機
材
の
整
備
状
況
が
わ
か
る
写
真

を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。
 

２
 
必
要
経
費
に
係
る
領
収
書
（
写
）
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。
 

３
 
必
要
に
応
じ
て
、
位
置
図
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。
 

第
６
号
様
式
（

第
９
条

関
係
）

 

  
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
第

 
 
 
 

 
号

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
年

 
 
月
 

 
日

  
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
様
 

   
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

亀
岡
市

長
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
□印

 

   

亀
岡

市
自
主
防

災
会
防

災
資
機

材
整

備
事
業

補
助

金
確
定
通

知
書
 

  
 

 
 
 

 
年

 
 

月
 

 
日

付
け
亀

岡
市

指
令

 
第

 
 

 
 

 
号

で
交
付

決
定
し

ま
し
た

亀
岡

市
自

主
防

災
会
防

災
資

機
材

整
備

事
業

補
助
金

に
つ

い
て

は
、

亀
岡

市
自

主
防

災
会
防

災
資
機

材
整
備

事
業

補
助

金
交

付
要
綱

第
９

条
第

１
項

の
規

定
に
基

づ
き

、
下

記
の

と
お

り
そ

の
額

を
確
定

し
ま
し

た
の
で

通
知

し
ま

す
。
 

 
な
お
、
交
付

要
綱
第

９
条
第

２
項

の
規
定

に
基

づ
く
補
助
金

交
付
請

求
書
を

提
出
し
て
く

だ
さ
い
。
 

  

記
 

  

１
 
交

付
決
定

額
 

 
 
 
 

金
 

 
 

 
 
 

 
 
 
円
 

  

２
 
交

付
確
定

額
 

 
 
 
 

金
 

 
 

 
 
 

 
 
 
円
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第３９号 

 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条の２第１項、国民健康保険法（昭和 

３３年法律第１９２号）第８０条の２、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０

号）第１１４条及び介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１４４条の２の規定により、市税、

国民健康保険料、後期高齢者医療保険料及び介護保険料の収納事務を委託したので、次のとおり告

示する。 

 

 

第７号様式（第９条関係） 

 

                                  年  月  日 

（宛先）亀岡市長 

                   請求者 

                    住所又は所在地 

                    組 織 名 称 

                    代表者氏名             ㊞ 

                     （連絡先 TEL          ） 

 

亀岡市自主防災会防災資機材整備事業補助金交付請求書 

 

      年  月  日付け    第     号で交付額の確定通知を受けた亀岡

市自主防災会防災資機材整備事業補助金について、亀岡市自主防災会防災資機材整備事業補

助金交付要綱第９条第２項の規定に基づき補助金の交付を請求します。 

 

記 

請 求 金 額    ０ ０ ０ 円 

振

込

先

 

金融機関名 

          銀    行          本   店 
          金    庫          支   店 
          信 用 金 庫          支   所 
          農業協同組合          出 張 所 

預 金 種 別 普通 ・ 当座 口 座 番 号        

フ リ ガ ナ 

口座名義人 
 

 

 

請求書の「組織名称」と振込希望金融機関の口座名義中の名称
が異なる場合は、委任状に記入、押印ください。 

 

委  任  状 
 

 私は、                        に、    年  月  日

付け    第     号で交付額の確定通知を受けた亀岡市自主防災会防災資機材整備

事業補助金の受領に関する権限を委任します。 

 

（宛先）亀岡市会計管理者 
 

                    住所又は所在地 

                    組 織 名 称 

                    代表者氏名             ㊞ 
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

   平成２７年４月１日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

１ 委託の相手方 

東京都中央区日本橋本石町四丁目６番７

号 

 地銀ネットワークサービス株式会社 

  代表取締役社長 古城 幸雄 

 

提携コンビニエンスストア（（ ）内は 

チェーン名） 

東京都中央区日本橋一丁目１番１号 

国分グローサーズチェーン株式会社

（コミュニティ・ストア） 

愛知県名古屋市中区栄一丁目７番３４号 

株式会社ココストア（ココストア、エ

ブリワン） 

茨城県土浦市小松二丁目１３番１号 

株式会社ココストアイースト（ココス

トア） 

愛知県稲沢市天池五反田町１番地 

株式会社サークルＫサンクス（サーク

ルＫ、サンクス） 

東京都港区港南１丁目８番２７号 

株式会社しんきん情報サービス（ＭＭ

Ｋ設置店） 

神奈川県横浜市中区日本大通１７番地 

株式会社スリーエフ（スリーエフ） 

北海道札幌市中央区南９条西５丁目 

４２１番地 

株式会社セイコーマート（セイコー 

マート、スパー（北海道）、ハセガワ

ストア、タイエー） 

群馬県前橋市亀里町９００番地 

株式会社セーブオン（セーブオン） 

東京都千代田区二番町８番地８ 

株式会社セブン－イレブン・ジャパン

（セブン－イレブン） 

東京都豊島区東池袋三丁目１番１号 

株式会社ファミリーマート（ファミ 

リーマート） 

広島県広島市安佐北区安佐町大字久地 

６６５番地の１ 

株式会社ポプラ（ポプラ、くらしハウ

ス、スリーエイト、生活彩家） 

東京都千代田区神田錦町１丁目１番地 

ミニストップ株式会社（ミニストップ） 

東京都千代田区岩本町３丁目１０番１号 

山崎製パン株式会社（デイリーヤマザ

キ、ニューヤマザキデイリーストア、

ヤマザキスペシャルパートナーショッ

プ、ヤマザキデイリーストアー） 

東京都品川区大崎１丁目１１番２号 

株式会社ローソン（ローソン、ローソ

ンマート、ローソンストア１００） 

 

２ 委託した収納事務 

 亀岡市税、国民健康保険料、後期高齢者

医療保険料及び介護保険料に係るコンビニ

エンスストア収納事務 

 

３ 委託を必要とする理由 

 市民サービスの向上と収納事務の効率化

等を図ることから、コンビニエンスストア

収納の事務を私人に委託する。 

 

４ 委託期間 

平成２７年４月１日から 

平成３２年３月３１日まで 

 

「掲示済」 
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 亀岡市告示第４０号 

 

 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第 

４１１条第１項の規定により、固定資産課税台

帳に登録すべき固定資産の価格等の全てを登録

したので、同条第２項の規定により告示する。 

 

   平成２７年４月１日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第４１号 

 

 亀岡市総合教育会議設置要綱を次のように定

める。 

 

   平成２７年４月１日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

亀岡市総合教育会議設置要綱 

 

 （設置） 

第１条 地方教育行政の組織及び運営に関する

法律（昭和３１年法律第１６２号）第１条の

４第１項の規定に基づき、亀岡市の教育に資

するため、亀岡市総合教育会議（以下「会

議」という。）を設置する。 

 （構成員） 

第２条 会議は、市長及び教育委員会をもって

構成する。 

 （会議） 

第３条 会議は、市長が招集する。 

２ 教育委員会は、その権限に属する事務につ

いて協議する必要があると思料するときは、

市長に対し、協議すべき具体的事項を示して、

会議の招集を求めることができる。 

３ 会議において構成員の事務の調整が行われ

た事項については、当該構成員は、その調整

の結果を尊重するものとする。 

 （意見聴取） 

第４条 会議は、協議を行うに当たって必要が

あると認めるときは、関係者又は学識経験を

有する者の出席を求める等により、当該協議

すべき事項に関してその意見を聴くことがで

きる。 

 （会議の公開） 

第５条 会議は、公開するものとする。ただし、

個人の秘密を保つため必要があると認めると

き、又は会議の公正が著しく害されるおそれ

があると認めるときその他公益上必要がある

と認めるときは、非公開とすることができる。 

 （議事録） 

第６条 市長は、会議の終了後、遅滞なく、そ

の議事録を作成し、これを公表するものとす

る。ただし、前条ただし書の規定により会議

を非公開としたときは、これを公表しないこ

とができる。 

 （事務局） 

第７条 会議の事務局は、企画管理部夢ビジョ

ン推進課に置く。 

 （補則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、会議の

運営等に関し必要な事項は、総合教育会議が

別に定める。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施する。 

 

「掲示済」 
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 亀岡市告示第４２号 

 

 亀岡市都市計画提案手続に関する要綱を次の

ように定める。 

 

   平成２７年４月１日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

亀岡市都市計画提案手続に関する

要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、都市計画法（昭和４３年

法律第１００号。以下「法」という。）第 

２１条の２の規定による市に対する都市計画

の決定又は変更の提案（以下「計画提案」と

いう。）に係る手続に関し必要な事項を定め

るものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる

用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

⑴ 計画提案者 市に計画提案を行おうとす

る者をいう。 

⑵ 土地所有者等 計画提案に係る都市計画

の素案の対象となる土地の区域内の土地の

所有権又は建物の所有を目的とする対抗要

件を備えた地上権若しくは賃借権（臨時設

備その他一時使用のため設定されたことが

明らかなものを除く。）を有する者をいう。 

（提案） 

第３条 市に提案することができる都市計画は、

法に規定する市が定める都市計画（法第６条

の２及び第７条の２に規定する都市計画を除

く。）とする。 

（事前相談等） 

第４条 計画提案者は、当該計画提案に係る都

市計画の素案の内容等について、市に事前に

相談するよう努めるものとする。 

２ 市は、前項に規定する事前相談があったと

きは、計画提案者の意向の把握に努めるとと

もに、計画提案制度の概要、計画提案に必要

な図書等について説明を行うものとする。 

３ 市は、必要があると認めるときは、当該計

画提案に係る都市計画の素案の内容について、

関係行政機関等と事前に調整を行うものとす

る。 

４ 市は、前項に規定する事前調整を行うに当

たり必要があると認めるときは、計画提案者

に協力を求めることができる。 

（提案書の提出等） 

第５条 都市計画法施行規則（昭和４４年建設

省令第４９号。以下「省令」という。）第 

１３条の４第１項の提案書の様式は、別記第

１号様式のとおりとする。 

２ 計画提案者は、省令第１３条の４第１項第

１号に掲げる都市計画の素案として、次の各

号に掲げる図書を市に提出するものとする。 

⑴ 都市計画の種類、名称、位置、区域、面

積及び提案理由等が具体的に記載された書

類（別記第２号様式） 

⑵ 計画図（当該計画提案に係る都市計画を

定める区域を明らかにした縮尺２，５００

分の１以上の図面） 

３ 計画提案者は、法第２１条の２第３項第２

号の同意を得たことを証する書類として次の

各号に掲げる図書を市に提出するものとする。 

⑴ 土地所有者等の３分の２以上の同意を証

する書類（別記第３号様式） 

⑵ 当該計画提案に係る都市計画の素案に同

意した土地所有者等の同意を証する書類

（別記第４号様式） 

⑶ 全土地所有者等一覧表（別記第５号様

式）及び土地の位置関係が分かる図面 

⑷ 当該計画提案に係る都市計画を定める区
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域の土地の公図の写し及び登記事項証明書

並びに借地権を有する者が当該借地権の目

的である土地の上に有する建物の登記事項

証明書（借地権の登記がない場合に限

る。）又はその写し 

⑸ 当該計画提案に係る土地所有者等の計画

提案への不同意の理由書（別記第６号様

式） 

⑹ 周辺環境への影響に関する検討書類（別

記第７号様式） 

⑺ 地権者及び周辺住民等への説明に関する

報告書類（別記第８号様式） 

４ 計画提案者が法人である場合にあっては、

当該法人の登記事項証明書及び定款又は寄附

行為を市に提出するものとする。 

５ 計画提案者が、省令第１３条の３で定める

団体である場合にあっては、次に掲げる図書

を市に提出するものとする。 

⑴ 次のいずれかに該当することを証する書

類 

ア 省令第１３条の３第１号イに該当する

団体にあっては、法第２９条第１項の規

定による開発行為に係る許可通知書の写

し及び法第３６条第２項の規定による開

発行為に関する工事の検査済証の写しそ

の他の開発行為を行ったことを証する書

類 

イ 省令第１３条の３第１号ロに該当する

団体にあっては、法第２９条第１項第４

号から第９号までに掲げる開発行為を 

行ったことを証する書類 

⑵ 役員（法人でない団体で代表者又は管理

人の定めのあるものの代表者又は管理人を

含む。以下同じ。）のうちに省令第１３条

の３第２号イ、ロ又はハに該当する者がな

いことを証する次に掲げる書類 

ア 役員の一覧表 

イ 誓約書（別記第９号様式） 

ウ 役員全ての住民票の写し 

（計画提案者に対する協力要請） 

第６条 市は、計画提案者に対し、前条に規定

する図書以外の図書の提出その他必要な協力

を求めることができる。 

（計画提案の受理） 

第７条 市は、計画提案があった場合は、提出

図書の確認を速やかに行い、提案に必要な要

件を満たしていると認められるときは、これ

を受理する。 

２ 市は、提出図書に補正すべき事項があると

認めるときは、計画提案者に提出図書の補正

を求める。 

３ 市は、前項の規定による補正が行われない

ときは、計画提案者に手続が進められない旨

の通知を行うことができる。 

４ 市は、前項の通知を行ったときは、補正が

行われるまで計画提案の手続きを保留するも

のとする。 

（計画提案に係る都市計画の素案の閲覧） 

第８条 市は、計画提案を受理したときは、遅

滞なく、都市計画の決定又は変更をする必要

があると認めたときにあっては法第２０条第

１項（法第２１条第２項において準用する場

合を含む。）の規定により当該計画提案に係

る都市計画を決定した旨を告示した日まで、

法第２１条の５第１項の規定により都市計画

の決定又は変更をする必要がないと判断した

旨及びその理由を計画提案者に通知する場合

にあっては当該通知をする日まで、第５条第

２項の都市計画の素案を閲覧に供するものと

する。 

２ 市は、前項の閲覧を開始したときはその旨

を、終了したときはその旨並びに手続の経緯

及び結果を、市ホームページに掲載するもの

とする。 

（計画提案の取下げ） 

第９条 計画提案者は、計画提案の取下げを行
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う場合は、都市計画提案取下書（別記第１０

号様式）を市に提出しなければならない。 

（府との調整等） 

第１０条 市は、計画提案がされたときは、必

要に応じて、京都府に第５条第２項の都市計

画の素案を添えて通知し、調整を図るものと

する。 

２ 市は、当該計画提案に係る都市計画の素案

の内容の全部又は一部を実現するために、京

都府が定める都市計画の決定又は変更が必要

であると認めるときは、その旨を計画提案者

及び京都府に通知し、京都府と連携を図るも

のとする。 

（判断基準） 

第１１条 市は、当該計画提案に係る法第２１

条の３の判断を、次に掲げる事項を総合的に

評価して行うものとする。 

⑴ 法第１３条及びその他の法令の規定に基

づく都市計画に関する基準並びに国及び京

都府が定める都市計画に関する基準等に適

合するものであること。 

⑵ 市のまちづくりに関する方針に適合する

ものであること。 

⑶ 周辺環境への影響に配慮されていること。 

⑷ 土地所有者等、周辺住民等への説明及び

合意形成が図られていること。 

（素案の一部を実現する場合の措置） 

第１２条 市は、当該計画提案に係る都市計画

の素案の内容の一部を変更して都市計画の案

を作成すべきであると判断したときは、遅滞

なく、その旨及びその理由を計画提案者及び

京都府に通知するものとする。 

（決定等をしない場合の措置） 

第１３条 市は、法第２１条の５第２項の規定

により亀岡市都市計画審議会（以下「審議

会」という。）の意見を聴こうとするときは、

あらかじめ、当該計画提案を踏まえた都市計

画の決定又は変更をしようとしない旨及びそ

の理由を計画提案者及び京都府に通知するも

のとする。 

２ 市は、法第２１条の５第１項の規定により

当該計画提案を踏まえた都市計画の決定又は

変更をする必要がないと判断した旨を計画提

案者に通知したときは、その旨及びその理由

を京都府に通知するものとする。 

（計画提案者による意見書の提出） 

第１４条 計画提案者は、前条第１項の通知を

受けたときは、その通知を受けた日から起算

して２週間以内に、当該通知内容について、

市に意見書を提出することができる。 

２ 市は、法第２１条の５第２項の規定により

審議会の意見を聴こうとするときは、前項の

規定により提出された意見書の要旨を審議会

に提出しなければならない。 

（計画提案者への情報提供） 

第１５条 市は、計画提案に係る手続の進行状

況を考慮し、必要と認める場合は、計画提案

者に対し、手続の進行状況に関する情報を提

供するものとする。 

（委任） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか必要な

事項は、市長が別に定める。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施する。 
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名
 

 
 
 

 
称
 

 

内
 

 
 
 

 
容
 

 

注
意
 

１
 
氏
名
を

記
載
し

、
押
印
す
る
こ

と
に
代

え
て
、

本
人
が
自

署
す
る

こ
と
が

で
き
ま
す

。
 

２
 

共
有
名
義

の
土

地
は

、
共
有

者
の
連
署

と
し

、
共

有
者
全

員
の

同
意

が
得

ら
れ

な
い
場

合
は

、
同

意

す
る
権
利
者
が
権
利
を
有
す
る
割

合
を
明
記

し
て
く

だ
さ
い

。
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第
５

号
様
式
（

第
５
条

関
係
）

 

 

全
土

地
所
有
者

等
一
覧

表
 

  
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

（
 
 
枚

中
 
 

枚
目
）

 【
権

利
の
種
別

】
所
有

権
・
地

上
権
・
賃
借
権
（

該
当
種
別
以
外

の
権
利

名
を
削

除
。）

 

番
号
 

土
地
の

所
在
 

地
目
 

面
積
（

㎡
）
 

権
利
者

氏
名
 

権
利

者
住
所
 

持
分

同
意

書

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

小
計
 

㎡

合
計
 

㎡

注
意
 

１
 

当
該
土
地

に
対

し
権

利
者
が

複
数
い
る

場
合

は
、

権
利
者

ご
と

で
番

号
に

枝
番

を
付
け

て
、

複
数

い

る
こ
と
を
明
記
す
る
と
と
も
に
、

権
利
の
持

ち
分
を

記
入
し

て
く
だ
さ

い
。
 

２
 

同
意
書
欄

は
、

同
意

書
が
あ

る
場
合
は

「
○

」
を

記
入
し

、
同

意
書

が
な

い
場

合
は
「

×
」

を
記

入

の
う

え
、
同

意
で

き
な
い

理
由

及
び

そ
の
理

由
に
対
す

る
計

画
提

案
者
の

意
見

を
示

す
書

類
（

別
記

第

６
号
様
式
）
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い

。
 

３
 
合
計
欄

は
、
最

終
頁
の
み
記
入

し
て
く

だ
さ
い

。
 

第
６

号
様
式
（

第
５
条

関
係
）

 

 

計
画
提

案
に
係

る
土
地

所
有
者
等

の
計
画

提
案
へ

の
不
同
意

の
理

由
書
 

  
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

（
 
 
枚

中
 
 

枚
目
）

  
当

該
都

市
計
画

提
案

に
つ

い
て

、
土

地
所
有

者
等

が
計

画
提

案
に
同

意
し

な
い

と
し

た
理

由
は
次

の
と

お

り
で

す
。
 

権
利

の
種
別
 

番
号
 

権
利
者

氏
名
 

不
同

意
の
理

由
 

計
画

提
案
者

の
意
見
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

注
意
 

１
 
権
利
の

種
別
欄

は
、
所
有
権
、

地
上
権

、
賃
借

権
の
別
を

記
入
し

て
く
だ

さ
い
。
 

２
 
番
号
欄

及
び
権

利
者
氏
名
欄
は

、
別
記

第
５
号

様
式
の
記

入
内
容

に
対
応

さ
せ
て
く

だ
さ

い
。
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第
７

号
様
式
（

第
５
条

関
係
）

 

 

周
辺
環
境
へ
の
影
響
に
関
す
る
検
討
 

   
提

案
す

る
都
市

計
画

に
よ

っ
て

生
じ

る
と
予

測
さ

れ
る

周
辺

環
境
へ

の
影

響
に

対
す

る
検

討
又
は

配
慮

し

た
内

容
は
次
の

と
お
り

で
す
。

 

項
 
 

目
 

検
討
・
配
慮
し
た
内

容
 

都
市

基
盤

（
周
辺

道
路

、
交

通
処

理
計

画
な
ど

）
へ
の

影
響
 

 

都
市

環
境

（
日
照

、
景

観
、

騒
音

、
振

動
な
ど

）
へ
の

影
響
 

 

自
然

環
境

（
大
気

、
水

質
な

ど
）

へ
の

影
響
 

 

生
態
系

（
動
植

物
な
ど

）
へ
の
影

響
 

 

そ
の
他

（
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
）
 
 

注
意
 

１
 

提
案
す
る

都
市

計
画

の
決
定

又
は
変
更

に
よ

っ
て

周
辺
環

境
な

ど
に

生
じ

る
と

予
測
さ

れ
る

影
響

や

効
果
に
つ
い
て
、
検
討
又
は
配
慮

さ
れ
た
内

容
を
記

入
し
て

く
だ
さ
い

。
 

２
 

そ
の
他
に

つ
い

て
記

入
さ
れ

る
と
き
は

、
具

体
的

な
項
目

が
あ

れ
ば

項
目

欄
に

項
目
の

名
称

を
記

入

し
て
く
だ
さ
い
。
 

第
８
号

様
式
（
第
５
条

関
係
）
 

 

地
権
者

及
び
周
辺
住

民
等
へ
の
説

明
に
関
す
る
報
告
 

 １
 
説

明
会
等
開
催
状

況
 

開
催
番
号
 

開
催
日

時
 

場
所
 

参
加

人
数
 

対
象

範
囲
 

周
知
方
法
 

１
 

 
 

人
 
 

 

 
 

 
 
 

 

 
 

 
 
 

 

 ２
 
参

加
者
の
意
見
及

び
質
疑
応
答
 

開
催
番
号
 
意

見
番
号
 

参
加
者
の
意

見
又
は
質

問
 

計
画
提

案
者
の
回
答
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 ３
 
添

付
資
料
 

   注
意
 

１
 

開
催
番
号
欄
は

、
説
明
会
の

整
理
番
号

を
記
入
し
て
く
だ

さ
い
。
 

２
 

意
見
番
号
欄
は

、
説
明
会
ご

と
に
意
見

等
の
整
理
番
号
を

付
し
て
記

入
し
て
く
だ
さ

い
。
 

３
 

参
加
者
名
簿
、

議
事
要
旨
、

説
明
会
資

料
が
あ
れ
ば
添
付

し
て
く
だ

さ
い
。
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第
９
号
様
式
（

第
５
条

関
係
）

 

  
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
年

 
 
月
 

 
日

   
（
宛
先
）
亀

岡
市
長
 

   
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
役
員
 
住

所
 

  
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
氏

名
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
㊞
 

  
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
電

話
 

  

誓
 
 

約
 
 

書
 

  
私

は
、
都

市
計

画
法

施
行

規
則

第
１
３

条
の

３
第

２
号

イ
、

ロ
又

は
ハ

に
該
当

し
な
い

こ
と
を

誓
約

し
ま

す
。
 

                注
意
 

１
 

都
市

計
画

法
第

２
１

条
の

２
第
２
項

に
規

定
す
る

ま
ち

づ
く

り
の

推
進

に
関

し
経

験
と

知
識
を

有
す

る
団

体
で

あ
る

と
し
て

計
画

提
案

を
行

う
場

合
は

、
役

員
ご

と
に
誓

約
書

を
作

成
し

提
出

し
て

く
だ

さ

い
。
 

２
 

役
員

と
は

、
法

人
で

な
い

団
体
で
代

表
者

又
は
管

理
人

の
定

め
の

あ
る

も
の

の
代

表
者

又
は
管

理
人

を
含

み
ま
す

。
 

第
１
０
号
様
式

（
第
９

条
関
係

）
 

  
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
年

 
 
月
 

 
日

  
（
宛
先
）
亀

岡
市
長
 

  
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
提
案
者
 

住
所
 

〒
 

  
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
氏

名
ふ

り
が

な

 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
㊞
 

  
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

電
話
 

  

都
市
計
画
提
案

取
下
書
 

  
都
市
計
画
法

第
２
１

条
の
２

の
規

定
に
基

づ
く

、
下
記
の
計

画
提
案

を
取
り

下
げ
ま
す
。
 

  

記
 

   
１
 
都
市
計

画
提
案

書
の
提

出
日
 

   
２
 
計
画
提

案
の
名

称
 

   
３
 
計
画
提

案
の
内

容
 

 

「
掲
示
済
」
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 亀岡市告示第４３号 

 

 景観法（平成１６年法律第１１０号）第８条

第１項の規定により、亀岡市景観計画を定めた

ので、同法第９条第６項の規定により、次のと

おり告示し、当該景観計画の図書を公衆の縦覧

に供する。 

 

   平成２７年４月１日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

１ 景観計画の名称 

亀岡市景観計画 

２ 景観計画を定める土地の区域 

亀岡市全域 

３ 効力の発生する日 

平成２７年１０月１日 

４ 縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市役所まちづくり推進部都市計画課 

（市役所２階） 

市民情報コーナー（市役所１階） 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第４４号 

 

 亀岡市景観形成助成金交付要綱を次のように

定める。 

 

   平成２７年４月１日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

亀岡市景観形成助成金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、亀岡市景観条例（平成 

２７年亀岡市条例第１７号。以下「条例」と

いう。）第２８条の規定に基づき、良好な景

観の形成を行うため、地域の景観づくりを推

進する事業を行う者に対し、予算の範囲内に

おいて景観形成助成金（以下「助成金」とい

う。）を交付することについて、亀岡市補助

金等交付規則（昭和４１年亀岡市規則第５号。

以下「規則」という。）に定めるもののほか、

必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱における用語の意義は、条例

及び規則の例による。 

 （助成対象事業等） 

第３条 この要綱における助成対象事業に係る

対象地域、対象者、事業内容、助成対象経費、

助成率、限度額等については、別表第１に定

めるとおりとする。 

 （交付申請） 

第４条 助成金の交付を受けようとする者（以

下「申請者」という。）は、亀岡市景観形成

助成金交付申請書（別記第１号様式）に別表

第２に掲げる書類を添えて、市長が定める日

までに提出しなければならない。 

 （交付決定及び通知） 

第５条 市長は、前条の規定により申請書が提

出されたときは、速やかにその内容を審査し、

助成金交付の可否を決定し、亀岡市景観形成

助成金交付決定（却下）通知書（別記第２号

様式）により、申請者に通知するものとする。 

２ 他の補助金制度等の対象となる事業は、他

の補助金制度等の額にこの要綱における助成

交付額を加えた額が、助成対象事業費を超え

ない範囲内において助成するものとする。 

 （交付の特例） 

第６条 市長は、助成金の決定を受けた者（以

下「助成対象者」という。）が、助成金の目
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的を達成するため特に必要があると認めると

きは、１回に限り助成金の交付決定額の２分

の１を限度として、概算払により交付するこ

とができる。 

２ 前項の規定により助成対象者が助成金の概

算払を受けようとするときは、亀岡市景観形

成助成金概算払交付請求書（別記第３号様

式）を市長に提出しなければならない。 

 （事業の変更等） 

第７条 助成対象者が、当該助成対象事業を変

更しようとするときは、亀岡市景観形成助成

金事業変更申請書（別記第４号様式）を市長

に提出し、あらかじめ市長の承認を受けなけ

ればならない。 

２ 市長は、前項の規定により申請書が提出さ

れたときは、速やかにその内容を審査し、変

更を承認したときは、亀岡市景観形成助成金

事業変更交付決定（却下）通知書（別記第５

号様式）により助成対象者に通知するものと

する。 

 （事業遅延の報告） 

第８条 助成対象者は、助成事業が予定期間内

に完了することができないと見込まれるとき、

又はその遂行が困難となったときは、亀岡市

景観形成助成事業遅延報告書（別記第６号様

式）を速やかに市長に提出し、その指示を受

けなければならない。 

 （実績報告） 

第９条 助成対象者は、事業が完了したときは、

当該事業を完了した日から起算して１箇月を

経過する日又は交付決定を受けた日の属する

年度の翌年度の４月１０日のいずれか早い日

までに、亀岡市景観形成助成金事業実績報告

書（別記第７号様式）に別表第３に掲げる書

類を添付して、市長に提出しなければならな

い。 

 （検査等） 

第１０条 市長は、助成対象者に対し、必要な

指示をし、報告を求め、又は検査を行うこと

ができる。 

 （助成金の額の確定） 

第１１条 市長は、第９条に規定する実績報告

書を受けたときは、当該実績報告書の内容を

審査し、その報告に係る成果が助成金の交付

決定の内容及びこれに付した条件に適合する

と認めたときは、速やかに当該助成金の額を

確定し、亀岡市景観形成助成金交付確定通知

書（別記第８号様式）により助成対象者に通

知するものとする。 

２ 市長は、第６条第１項の規定により概算払

を行った場合で当該概算払の額が前項に規定

する助成金の確定額を超えるときは、助成対

象者にその差額の返還を命ずるものとする。 

 （助成金の請求及び交付） 

第１２条 助成対象者は、前条の通知を受けた

ときは、亀岡市景観形成助成金交付請求書

（別記第９号様式）を市長に提出しなければ

ならない。 

２ 市長は、前項に規定する請求を受けたとき

は、当該請求に係る助成金を助成対象者に交

付するものとする。 

 （助成金の返還等） 

第１３条 市長は、助成対象者が次の各号のい

ずれかに該当すると認めるときは、交付決定

の全部又は一部を取り消し、既に交付した助

成金があるときは、その全部又は一部の返還

を命ずることができる。 

⑴ 虚偽又は不正の手段により助成金の交付

の決定を受けたことが判明したとき。 

⑵ 助成金を助成対象事業以外の用途に使用

したとき。 

⑶ その他市長が不適当と認める事由が生じ

たとき。 

 （書類の整理及び保存） 

第１４条 助成対象者は、助成対象事業に係る

書類等を整理し、５年間保存しなければなら
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ない。 

 （助成の対象の適正管理） 

第１５条 助成対象者は、概ね１０年間当該助

成金に係る建築物等の適正な管理に努めなけ

ればならない。ただし、市長の承認を受けた

場合を除くものとする。 

 （その他） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、必要

な事項は、市長が別に定める。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、平成２７年１０月１日から実施

する。 
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別表第１（第３条関係） 

 ⑴ 景観形成活動団体助成事業 

対象地域 対象者 事業内容 助成対象経費 助成率 限度額 

市内全域 条例第２６条に規
定する認定を受け
た亀岡市景観まち
づくり市民団体 

・景観協定等の締結に
向けた活動 

・景観協定等の準備段
階における広報活
動、研修活動、調査

・地域景観資源の保全、
活用に関する事業 

・景観重要建造物及び
景観重要樹木の保全
に要するもの 

・その他良好な景観形
成に著しく寄与する
と認められる行為に
係る経費 

事務経費その他市
長が特に認めたも
の 

３分の２以内
ただし、算出
額に1,000円
未満の端数が
生 じ た 場 合
は、これを切
り捨てる。 

 500,000円 

 ⑵ 景観形成修景助成事業 

対象地域 対象者 対象物 事業内容 助成対象経費 助成率 限度額 

城下町地区
の景観形成
方針に即し
た景観形成
地区に移行
した区域 

建物の所有
者及びその
権限を有す
る者で市税
を滞納して
いない者 

伝統的様式を
残 す 建 造 物
（昭和以前の
町家建築、町
家に付随する
蔵等） 

城下町として歴
史的な景観を形
成する改修、修
繕工事 

建築物や工作
物の通りから
見渡せる外観
に 係 る 部分
で、城下町の
景観形成に特
に必要と市長
が認めた工事
費 

２分の１以内
ただし、算出
額に1,000円
未満の端数が
生 じた 場 合
は、これを切
り捨てる。 

1,500,000円 

伝統的様式を
残す建造物以
外の建造物 

城下町として歴
史的な景観形成
基準に適合させ
る新築、改築、
増築、改修、修
繕工事及び工作
物の設置工事 

建築物や工作
物の通りから
見渡せる外観
に 係 る 部分
で、城下町の
景観形成に特
に必要と市長
が認めた工事
費 

２分の１以内
ただし、算出
額に1,000円
未満の端数が
生 じた 場 合
は、これを切
り捨てる。 

1,000,000円 

城下町地区
の景観形成
方針に即し
た景観協定
の締結され
た区域 

建物の所有
者及びその
権限を有す
る者で市税
を滞納して
いない者 

対象地域内の
建築物 

城下町として歴
史的な景観形成
のための形態意
匠の取り決めに
応じた新築、増
築、改築、修繕
工事及び工作物
の設置工事 

建築物や工作
物の通りから
見渡せる外観
に 係 る 部分
で、城下町の
景観形成に特
に必要と市長
が認めた工事
費 

３分の２以内
ただし、算出
額に1,000円
未満の端数が
生 じた 場 合
は、これを切
り捨てる。 

2,000,000円 

城下町地区
の景観形成
方針に即し
た景観地区
に指定され
た区域 

建物の所有
者及びその
権限を有す
る者で市税
を滞納して
いない者 

対象地域内の
建築物 

城下町として歴
史的な景観形成
のための形態意
匠の取り決めに
応じた新築、増
築、改築、修繕
工事及び工作物
の設置工事 

建築物や工作
物の通りから
見渡せる外観
に 係 る 部分
で、城下町の
景観形成に特
に必要と市長
が認めた工事
費 

３分の２以内
ただし、算出
額に1,000円
未満の端数が
生 じた 場 合
は、これを切
り捨てる。 

2,000,000円 

注 

１ 同一敷地内における助成対象行為の合計金額は、市長が認めたものを除き、上記限度額を超えないもの

とする。 

２ 助成対象行為が複数年度にわたる場合についての助成額は、市長が認めたものを除き、上記限度額を超

えないものとする。 
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 ⑶ 景観重要建造物等保全事業 

対象地域 対象者 対象物 事業内容 助成対象経費 助成率 限度額 

市内全域 建物の所有
者及びその
権限を有す
る者で市税
を滞納して
いない者 

景観重要建造
物 

景観重要建造物
の改修、修繕工
事 

建築物の通り
から見渡せる
外観に係る部
分で、市長が
認めた工事費

３分の２以内
ただし、算出
額に1,000円
未満の端数が
生 じた 場 合
は、これを切
り捨てる。 

3,000,000円 

樹木の所有
者及び管理
者で市税を
滞納してい
ない者 

景観重要樹木 景観重要樹木の
保全に要する経
費 

枯損、倒木の
防止に係る経
費及び樹木医
による診断、
治療に要する
経費で市長が
認めたもの 

３分の２以内
ただし、算出
額に1,000円
未満の端数が
生 じた 場 合
は、これを切
り捨てる。 

300,000円 

注 

１ 景観重要建造物の同一敷地内における助成対象行為の合計金額は、市長が認めたものを除き、上記限度

額を超えないものとする。 

２ 景観重要建造物の助成対象行為が複数年度にわたる場合についての助成額は、市長が認めたものを除き、

上記限度額を超えないものとする。 

 

別表第２（第４条関係） 

事業区分 添付書類 

景観形成活動団体助成事業 ⑴ 事業計画書 

⑵ 事業収支予算書 

⑶ 他の補助金等の額を証明する書類の写し 

⑷ その他市長が必要と認めるもの 

景観形成修景助成事業 ⑴ 工事設計図書 

⑵ 工事見積書 

⑶ 現況写真 

⑷ 住民票の写し又は外国人登録済証明書等 

⑸ 市税の納税証明書等 

⑹ 他の補助金等の額を証明する書類の写し 

⑺ その他市長が必要と認めるもの 

景観重要建造物等保全事業 ⑴ 工事設計図書 

⑵ 工事見積書 

⑶ 現況写真 

⑷ 住民票の写し又は外国人登録済証明書等 

⑸ 市税の納税証明書等 

⑹ 他の補助金等の額を証明する書類の写し 

⑺ その他市長が必要と認めるもの 

 



 
亀 岡 市 公 報 

 48 

第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表第３（第９条関係） 

事業区分 添付書類 

景観形成活動団体助成事業 ⑴ 事業報告書 

⑵ 収支決算書 

⑶ その他市長が必要と認める書類 

景観形成修景助成事業 ⑴ 完成設計図書 

⑵ 完了写真 

⑶ 工事費の領収書の写し 

⑷ その他市長が必要と認めるもの 

景観重要建造物等保全事業 ⑴ 完成設計図書 

⑵ 完了写真 

⑶ 工事費の領収書の写し 

⑷ その他市長が必要と認めるもの 

 

別記第１号様式（第４条関係） 

 

                                  年  月  日

 

 （宛先）亀岡市長 

 

                申請者 住  所（所在地） 

                    氏  名              ㊞ 

                  （名称及び代表者氏名） 

                    電話番号 

 

 

亀岡市景観形成助成金交付申請書 

 

 亀岡市景観形成助成金交付要綱第４条の規定に基づき、下記のとおり助成金の交付を申請

します。 

 

記 

 

１ 事 業 の 場 所 亀岡市 

２ 助成対象行為の種類※ 
１ 景観形成活動団体助成事業 ２ 景観形成修景助成事業 

３ 景観重要建造物等保全事業 

３ 事 業 予 定 期 間       年  月  日 ～    年  月  日 

４ 事 業 の 概 要  

５ 助 成 対 象 事 業 費                     円 

６ 他の補助金等の額                     円 

７ 申 請 額                     円 

※ 該当する事業に○をしてください。 
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第
２

号
様
式
（

第
５
条

関
係
）

 

  
亀
岡

市
指
令

 
 
第

 
 
 

 
号
 

   
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
様
 

  

亀
岡
市

景
観
形

成
助
成

金
交
付
決

定
（
却

下
）
通

知
書
 

  
 

 
 

 
 
年

 
 

月
 

 
日

付
け

で
申
請

の
あ

り
ま

し
た

亀
岡

市
景
観

形
成

助
成

金
の

交
付
に

つ
い

て

は
、

亀
岡

市
景
観

形
成

助
成

金
交

付
要

綱
第
５

条
の

規
定

に
基

づ
き
、

下
記

の
と

お
り

決
定

し
た
の

で
通

知

し
ま

す
。
 

  
 

 
 
 
 

年
 
 

月
 
 

日
 

  
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
亀
岡
市

長
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
□印

 

 

記
 

 

１
 
交

付
決

定
額
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
円
 

２
 
交

付
決

定
の

概
要
 

（
却

下
の
理
由

）
 

 

３
 
交

付
の

条
件
 
 

  
（
教
示
）
 

１
 
こ
の
決
定
に
不
服
が
あ
る
と
き
は
、
こ
の
決
定
が
あ
っ
た
こ
と
を
知
っ
た
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
 
６

０
日
以
内
に
、
亀
岡
市
長
に
対
し
て
異
議
申
立
て
を
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
な
お
、
こ
の
決
定
が
 
あ
っ

た
こ
と
を
知
っ
た
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
６
０
日
以
内
で
あ
っ
て
も
、
こ
の
決
定
の
日
の
翌
日
か
ら
起
算

し
て
１
年
を
経
過
す
る
と
異
議
申
立
て
を
す
る
こ
と
が
で
き
な
く
な
り
ま
す
。
 

２
 
こ
の
決
定
に
つ
い
て
は
、
こ
の
決
定
が
あ
っ
た
こ
と
を
知
っ
た
日
（
上
記
１
の
異
議
申
立
て
を
し
た
場
合

は
、
当
該
異
議
申
立
て
に
対
す
る
決
定
が
あ
っ
た
こ
と
を
知
っ
た
日
）
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
６
箇
月
以
内

に
、
亀
岡
市
を
被
告
と
し
て
（
訴
訟
に
お
い
て
亀
岡
市
を
代
表
す
る
者
は
、
亀
岡
市
長
と
な
り
ま
す
。）
、
処

分
の
取
消
し
の
訴
え
を
提
起
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
な
お
、
こ
の
決
定
が
あ
っ
た
こ
と
を
知
っ
た
日
の
翌

日
か
ら
起
算
し
て
６
箇
月
以
内
で
あ
っ
て
も
、
こ
の
決
定
の
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
１
年
を
経
過
す
る
と

処
分
の
取
消
し
の
訴
え
を
提
起
す
る
こ
と
が
で
き
な
く
な
り
ま
す
。
 

第
３

号
様
式
（

第
６
条

関
係
）

 

  
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
年

 
 
月

 
 
日

  
（
宛

先
）
亀

岡
市
長
 

  
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
申
請
者

 
住
 
 
所
（

所
在
地

）
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
氏
 
 
名
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

㊞
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
（

名
称
及
び
代
表

者
氏
名

）
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
電
話
番
号
 

  

亀
岡
市

景
観
形

成
助
成

金
概
算
払

交
付
請

求
書
 

  
 

 
 

 
 
年

 
 

月
 

 
日

付
け

亀
岡
市

指
令

 
第

 
 

 
号
で

助
成

金
の

交
付

決
定

を
受
け

た
事

業

に
つ

い
て

は
、
亀

岡
市

景
観

形
成

助
成

金
交
付

要
綱

第
６

条
第

２
項
の

規
定

に
基

づ
き

、
下

記
の
と

お
り

請

求
し

ま
す
。
 

 

記
 

 交
付

決
定

額
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
円
 

概
算

払
請

求
額
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
円
 

振
込

先
 
金

融
機

関
名

 

 
 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
銀

行
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
本

店
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
金

庫
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
支

店
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
信

用
組
合

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
支

所
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
農

協
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
出

張
所
 

 
預

金
種

別
 

普
 

通
 
 

・
 
 

当
 
座
 

 
口

座
番

号
 
 

 
フ

リ
ガ

ナ
 
 

 
口

座
名

義
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第
４

号
様
式
（

第
７
条

関
係
）

 

  
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
年

 
 
月

 
 
日

  
（
宛

先
）
亀

岡
市
長
 

  
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
申
請
者

 
住
 
 
所
（

所
在
地

）
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
氏
 
 
名
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

㊞
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
（

名
称
及
び
代
表

者
氏
名

）
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
電
話
番
号
 

  

亀
岡

市
景
観

形
成
助

成
金
事
業

変
更

申
請
書
 

  
 

 
 

 
 
年

 
 

月
 

 
日

付
け

亀
岡
市

指
令

 
第

 
 

 
号
で

交
付

決
定

を
受

け
た

事
業
を

変
更

し

た
い

の
で

承
認
願

い
た

く
、

亀
岡

市
景

観
形
成

助
成

金
交

付
要

綱
第
７

条
第

１
項

の
規

定
に

基
づ
き

、
下

記

の
と

お
り
申
請

し
ま
す

。
 

 

記
 

 

１
 
変

更
の

理
由
 
 

 
変

 
 
 
更
 
 
 
前
 

変
 
 

 
更
 

 
 
後
 

２
 
事

業
の

内
容
 
 

 

３
 
助

成
対

象
事

業
費
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
円
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
円
 

４
 
助

成
金

交
付

決
定

額
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
円
 

 

５
 
助

成
金

受
領

済
額
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
円
 

 

第
５

号
様
式
（

第
７
条

関
係
）

 

  
亀
岡

市
指
令

 
 
第

 
 
 

 
号
 

  
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
様
 

 

亀
岡

市
景
観

形
成
助

成
金
事
業

変
更

交
付
決

定
（
却

下
）
通
知

書
 

  
 

 
 

 
 
年

 
 

月
 

 
日

付
け

で
変
更

交
付

申
請

の
あ

り
ま

し
た
亀

岡
市

景
観

形
成

助
成
金

の
交

付

に
つ

い
て
は
、

下
記
の

と
お
り

決
定
（
却
下
）
し

ま
す
。
 

  
 

 
 
 
 

年
 
 

月
 
 

日
 

  
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
亀
岡
市

長
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
□印

 

 

記
 

 １
 

変
更
す
る

助
成
金

の
内
容

 

１
 
事

業
の

変
更

内
容
 
 

２
 
助
成

金
変
更
交

付
決
定

額
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

円
 

３
 
助

成
金

交
付

の
条

件
 
 

４
 
変

更
理

由
 
 

 ２
 

却
下
 

 
 

 
理
由
 

   
（
教
示
）
 

１
 
こ
の
決
定
に
不
服
が
あ
る
と
き
は
、
こ
の
決
定
が
あ
っ
た
こ
と
を
知
っ
た
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
 
６

０
日
以
内
に
、
亀
岡
市
長
に
対
し
て
異
議
申
立
て
を
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
な
お
、
こ
の
決
定
が
 
あ
っ

た
こ
と
を
知
っ
た
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
６
０
日
以
内
で
あ
っ
て
も
、
こ
の
決
定
の
日
の
翌
日
か
ら
起
算

し
て
１
年
を
経
過
す
る
と
異
議
申
立
て
を
す
る
こ
と
が
で
き
な
く
な
り
ま
す
。
 

２
 
こ
の
決
定
に
つ
い
て
は
、
こ
の
決
定
が
あ
っ
た
こ
と
を
知
っ
た
日
（
上
記
１
の
異
議
申
立
て
を
し
た
場
合

は
、
当
該
異
議
申
立
て
に
対
す
る
決
定
が
あ
っ
た
こ
と
を
知
っ
た
日
）
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
６
箇
月
以
内

に
、
亀
岡
市
を
被
告
と
し
て
（
訴
訟
に
お
い
て
亀
岡
市
を
代
表
す
る
者
は
、
亀
岡
市
長
と
な
り
ま
す
。）
、
処

分
の
取
消
し
の
訴
え
を
提
起
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
な
お
、
こ
の
決
定
が
あ
っ
た
こ
と
を
知
っ
た
日
の
翌

日
か
ら
起
算
し
て
６
箇
月
以
内
で
あ
っ
て
も
、
こ
の
決
定
の
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
１
年
を
経
過
す
る
と

処
分
の
取
消
し
の
訴
え
を
提
起
す
る
こ
と
が
で
き
な
く
な
り
ま
す
。
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第
６

号
様
式
（

第
８
条

関
係
）

 

  
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
年

 
 
月

 
 
日

   
（
宛

先
）
亀

岡
市
長
 

   
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
申
請
者

 
住
 
 
所
（

所
在
地

）
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
氏
 
 
名
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

㊞
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
（

名
称
及
び
代
表

者
氏
名

）
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
電
話
番
号
 

  

亀
岡

市
景
観

形
成
助
成

事
業
遅

延
報
告
書
 

  
 

 
 

 
 
年

 
 

月
 

 
日

付
け

亀
岡
市

指
令

 
第

 
 

 
号
で

交
付

決
定

を
受

け
た

事
業
が

予
定

期

間
内

に
事

業
を
完

了
で

き
な

い
の

で
、

亀
岡
市

景
観

形
成

助
成

金
交
付

要
綱

第
８

条
の

規
定

に
基
づ

き
、

下

記
の

と
お
り
報

告
し
ま

す
の
で

、
指
示
を
お
願
い

し
ま
す
。
 

 

記
 

 

１
 
事

業
遅

延
の

理
由
 
 

２
 
遂

行
状

況
 
 

３
 
完

了
予

定
年

月
日
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
年
 
 

 
月
 

 
 
日
 

第
７

号
様
式
（

第
９
条

関
係
）

 

  
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
年

 
 
月

 
 
日
 

   
（
宛

先
）
亀

岡
市
長
 

   
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
申
請
者

 
住
 
 
所
（

所
在
地

）
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
氏
 
 
名
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

㊞
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
（

名
称
及
び
代
表

者
氏
名

）
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
電
話
番
号
 

  

亀
岡

市
景
観

形
成
助

成
金
事
業
実
績

報
告
書
 

  
 

 
 

 
 
年

 
 

月
 

 
日

付
け

亀
岡
市

指
令

 
第

 
 

 
号
で

交
付

決
定

を
受

け
た

事
業
が

完
了

し

た
の

で
、

亀
岡
市

景
観

形
成

助
成

金
交

付
要
綱

第
９

条
の

規
定

に
基
づ

き
、

関
係

書
類

を
添

え
て
下

記
の

と

お
り

報
告
し
ま

す
。
 

 

記
 

 

１
 
事

業
完

了
年

月
日
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
年
 
 

 
月
 

 
 
日
 

２
 
助

成
金

対
象

事
業

費
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

円
 

３
 
交

付
決

定
額
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

円
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第
８
号
様
式
（

第
１
１

条
関
係

）
 

  
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
第

 
 
 
 

 
号

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
年

 
 
月
 

 
日

   
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
様
 

   
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
亀
岡

市
長
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
□印

 

  

亀
岡
市

景
観
形

成
助

成
金
交
付
確

定
通
知

書
 

  
 

 
 
 

 
年

 
 

月
 

 
日

付
け
亀

岡
市

指
令

 
第

 
 

 
号

で
交

付
決
定
を

受
け

た
亀
岡

市
景

観
形

成
助

成
金
に

つ
い

て
、

亀
岡

市
景

観
形
成

助
成

金
交

付
要

綱
第

１
１

条
の

規
定
に

基
づ
き

、
下
記

の
と

お
り

確
定
し
た
の
で

通
知
し

ま
す
。

 

 

記
 

 １
 
こ
の
助
成

金
の
交

付
の
対

象
と

な
る
事

業
は

、
 
 
 
 

 
年
 

 
月
 

 
日
付
け
で

申
請
の
あ
っ
た

事
業
と

し
、

そ
の
内

容
は
、
 
 

 
 
 

年
 
 
月

 
 
日

付
け

で
報
告

の
あ
っ

た
実
績

報
告

書
に

記
載

の
と
お

り
と

し
ま
す

。
 

  ２
 
交
付
決
定

額
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
円
 

  ３
 
交
付
確
定

額
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
円
 

第
９

号
様
式
（

第
１
２

条
関
係

）
 

  
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
年

 
 
月

 
 
日

  
（
宛

先
）
亀

岡
市
長
 

  
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
申
請
者

 
住
 
 
所
（

所
在
地

）
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
氏
 
 
名
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

㊞
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
（

名
称
及
び
代
表

者
氏
名

）
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
電
話
番
号
 

  

亀
岡
市

景
観
形

成
助
成

金
交
付
請

求
書
 

  
 

 
 

 
 
年

 
 

月
 

 
日

付
け

 
第
 

 
 

号
で

交
付

確
定
を

受
け

た
亀

岡
市

景
観

形
成
助

成
金

に

つ
い

て
、

亀
岡
市

景
観

形
成

助
成

金
交

付
要
綱

第
１

２
条

第
１

項
の
規

定
に

基
づ

き
、

下
記

の
と
お

り
請

求

し
ま

す
。
 

 

記
 

 １
 
請

求
額
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
円

 
（
３

－
２
）
 

 ２
 
概

算
払

額
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
円
 

 ３
 

交
付
決
定

額
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
円
 

 振
込

先
 
金

融
機

関
名

 

 
 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
銀

行
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
本

店
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
金

庫
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
支

店
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
信

用
組
合

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
支

所
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
農

協
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
出

張
所
 

 
預

金
種

別
 

普
 

通
 
 

・
 
 

当
 
座
 

 
口

座
番

号
 
 

 
フ

リ
ガ

ナ
 
 

 
口

座
名

義
 
 

 

「
掲
示
済
」
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 亀岡市告示第４５号 

 

市道路線の認定に関する告示 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条の規定に基づき、市道の路線を次のように認定する。 

 その関係図面は、亀岡市まちづくり推進部土木管理課において一般の縦覧に供する。 

 

   平成２７年４月１日 

 

                               亀岡市長 栗山正隆 

 

認定告示をする路線 

路線番号 路  線  名 
起         点 

終         点 

04099 夫 婦 池 団 地 ３ 号 線 
亀岡市曽我部町犬飼池ノ北２４番２７先 

亀岡市曽我部町犬飼池ノ北２４番１２３先 

08013 金 山 １ 号 線 
亀岡市畑野町広野金山１番１８先 

亀岡市畑野町広野金山１番５７先 

12126 今 津 ２ 丁 目 ３ 号 線 
亀岡市千代川町今津２丁目１９番先 

亀岡市千代川町今津２丁目１８番１先 

12127 今 津 ３ 丁 目 ４ 号 線 
亀岡市千代川町今津３丁目１番２４６先 

亀岡市千代川町今津３丁目６９番１先 

12128 今 津 ３ 丁 目 ５ 号 線 
亀岡市千代川町今津３丁目１番２５５先 

亀岡市千代川町今津３丁目６番２先 

12129 今 津 ３ 丁 目 ６ 号 線 
亀岡市千代川町今津３丁目１番２３６先 

亀岡市千代川町今津３丁目１番２０３先 

12130 高 野 林 １ １ 号 線 
亀岡市千代川町高野林北ン田１番１４先 

亀岡市千代川町高野林北ン田１番５４先 

12131 高 野 林 １ ２ 号 線 
亀岡市千代川町高野林北ン田１番４７先 

亀岡市千代川町高野林東田１番７先 

12132 高 野 林 １ ３ 号 線 
亀岡市千代川町高野林西田７番３２先 

亀岡市千代川町高野林西田７番２４先 

12133 湯 井 １ 号 線 
亀岡市千代川町湯井艮筋８９番先 

亀岡市千代川町湯井艮筋９６番先 

13089 石 塚 釣 走 田 線 
亀岡市馬路町小池１０７番先 

亀岡市馬路町釣走田１０７番先 

13090 秋 吉 堂 ノ 西 線 
亀岡市馬路町秋吉１００番先 

亀岡市馬路町堂ノ西１１１番先 
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路線番号 路  線  名 
起         点 

終         点 

13091 越 前 渕 尻 線 
亀岡市馬路町越前１１６番先 

亀岡市馬路町前ノ田１０３番先 

13092 堂 ノ 前 正 田 線 
亀岡市馬路町堂ノ前１０６番先 

亀岡市千歳町国分正田１０６番先 

15067 国 分 新 田 線 
亀岡市千歳町国分一口６７番先 

亀岡市千歳町毘沙門市殿垣内新田３番先 

19057 つつじケ丘１４１号線 
亀岡市東つつじケ丘都台２丁目２３番８３先 

亀岡市東つつじケ丘都台２丁目２３番７７先 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第４６号 

 

市道路線の区域に関する告示 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように

決定する。 

 なお、その関係図面は、亀岡市まちづくり推進部土木管理課において、平成２７年４月２日から

平成２７年４月１５日まで一般の縦覧に供する。 

 

   平成２７年４月１日 

 

                               亀岡市長 栗山正隆 

 

区域告示をする路線 

路 線 
番 号 路  線  名 

 
 

起        点  

 
延 長 

 最小幅員

終        点  最大幅員

04099 夫婦池団地３号線 

 

 
亀岡市曽我部町犬飼池ノ北２４番２７先  

 
75.40m 

5.35m

亀岡市曽我部町犬飼池ノ北２４番１２３先 5.35m

08013 金 山 １ 号 線 

 亀岡市畑野町広野金山１番１８先 
463.66m 

4.00m

亀岡市畑野町広野金山１番５７先 9.00m

12126 今津２丁目３号線 

 

 
亀岡市千代川町今津２丁目１９番先  

 
39.56m 

6.00m

亀岡市千代川町今津２丁目１８番１先 12.00m

 

 



 
亀 岡 市 公 報 

 55

第８４４号平成２７年５月１５日発行 

路 線 
番 号 路  線  名 

 
 

起        点  

 
延 長 

 最小幅員

終        点  最大幅員

12127 今津３丁目４号線 

 

 
亀岡市千代川町今津３丁目１番２４６先  

 
188.90m 

6.00m

亀岡市千代川町今津３丁目６９番１先 6.00m

12128 今津３丁目５号線 

 

 
亀岡市千代川町今津３丁目１番２５５先  

 
145.10m 

6.00m

亀岡市千代川町今津３丁目６番２先 6.00m

12129 今津３丁目６号線 

 

 
亀岡市千代川町今津３丁目１番２３６先  

 
148.10m 

6.00m

亀岡市千代川町今津３丁目１番２０３先 6.00m

12130 高 野 林 １ １ 号 線 

 

 
亀岡市千代川町高野林北ン田１番１４先  

 
65.80m 

6.00m

亀岡市千代川町高野林北ン田１番５４先 6.00m

12131 高 野 林 １ ２ 号 線 

 

 
亀岡市千代川町高野林北ン田１番４７先  

 
194.80m 

6.00m

亀岡市千代川町高野林東田１番７先 12.00m

12132 高 野 林 １ ３ 号 線 

 

 
亀岡市千代川町高野林西田７番３２先  

 
63.19m 

6.00m

亀岡市千代川町高野林西田７番２４先 12.00m

12133 湯 井 １ 号 線 

 

 
亀岡市千代川町湯井艮筋８９番先  

 
24.70m 

4.00m

亀岡市千代川町湯井艮筋９６番先 4.00m

13089 石 塚 釣 走 田 線 

 

 
亀岡市馬路町小池１０７番先  

 
370.00m 

4.00m

亀岡市馬路町釣走田１０７番先 9.00m

13090 秋 吉 堂 ノ 西 線 

 

 
亀岡市馬路町秋吉１００番先  

 
320.00m 

5.00m

亀岡市馬路町堂ノ西１１１番先 15.00m

13091 越 前 渕 尻 線 

 

 
亀岡市馬路町越前１１６番先  

 
430.00m 

5.00m

亀岡市馬路町前ノ田１０３番先 7.00m

13092 堂 ノ 前 正 田 線 

 

 
亀岡市馬路町堂ノ前１０６番先  

 
3,600.00m 

7.00m

亀岡市千歳町国分正田１０６番先 13.00m

15067 国 分 新 田 線 

 亀岡市千歳町国分一口６７番先  

 
290.00m 

5.00m

亀岡市千歳町毘沙門市殿垣内新田３番先 11.00m

19057 つつじケ丘１４１号線 

 亀岡市東つつじケ丘都台２丁目２３番８３先  

 
61.00m 

6.00m

亀岡市東つつじケ丘都台２丁目２３番７７先 12.00m

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第４７号 

 

市道路線の供用開始に関する告示 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、次の路線を平成２７年４
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月１日から供用開始する。 

 なお、その関係図面は、亀岡市まちづくり推進部土木管理課において、平成２７年４月２日から

平成２７年４月１５日まで一般の縦覧に供する。 

 

   平成２７年４月１日 

 

                               亀岡市長 栗山正隆 

 

供用開始告示をする路線 

路 線 
番 号 路  線  名 

 
 

起        点  

 
延 長 

 最小幅員

終        点  最大幅員

04099 夫婦池団地３号線 

 

 
亀岡市曽我部町犬飼池ノ北２４番２７先  

 
75.40m 

5.35m

亀岡市曽我部町犬飼池ノ北２４番１２３先 5.35m

08013 金 山 １ 号 線 

 亀岡市畑野町広野金山１番１８先 
463.66m 

4.00m

亀岡市畑野町広野金山１番５７先 9.00m

12126 今津２丁目３号線 

 

 
亀岡市千代川町今津２丁目１９番先  

 
39.56m 

6.00m

亀岡市千代川町今津２丁目１８番１先 12.00m

12127 今津３丁目４号線 

 

 
亀岡市千代川町今津３丁目１番２４６先  

 
188.90m 

6.00m

亀岡市千代川町今津３丁目６９番１先 6.00m

12128 今津３丁目５号線 

 

 
亀岡市千代川町今津３丁目１番２５５先  

 
145.10m 

6.00m

亀岡市千代川町今津３丁目６番２先 6.00m

12129 今津３丁目６号線 

 

 
亀岡市千代川町今津３丁目１番２３６先  

 
148.10m 

6.00m

亀岡市千代川町今津３丁目１番２０３先 6.00m

12130 高 野 林 １ １ 号 線 

 

 
亀岡市千代川町高野林北ン田１番１４先  

 
65.80m 

6.00m

亀岡市千代川町高野林北ン田１番５４先 6.00m

12131 高 野 林 １ ２ 号 線 

 

 
亀岡市千代川町高野林北ン田１番４７先  

 
194.80m 

6.00m

亀岡市千代川町高野林東田１番７先 12.00m

12132 高 野 林 １ ３ 号 線 

 

 
亀岡市千代川町高野林西田７番３２先  

 
63.19m 

6.00m

亀岡市千代川町高野林西田７番２４先 12.00m

13089 石 塚 釣 走 田 線 

 

 
亀岡市馬路町小池１０７番先  

 
370.00m 

4.00m

亀岡市馬路町釣走田１０７番先 9.00m

13090 秋 吉 堂 ノ 西 線 

 

 
亀岡市馬路町秋吉１００番先  

 
320.00m 

5.00m

亀岡市馬路町堂ノ西１１１番先 15.00m

13091 越 前 渕 尻 線 

 

 
亀岡市馬路町越前１１６番先  

 
430.00m 

5.00m

亀岡市馬路町前ノ田１０３番先 7.00m

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第４８号 

 

 亀岡市障害者日中一時支援・生活サポート事

業実施要綱（平成１８年亀岡市告示第１６３

号）の全部を次のように改正する。 

 

   平成２７年４月１日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

亀岡市障害者日中一時支援・生活

サポート事業実施要綱 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律（平成

１７年法律第１２３号。以下「法」とい

う。）第７７条に規定する地域生活支援事業

として、障害者等の日中における活動の場を

確保することにより、障害者等の家族の就労

支援及び障害者等を日常的に介護している家

族等の一時的な休息の確保並びに障害者等の

日常生活を支援するために福祉サービスを提

供することを目的とする。 

 （事業内容） 

第２条 市長は、前条の目的を達成するために、

次に掲げる事業を実施するものとする。 

⑴ 日中一時支援事業 

 日中、障害者福祉サービス事業所、障害

者支援施設等において、障害者等に活動の

場を提供し、見守り、社会に適応するため

の日常的な生活訓練その他必要な支援を行

う。 

⑵ 生活サポート事業 

 自宅等にサポーターを派遣して、日常生

活の支援を行う。 

２ 前項第１号の日中一時支援事業は、集団対

応により実施するものとする。ただし、１対

１の対応が必要と市長が認める場合は、個別

対応により実施することができる。 

 （対象者） 

第３条 事業の対象者は、亀岡市内に居住する

者で、次の各号のいずれかに該当するものと

する。ただし、法の規定による障害福祉サー

ビス等により同等の支援が利用できる者は、

原則として除くものとする。 

⑴ 身体障害者手帳を有する障害者で、障害

を理由として日常生活に支援が必要と認め

られる個人 

⑵ 療育手帳又は精神保健福祉手帳を有する

障害者で、障害を理由として日常生活に支

援が必要と認められる個人 

⑶ 前２号に該当する者以外の者で、医師の

意見書、専門機関の判定書、特定疾病受給

者証等により、前２号に該当する者と同等

の障害があると認められる個人 

２ 前項の規定にかかわらず、亀岡市外に居住

する障害者等で、法の規定による介護給付費

等の経費を亀岡市が負担しているものについ

ては、事業の対象者とすることができる。 

 （事業委託） 

第４条 市長は、障害者等の福祉に深い理解と

熱意を有し、事業を適切に実施することが可

能と認められる事業者（以下「事業者」とい

う。）に、事業の一部を委託して実施するも

のとする。 

 （利用申請） 

第５条 事業を利用しようとする者（以下「申

請者」という。）は、亀岡市障害者日中一時

支援・生活サポート事業利用申請書（別記第

１号様式）を市長に提出するものとする。 

 （利用決定） 

第６条 市長は、前条の申請書を受理したとき

は、速やかにその内容を審査し、事業の利用

の可否を決定したうえで、亀岡市障害者日中

一時支援・生活サポート事業利用決定通知書
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（別記第２号様式）により申請者に通知する

ものとする。 

 （利用方法） 

第７条 事業の利用を可とする決定を受けた者

（以下「利用者」という。）は、事業者の中

から適当な者を選定し、利用契約を締結のう

え、事業を利用するものとする。 

 （費用負担） 

第８条 事業の利用料は、無料とする。 

 （委託料） 

第９条 事業者は、事業を実施した月ごとに亀

岡市日中一時支援・生活サポート事業実績報

告書（別記第３号様式）を市長に提出し、別

表に定める基準額により委託料を請求するも

のとし、市長は請求内容を審査のうえ、事業

者に委託料を支払うものとする。 

 （事業者の責務） 

第１０条 事業者は、事業を行うにあたり、個

人の人権を尊重し、その身上に関する秘密を

他に漏らしてはならない。 

 （意見の聴取） 

第１１条 市長は、事業の効果的な推進を図る

ため、必要に応じ当事者及び関係者に意見を

求めることができるものとする。 

 （その他） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要

な事項は、市長が別に定める。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この要綱は、告示の日から実施する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の実施前に、改正前の亀岡市障害

者日中一時支援・生活サポート事業実施要綱

の規定によりなされた手続その他の行為は、

この要綱の規定によりなされたものとみなす。 
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別表（第９条関係） 

  委託料算定基準額 

区分 基準額 加算等 

日中一時支援事業 集団対応 900円／時間 送迎を伴う場合、片道につ

き486円を加算する。 
 個別対応 1,700円／時間

生活サポート事業 1,350円／時間

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記第１号様式（第５条関係） 

 

亀岡市障害者日中一時支援・生活サポート事業利用申請書 

 

                                   年  月  日 

 

（宛先）亀岡市長 

 

                    申請者 

                     住 所 

                     氏 名               ㊞ 

                        （対象者との続柄      ） 

 

 次により、亀岡市障害者日中一時支援・生活サポート事業の利用を申請します。 

対

象

者 

氏 名 
 

男・女 生年月日 
 

住 所 
〒               連絡先 

障

害

の

状

況 

身体障害者手帳 
第    号 障害名等 

  種  級 

療 育 手 帳 
第    号 

Ａ ・ Ｂ 

精神保健福祉手帳 
第    号 

  種  級 

そ の 他 
障害程度区分 
等 の 状 況  

 

利用を希望する理由 

 

サ ー ビ ス の 内 容 
日中一時支援  

生活サポート  

現 在 の サ ー ビ ス 

利 用 状 況 

サービスの種類 利 用 量 等 

  

  

  

そ   の   他 
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第
２
号
様
式
（

第
６

条
関
係
）
 

 

亀
岡
市
障

害
者

日
中
一
時
支
援

・
生
活
サ
ポ

ー
ト
事
業
利
用

決
定
通
知
書
 

  
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 

年
 

 
月
 
 
日
 

  
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
様
 

   
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

亀
岡
市
長
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
□印

 

   
 
 

 
 

 
年

 
 

月
 
 
日

付
け

で
申

請
の

あ
り

ま
し
た

亀
岡

市
障

害
者

日
中

一
時

支
援

・
生

活
サ

ポ
ー

ト

事
業
の
利
用
に

つ
い

て
は
、
次
の

と
お
り
決

定
し

ま
し
た
の
で

通
知
し
ま
す
。
 

利
用

の
可

否
 

可
（
集
団

対
応

・
個
別
対
応
）

 
・
 

否
 

対
象

者
 

氏
名
 

利
用

決
定
番
号
 

第
 
 
 
 
 

号
 

住
所
 

利
用
で
き

る
条

件
 

 

利
用
で
き
な
い

場
合

の
理
由
 

 

（
教
示
）
 

１
 
こ
の
決

定
に
不

服
が

あ
る
と

き
は

、
こ
の

決
定
が

あ
っ

た
こ
と

を
知
っ
た

日
の
翌
日
か

ら
起
算

し
て

６
０

日
以

内
に

、
亀
岡

市
長
に
対
し

て
異
議
申

立
て
を

す
る
こ
と
が

で
き
ま

す
。

な
お
、

こ
の

決
定
が

あ
っ
た
こ

と
を

知
っ

た
日
の

翌
日
か
ら
起

算
し
て
６

０
日
以

内
で
あ
っ
て

も
、
こ

の
決

定
の
日

の
翌

日
か
ら

起
算
し
て

１
年

を
経

過
す
る
と
異
議

申
立

て
を
す

る
こ
と
が
で
き

な
く

な
り
ま

す
。
 

２
 
こ
の
決

定
に
つ

い
て

は
、
こ

の
決

定
が
あ

っ
た
こ

と
を

知
っ
た

日
（
上
記

１
の
異
議
申

立
て
を

し
た

場
合

は
、

当
該

異
議
申

立
て
に
対
す

る
決
定
が

あ
っ
た

こ
と
を
知
っ

た
日
）

の
翌

日
か
ら

起
算

し
て
６

箇
月
以
内

に
、

亀
岡

市
を
被

告
と
し
て
（

訴
訟
に
お

い
て
亀

岡
市

を
代
表

す
る

者
は
、

亀
岡
市
長
と

な
り
ま
す

。
）、

処

分
の

取
消

し
の
訴

え
を
提
起
す

る
こ
と
が

で
き
ま

す
。
な
お
、

こ
の
決

定
が

あ
っ
た

こ
と

を
知
っ

た
日
の
翌

日
か

ら
起

算
し
て

６
箇
月
以
内

で
あ
っ
て

も
、
こ

の
決

定
の
日

の
翌

日
か
ら

起
算
し

て
１

年
を
経

過
す
る
と

処
分

の
取

消
し
の
訴
え
を

提
起

す
る
こ

と
が
で
き
な
く

な
り

ま
す
。
 

 

第
３
号
様
式
（
第
１
０
条
関
係
）
 

亀
岡
市
障
害
者
日
中
一
時
支
援
・

生
活

サ
ポ

ー
ト

事
業

実
績
報
告
書
 

 

事
業

所
名
 

 
平
成
 

 
年

 
月
分

利
用

決
定

番
号
 

 
障

害
種

別
 

 

利
用

者
氏

名
 

 
集

団
・

個
別
 

 

 

番
号
 

日
付
 

土
日
 

祝
日
 

利
用
時
間
 

算
定
 

時
間
 

内
 
 
訳
 

加
算
 

従
事

者
印

又
は

署
名

開
始
 
終
了
 

社
会
的
理

由
 

私
的
理
由
 

生
活
サ
ポ
ー
ト

 
送
迎
 

1
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

2
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

3
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

4
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

5
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

6
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

7
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

8
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

9
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

1
0 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

1
1 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

1
2 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

1
3 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

1
4 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

1
5 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

1
6 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

1
7 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

1
8 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

1
9 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

2
0 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

2
1 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

2
2 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

2
3 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

2
4 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

2
5 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

2
6 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

2
7 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

2
8 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

2
9 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

3
0 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

3
1 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

合
 
計
 

 
 

 
 

 
 

 

区
分
 

単
価
 

時
間
・
回

 
金
額
 

 
土
日
祝
日
利

用
 

 
 

集
団
対

応
 

9
00
 
 

 
 

 
 

個
別
対

応
 

1
,7
0
0 

 
 

 
 

 
 

生
活
サ

ポ
ー
ト
 

1
,3
5
0 

 
 

 
利
用
者
印

加
算
 

4
8
6
 
 

 
 

 

合
計

金
額
（
合
計
時

間
）
 

 
 

 

「
掲
示
済
」
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 亀岡市告示第４９号 

 

 亀岡市障害者ガイドヘルパー派遣事業実施要

綱（平成１８年亀岡市告示第１６１号）の全部

を次のように改正する。 

 

   平成２７年４月１日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

亀岡市障害者ガイドヘルパー派遣

事業実施要綱 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律（平成

１７年法律第１２３号。以下「法」とい

う。）第７７条に規定する地域生活支援事業

として、外出時の移動に支援を要する障害者

等に対して、ガイドヘルパーを派遣する事業

を実施することにより、障害者等の移動を支

援し、もって障害者等の福祉の増進と社会参

加の促進を図ることを目的とする。 

 （実施要件） 

第２条 市長は、第４条の対象者が次の各号の

いずれかに該当する場合、ガイドヘルパーを

派遣するものとする。 

⑴ 社会参加等生活上必要不可欠な外出をす

る場合 

⑵ レクリエーション等余暇活動に赴く場合 

⑶ その他市長が特に必要と認める場合 

２ 市長は、前項第２号に掲げる場合において

は、１月当たりの事業の利用時間に上限を設

けることができる。 

３ 派遣するガイドヘルパーは、１人とする。

ただし、市長が必要と認める場合は、２人と

することができる。 

 （実施方法） 

第３条 ガイドヘルパーは、次に掲げる形態に

より、障害者等への支援を行うものとする。 

⑴ 個別支援 個別支援が必要な障害者等に

対する支援 

⑵ グループ支援 複数の障害者等に対する

同時支援 

⑶ 団体派遣 当事者団体等の事業で集団移

動に支援を要する場合の支援 

２ ガイドヘルパーは、次に掲げる内容により、

障害者等への支援を行うものとする。 

⑴ 外出の際の身支度等の支援 

⑵ 歩行及び車椅子等での外出時の支援 

⑶ 公共交通機関の路線、発着時刻等の情報

提供 

⑷ 外出先での排せつ、食事、更衣等の介助 

⑸ 買い物等での金銭の支払等の支援 

⑹ 外出先での代読及び代筆の支援 

⑺ その他市長が必要と認める支援 

 （対象者） 

第４条 事業の対象者は、亀岡市内に居住する

者で、次の各号のいずれかに該当するものと

する。ただし、法の規定による障害福祉サー

ビス等により同等の支援が利用できる者は、

原則として除くものとする。 

⑴ 身体障害者手帳２級以上を有する障害者

で、屋外における移動に支援が必要と認め

られる個人 

⑵ 療育手帳又は精神保健福祉手帳を有する

障害者で、屋外における移動に支援が必要

と認められる個人 

⑶ 前２号に該当する者以外の者で、医師の

意見書、専門機関の判定書、特定疾病受給

者証等により、前２号に該当する者と同等

の障害があると認められる個人 

⑷ その他市長が必要と認めた個人又は団体

等 

２ 前項の規定にかかわらず、亀岡市外に居住

する障害者等で法の規定による介護給付費等
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の経費を亀岡市が負担しているものについて

は、事業の対象者とすることができる。 

 （事業委託） 

第５条 市長は、障害者等の福祉に深い理解と

熱意を有し、事業を適切に実施することが可

能と認められる事業者（以下「事業者」とい

う。）に、事業の一部を委託して実施するも

のとする。 

 （利用申請） 

第６条 事業を利用しようとする者（以下「申

請者」という。）は、亀岡市障害者ガイドヘ

ルパー派遣事業利用申請書（別記第１号様

式）を市長に提出するものとする。 

 （利用決定） 

第７条 市長は、前条の申請書を受理したとき

は、速やかにその内容を審査し、事業の利用

の可否を決定した上で、亀岡市障害者ガイド

ヘルパー派遣事業利用決定通知書（別記第２

号様式）により申請者に通知するものとする。 

 （利用方法） 

第８条 事業の利用を可とする決定を受けた者

（以下「利用者」という。）は、事業者の中

から適当な者を選定し、利用契約を締結の上、

事業を利用するものとする。 

 （費用負担） 

第９条 事業の利用料は、無料とする。ただし、

事業を利用する際に要したガイドヘルパーに

係る交通費、施設利用料等の実費については、

利用者の負担とする。 

 （委託料） 

第１０条 事業者は、事業を実施した月ごとに

亀岡市障害者ガイドヘルパー派遣事業実績報

告書（別記第３号様式）を市長に提出し、別

表に定める基準額により委託料を請求するも

のとし、市長は請求内容を審査の上、事業者

に委託料を支払うものとする。 

 （事業者等の責務） 

第１１条 事業者及びガイドヘルパーは、事業

を行うに当たり、個人の人権を尊重し、その

身上に関する秘密を他に漏らしてはならない。 

 （意見の聴取） 

第１２条 市長は、事業の効果的な推進を図る

ため、必要に応じ当事者及び関係者に意見を

求めることができるものとする。 

 （その他） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、必要

な事項は、市長が別に定める。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この要綱は、告示の日から実施する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の実施前に、改正前の亀岡市障害

者ガイドヘルパー派遣事業実施要綱の規定に

よりなされた手続その他の行為は、この要綱

の規定によりなされたものとみなす。 
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別記第１号様式（第６条関係） 

 

亀岡市障害者ガイドヘルパー派遣事業利用申請書 

 

                                   年  月  日 

 

（宛先）亀岡市長 

 

                    申請者 

                     住 所 

                     氏 名               ㊞ 

                        （対象者との続柄      ） 

 

 次により、亀岡市障害者ガイドヘルパー派遣事業の利用を申請します。 

対

象

者 

氏 名 
 

男・女 生年月日 
 

住 所 
〒               連絡先 

障

害

の

状

況 

身体障害者手帳 
第    号 障害名等 

  種  級 

療 育 手 帳 
第    号 

Ａ ・ Ｂ 

精神保健福祉手帳 
第    号 

  種  級 

そ の 他 
障害支援区分 
等 の 状 況  

 

主な利用希望の内容  

介 護 給 付 等 の 

サービス利用状況 

サービスの種類 利 用 量 等 

居 宅 介 護   

重度訪問介護  

行 動 援 護   

そ の 他  

そ の 他 

 

別表（第１０条関係） 

  委託料算定基準額 

利用時間帯 区分 基準額 加算等 備考 

昼間（８時から２０

時まで） 

１人派遣（以下

「通常単価」と

いう。） 

1,500円／時間 身体介護を伴う

場合、１回の利

用につき、通常

単価の場合は

2,500円、倍単価

の場合は5,000

円を加算する。

利用時間は30分

単位で算定し、

15分以上の端数

は30分とみなし

て算定する。 
 ２人派遣（以下

「倍単価」とい

う。） 

3,000円／時間 

夜間早朝（２０時か

ら８時まで） 

通常単価 2,250円／時間 

 倍単価 4,500円／時間 
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第
２

号
様

式
（
第
７

条
関

係
）
 

 

亀
岡

市
障

害
者
ガ
イ

ド
ヘ

ル
パ

ー
派
遣

事
業
利
用

決
定

通
知
書
 

  
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
年
 

 
月

 
 

日
 

  
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
様
 

   
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

亀
岡
市
長

 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
□印

 

   
 

 
 
 

 
年

 
 

月
 
 

日
付

け
で

申
請

の
あ
り

ま
し
た

亀
岡

市
障

害
者

ガ
イ

ド
ヘ
ル

パ
ー

派
遣

事
業

利
用

に
つ

い
て

は
、
次
の

と
お

り
決
定

し
ま
し
た

の
で

通
知

し
ま
す

。
 

利
用

の
可

否
 

可
（

身
体

介
護

を
伴
う
、

伴
わ

な
い
）

 
・
 
否
 

対
象

者
 

氏
名
 

利
用
決
定

番
号
 

第
 
 
 

 
 

号
 

住
所
 

利
用

で
き
る
条

件
 

 

利
用

で
き

な
い

場
合

の
理

由
 

 

（
教

示
）
 

１
 

こ
の
決

定
に
不

服
が
あ
る

と
き
は

、
こ
の

決
定
が

あ
っ

た
こ
と

を
知
っ

た
日
の

翌
日
か

ら
起
算

し
て
６
０

日
以

内
に

、
亀
岡

市
長
に

対
し
て

異
議
申

立
て
を

す
る
こ
と

が
で
き

ま
す
。

な
お
、

こ
の

決
定
が

あ
っ
た

こ

と
を

知
っ

た
日
の

翌
日
か

ら
起
算

し
て
６

０
日
以

内
で
あ
っ

て
も
、

こ
の
決

定
の
日

の
翌

日
か
ら

起
算
し

て

１
年

を
経

過
す
る
と

異
議

申
立

て
を
す

る
こ
と
が

で
き

な
く

な
り
ま

す
。
 

２
 

こ
の
決

定
に
つ

い
て
は
、

こ
の
決

定
が
あ

っ
た
こ

と
を

知
っ
た

日
（
上

記
１
の

異
議
申

立
て
を

し
た
場
合

は
、

当
該

異
議
申

立
て
に

対
す
る

決
定
が

あ
っ
た

こ
と
を
知

っ
た
日

）
の
翌

日
か
ら

起
算

し
て
６

箇
月
以

内

に
、

亀
岡

市
を
被

告
と
し

て
（
訴

訟
に
お

い
て
亀

岡
市
を
代

表
す
る

者
は
、

亀
岡
市

長
と

な
り
ま

す
。）
、

処

分
の

取
消

し
の
訴

え
を
提

起
す
る

こ
と
が

で
き
ま

す
。
な
お

、
こ
の

決
定
が

あ
っ
た

こ
と

を
知
っ

た
日
の

翌

日
か

ら
起

算
し
て

６
箇
月

以
内
で

あ
っ
て

も
、
こ

の
決
定
の

日
の
翌

日
か
ら

起
算
し

て
１

年
を
経

過
す
る

と

処
分

の
取

消
し
の
訴

え
を

提
起

す
る
こ

と
が
で
き

な
く

な
り

ま
す
。
 

 

第
３

号
様
式
（

第
１
０
条

関
係
）
 

 

亀
岡

市
障
害
者

ガ
イ
ド
ヘ

ル
パ
ー

派
遣
事
業

実
績
報
告
書
 

 

事
業

所
名
 

 
平

成
 
 

年
 

月
分

利
用

決
定

番
号
 

 
２

人
(
倍

)
単

価
 

 
←

有
・

無
か
ら

選
択
 

利
用

者
氏

名
 

 
身

体
介

護
 

 
←

伴
う

・
伴
わ

な
い
か

ら
選
択

 

障
害

種
別
 

 
←
身

体
・
身

体
(児

)・
知
的

・
精
神

か
ら
選

択
 

 

 

日
付
 

利
用

時
間

 
算

定
 

時
間
 

内
通
常

単
価

 
内

倍
単

価
 

身
体
介

護
 

支
援

 

種
別

 

ｸ
ﾞ
ﾙｰ

ﾌﾟ
 

支
援
 

利
用
目

的
 

従
事
者

印

又
は
署

名
開
始

 
終

了
 

昼
間

 
夜

間
 

早
朝

 
昼

間
夜

間
 

早
朝
 

通
常
 
倍
 

種
別

 
移

動
経

路
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

合
 

 
計

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

区
分
 

単
価

 
時

間
・
回

 
金

額
 

 
支
援

種
別
 

件
数
 

時
間

 

移
動

支
援
 

通
常
 

単
価
 

昼
間
 

1,
50

0 
 

 
 

社
会

参
加
 
 

 

夜
間
早

朝
 

2,
25

0 
 

 
 

余
暇

活
動
 
 

 

倍
 

単
価
 

昼
間
 

3,
00

0 
 

 
 

合
 

計
 

 
 

夜
間
早

朝
 

4,
50

0 
 

 
 

 
 

身
体

介
護
 
通

常
単
価

 
2,

50
0 

 
 

 
利

用
者

印

倍
単

価
 

5,
00

0 
 

 
 

 

合
計

金
額

（
合
計

時
間
）

 
 

 

※
グ
ル

ー
プ
支

援
を
実

施
し
た

場
合
、

請
求
を

必
要

と
し
な

い
利
用

者
の
実

績
報
告

書
も
作

成
し
て

く
だ
さ

い
。
 

「
掲
示
済
」
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 亀岡市告示第５０号 

 

 亀岡市難聴児補聴器購入費等助成事業実施要

綱を次のように定める。 

 

   平成２７年４月１日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

亀岡市難聴児補聴器購入費等助成

事業実施要綱 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、身体障害者福祉法（昭和

２４年法律第２８３号。以下「法」とい

う。）第１５条第４項の規定による身体障害

者手帳の交付対象とならない軽度又は中等度

の難聴児の保護者に対し、補聴器の購入等に

当たり必要な費用を助成することにより、当

該難聴児の言語訓練及び社会適応訓練の促進

並びに健全な発育を支援し、もって福祉の増

進に寄与することを目的とする。 

 （対象となる補聴器） 

第２条 助成の対象となる補聴器は、別表のと

おりとする。 

２ 助成対象個数は、児童１人につき１個（片

耳分）とする。ただし、第５条第２項に規定

する医師（以下「意見書作成医師」とい

う。）が必要と認めた場合は、２個（両耳

分）とする。 

（対象者） 

第３条 助成の対象者は、本市に住所を有し、

法第１５条第４項の規定による身体障害者手

帳（聴覚障害に関するものに限る。）の交付

対象とならない１８歳未満の者で、意見書作

成医師に補聴器の装用を必要と認められた児

童の保護者とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、当該保護者若し

くは当該児童の属する世帯の他の世帯員の所

得が、障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律施行令（平成１８年

政令第１０号）第４３条の２第２項に規定す

る基準以上である場合又はその他の法令等の

規定に基づき補聴器の購入等（購入又は修理

をいう。以下同じ。）の費用の助成を受けて

いる場合は、助成の対象としない。 

３ 第１項の規定にかかわらず、補聴器の購入

に際し、既にこの事業による助成を受けた補

聴器があるときは、当該助成を受けた補聴器

について別表に定める耐用年数が経過してい

ない場合に限り、助成の対象としない。ただ

し、自己の責によらない事由により破損等し

た場合で、修理不能のときその他市長が特に

必要と認めたときは、助成の対象とすること

ができる。 

（助成額） 

第４条 助成する額は、実際に補聴器の購入等

に要する費用と別表に定める基準額を比較し

て低い方の金額とする。 

（申請） 

第５条 助成を受けようとする者は、亀岡市難

聴児補聴器購入費等助成申請書（別記第１号

様式）に難聴児補聴器購入費等助成事業医師

意見書（別記第２号様式。以下「医師意見

書」という。）及び見積書（京都府知事と補

装具費の代理受領等に係る契約を締結してい

る業者（以下「業者」という。）が作成した

ものに限る。）を添えて、市長に提出しなけ

ればならない。ただし、修理に係る申請の場

合は、医師意見書の提出を省略することがで

きる。 

２ 前項に規定する医師意見書は、法第１５条

第１項に規定する医師が作成したものとする。 

（決定等） 

第６条 市長は、前条の規定による申請を受理

した場合は、その内容の適否を審査し、適当 

 



 
亀 岡 市 公 報 

 66 

第８４４号平成２７年５月１５日発行 

と認めたときは、亀岡市難聴児補聴器購入費等助成決定通知書（別記第３号様式）により通知す

るとともに、亀岡市難聴児補聴器購入費等助成券（別記第４号様式。以下「助成券」という。）

及び亀岡市難聴児補聴器購入費等助成事業代理受領に係る支払請求書兼委任状（別記第５号様式。

以下「委任状」という。）を交付し、不適当と認めたときは、亀岡市難聴児補聴器購入費等助成

不承認通知書（別記第６号様式）により通知するものとする。 

（補聴器の購入等） 

第７条 前条の規定により助成決定を受けた者（以下「受給者」という。）は、助成券及び委任状

を当該助成決定に係る業者に提出し、補聴器の購入等を行うものとする。 

（公費負担額の請求） 

第８条 補聴器を納入した業者は、当該補聴器の請求書に助成券及び委任状を添えて速やかに市長

に請求するものとする。 

（助成費用の返還） 

第９条 市長は、受給者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、助成に要した費用の一

部又は全部を返還させるものとする。 

⑴ 第６条の規定により助成決定を受けた補聴器を目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し

付け、又は担保に供したとき。 

⑵ 虚偽その他不正の手段により助成決定を受けたとき。 

⑶ その他市長が不適当と認める事由が生じたとき。 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表（第２条－第４条関係） 

対象の補聴器と形式 基準額 耐用年数 

購
入
・
修
理 

意見書作成医師

が必要と認めた

補聴器 

高度難聴用 

ポケット型補聴器
補装具の種目、購入又は修理に

要する費用の額の算定等に関す

る基準（平成１８年厚生労働省

告示第５２８号）に定める価格

に相当する額（ただし、高度難

聴用耳かけ型補聴器の価格を上

限とする。） 

５年 

（購入のみ）

高度難聴用 

耳かけ型補聴器 

上記以外の形式 

（注）購入に係る申請で、意見書作成医師がイヤモールドについて必要と認めた場合は、

イヤモールドに係る価格を加算した額を基準額とする。 
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別
記

第
１
号
様

式
（
第

５
条
関

係
）
 

 

亀
岡
市

難
聴
児

補
聴

器
購
入
費

等
助

成
申
請

書
 

  
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

年
 

 
月
 

 
日

  
（

宛
先
）
亀

岡
市
長
 

  
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

（
申
請

者
）
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

住
所
 

〒
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

 
亀
岡

市
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

氏
名
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
㊞
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

対
象
と

な
る

児
童
と

の
続
柄
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

電
話
番

号
 

  
下

記
の

と
お

り
、

亀
岡

市
難

聴
児

補
聴

器
購

入
費

等
助

成
事

業
実

施
要

綱
第

５
条

第
１

項
に

基
づ

き
、

（
 

購
入
 
・

 
修
理

 
）
費

用
の

助
成
を

申
請
し

ま
す
。

 

 
助

成
の
決

定
の

た
め

に
、

私
の

世
帯

の
住

民
登

録
資

料
、

税
務

資
料

そ
の

他
資

料
に

つ
い

て
、
市
が

各
関

係
機

関
に
照
会

し
、
又

は
調
査

を
依

頼
す
る

こ
と
を

承
諾
し

ま
す

。
 

 

対
象

と
な

る
 

児
童

氏
名
 
 

生
年

月
日
 
 

住
所
 
亀

岡
市
 

保
護

者
氏

名
 
 

対
象

と
な

る
 

児
童

と
の

続
柄
 

 

補
聴

器
の

種
類
 

□
 
高

度
難
聴

用
ポ
ケ

ッ
ト
型

補
聴

器
 

□
 
高

度
難
聴

用
耳
か

け
型
補

聴
器
 

□
 
上

記
以
外
 

希
望

す
る
 

補
聴
器

取
扱

業
者
名
 
 

身
体
障

害
者

手
帳
の

有
無
 

有
 
 

・
 
 

無
 

該
当

す
る
所
得

区
分
 

生
活
保

護
等
・

市
民
税

非
課
税

・
一

 
般
・

一
定

所
得
以
上

 

備
考
 
 

第
２
号
様
式
（
第
５
条
関
係
）
 

 

難
聴

児
補

聴
器

購
入

費
等

助
成

事
業

医
師

意
見

書
 

 

フ
リ
ガ

ナ
 

 
生
年
月
日

 

氏
 
名
 

 
男

 
 

女
 
 

 
 
 
 
年
 

 
月
 

 
日
生
（
 

 
歳
）

住
 
所
 

亀
岡
市
 

難
聴
の
種
類

 
（

 
伝
音
性
 ・

 
感
音
性
 
・
 混

合
性
）
 

原
傷
病
名
 

経
過
及
び
現
症
 

 

聴
力
レ
ベ
ル
 

(会
話
音
域
の
平
均
聴
力
レ
ベ
ル
) 

右
 
 

 
 
 
ｄ
Ｂ
 

聴
力
検
査
（
純
音
に
よ
る
検
査
）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
右
－

 
○

[ 

オ
ー

ジ
オ

メ
ー

タ
ー

の
型
式

（
 

 
 
 

 
）

 
左
…

 
×

] 

 

左
 
 

 
 
 
ｄ
Ｂ
 

補
聴
効
果
 

右
 
 

 
 
有

・
無
 

左
 
 

 
 
有

・
無
 

補
聴
器
の
処
方
 

（
該
当
に
○
）
 

高
度
難

聴
用
 

 
 
 

ポ
ケ
ッ

ト
型
 

高
度
難

聴
用
 

 
 
 

耳
か
け

型
 

そ
の
他
 

（
 
 

 
 
 

 
）
 

イ
ヤ
モ

ー
ル
ド
 

 
 
（

要
 ・

 
否
）
 

 両
耳
装

用
の
必

要
性
 

 
 
（

要
 ・

 
否
）

 

補
聴
器
装
用
に
つ
い
て
の
留
意
事

項
 

 
 
 
 
 
（
イ
ヤ
モ
ー
ル
ド
・

両
耳
装

用
の
必
要

性
が
「
要
」
の
時
は
、
具
体
的
理
由
を
必
ず
記
載
）

  
 
 
 

 
 

年
 
 

月
 
 

日
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
医
療
機
関
名
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
所
 
在
 
地
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
診
療
担
当
科
名
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
作
成
医
師
氏
名
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
㊞

 

※
本
意
見
書
は
身
体
障
害
者
福
祉

法
第
１
５

条
第
１

項
の
指
定
医
に
よ
り
作
成
し
て
下
さ
い
。
 

 

聴 力 レ ベ ル

0
 

10
 

20
 

30
 

40
 

50
 

60
 

70
 

(
dB
) 

80
 

90
 

1
00
 

1
10
 

1
20
 

 
 

1
25
 

25
0 

5
00
 
1
00
0 

20
00
 
40
00

8
00
0

 
 

周
 波

 数
（
H
z）
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第
３
号

様
式

（
第
６

条
関
係
）

 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

番
 
 
 

 
 
号

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

年
 
 
月

 
 
日

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 

様
 

  
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

亀
岡
市
長

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
□印

 

 

亀
岡
市

難
聴
児

補
聴

器
購
入
費
等

助
成
決
定

通
知
書
 

  
先

に
申

請
の

あ
り

ま
し

た
こ
と

に
つ

い
て

、
亀
岡

市
難

聴
児

補
聴
器

購
入

費
等

助
成
事

業
実

施
要

綱
第

６

条
の
規

定
に

基
づ
き

、
助
成
を

決
定

し
ま
し

た
の

で
通
知
し
ま

す
。
 

対 象 と な る 児 童 

住
 

 
所
 

 

氏
 

 
名
 

 

生
年

月
日
 

 

保
護

者
氏

名
 

 
続

柄
 

 

助
成

番
号

 
 

助
成

決
定
日
 

 

助
成

内
容

 
 

補
聴

器
取

扱
業

者
 

 

助
成

額
等

 

基
準
額
 

見
積

額
 

助
成
額
 

円
 

円
 

円
 

備
 

考
 

 

（
教
示
）
 

１
 

こ
の

決
定

に
不

服
が

あ
る

と
き

は
、

こ
の

決
定

が
あ

っ
た

こ
と

を
知

っ
た

日
の

翌
日

か
ら

起
算

し
て

６
０

日
以

内
に

、
亀

岡
市

長
に

対
し

て
異

議
申

立
て

を
す

る
こ

と
が

で
き

ま
す

。
な

お
、
こ

の
決

定
が
あ
っ

た
こ

と

を
知

っ
た

日
の

翌
日

か
ら

起
算

し
て

６
０

日
以

内
で

あ
っ
て

も
、

こ
の

決
定

の
日

の
翌
日
か

ら
起

算
し

て
１

年

を
経

過
す

る
と
異
議
申
立

て
を

す
る
こ

と
が
で
き
な
く

な
り

ま
す
。
 

２
 
こ
の
決
定

に
つ

い
て
は
、
こ
の

決
定

が
あ
っ
た
こ
と

を
知

っ
た
日
（
上
記

１
の

異
議
申
立
て

を
し
た
場
合
は
、

当
該

異
議

申
立

て
に

対
す

る
決

定
が

あ
っ

た
こ

と
を

知
っ
た

日
）

の
翌

日
か

ら
起

算
し
て
６

箇
月

以
内

に
亀

岡

市
を

被
告

と
し

て
（

訴
訟

に
お

い
て

亀
岡

市
を

代
表

す
る
者

は
、

亀
岡

市
長

と
な

り
ま
す
。）

、
処

分
の

取
消
し

の
訴

え
を

提
起

す
る

こ
と

が
で

き
ま

す
。

な
お

、
こ

の
決
定

が
あ

っ
た

こ
と

を
知

っ
た
日
の

翌
日

か
ら

起
算

し

て
６

箇
月

以
内

で
あ

っ
て

も
、

こ
の

決
定

の
日

の
翌

日
か
ら

起
算

し
て

１
年

を
経

過
す
る
と

処
分

の
取

消
し

の

訴
え

を
提

起
す
る
こ
と
が

で
き

な
く
な

り
ま
す
。
 

第
４

号
様
式
（

第
６
条

関
係
）

 

 

亀
岡

市
難
聴

児
補
聴
器

購
入
費

等
助
成
券
 

助
成

番
号
 

 
助

成
決

定
日
 

 

対
象

と
な

る
 

児
童

氏
名
 

 
生

年
月

日
 

 

住
所
 
 

保
護

者
氏

名
 

 
続

柄
 

 

助
成

内
容
 
 

補 聴 器 取 扱 業 者 

名
 
 

称
 

 

所
 
在
 
地
 

 

電
話
番

号
 

 

助
成

額
等
 

基
準

額
 

見
積
額
 

助
成
額
 

円
 

円
 

円
 

  
上
記

の
と
お

り
決
定

す
る
。

 

   
 
 

 
 
 

年
 
 

月
 
 

日
 

   
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
亀
岡
市

長
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
□印

 

補
聴

器
受
領
 
受

領
 

年
月

日
 
 
 

 
 
年

 
 
月

 
 
日
 
受

領
者
 

氏
名
 

㊞
 

（
補

聴
器
業
者

の
方
）
 

 
本
助

成
券
に

委
任
状

及
び
請

求
書
を
添

付
し
て

、
亀
岡
市
へ
請

求
す
る

こ
と
。
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第
５
号

様
式

（
第
６

条
関
係
）

 

 

亀
岡

市
難

聴
児

補
聴

器
購

入
費

等
助

成
事

業

代
理

受
領
に

係
る
支
払

請
求
書

兼
委

任
状
 

  
（
宛

先
）

亀
岡
市

長
 

 
（
宛

先
）

亀
岡
市

会
計
管
理

者
 

  
助

成
決

定
を

受
け

た
補

聴
器
の

引
渡

し
を

受
け
ま

し
た

。
な

お
、
助

成
額

の
請
求

及
び

受
領

の
権

限
を

下

記
の
補

聴
器

取
扱
業

者
に
委
任

し
ま

す
。
 

 

助
成

番
号
 

請
求

額
 

円
 

  
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
年

 
 

月
 

 
日
 

  
 
委

任
者

 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
住
 

所
 

〒
 

 
（
対
象
と
な

る
児
童
の
保

護
者
）
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
氏
 

名
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

㊞
 
 

捨
印
 

    
上

記
の

受
領

の
権

限
を

受
任
し

ま
し

た
。

な
お
、

支
払

に
つ

い
て
は

、
登

録
の

口
座
に

振
り

込
ん

で
く

だ

さ
い
。
 

  
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
年

 
 

月
 

 
日
 

  
 
受

任
者

 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
住
 

所
 

〒
 

 
（
補
聴
器
取

扱
業
者
）
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
名
 

称
 

  
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
代
表

者
氏

名
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

㊞
 
 

捨
印
 

  
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
振
込

先
 

第
６
号
様
式
（

第
６
条

関
係
）

 

  
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
番

 
 
 
 

 
号

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
年

 
 
月
 

 
日

    
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

様
 

    
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

亀
岡
市

長
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
□印

 

  

亀
岡

市
難
聴

児
補
聴
器
購
入
費
等

助
成
不
承

認
通
知

書
 

  
先

に
申
請

の
あ

り
ま

し
た

こ
と

に
つ
い

て
、

亀
岡

市
難

聴
児

補
聴

器
購

入
費
等
助

成
事

業
実
施

要
綱

第
６

条
の
規
定
に
基

づ
き
、

助
成
し

な
い

こ
と
に

決
定

し
ま
し
た
の

で
通
知

し
ま
す

。
 

  （
不
承
認
の
理

由
）
 

         （
教

示
）
 

１
 

こ
の

決
定
に
不
服
が

あ
る
と

き
は
、
こ
の
決

定
が
あ
っ
た

こ
と
を
知

っ
た

日
の
翌
日

か
ら
起
算
し

て
６
０
日

以
内
に
、
亀
岡

市
長
に
対
し
て

異
議
申

立
て

を
す
る
こ

と
が

で
き
ま

す
。
な
お
、
こ

の
決
定

が
あ
っ
た
こ
と

を

知
っ
た
日
の
翌

日
か
ら
起
算
し

て
６
０

日
以

内
で
あ
っ

て
も

、
こ
の

決
定
の
日
の
翌

日
か
ら

起
算
し
て
１
年

を

経
過
す
る
と
異

議
申
立
て
を
す

る
こ
と

が
で

き
な
く
な

り
ま

す
。
 

２
 

こ
の

決
定
に
つ
い
て

は
、
こ

の
決
定

が
あ
っ
た
こ
と

を
知
っ

た
日
（

上
記
１
の
異
議

申
立
て

を
し

た
場
合
は
、

当
該
異
議
申
立

て
に
対
す
る
決

定
が
あ

っ
た

こ
と
を
知

っ
た

日
）
の

翌
日
か
ら
起
算

し
て
６

箇
月
以
内
に
亀

岡

市
を
被
告
と
し

て
（
訴
訟
に
お

い
て
亀

岡
市

を
代
表
す

る
者

は
、
亀

岡
市
長
と
な
り

ま
す
。
）、

処
分
の
取
消

し

の
訴
え
を
提
起

す
る
こ
と
が
で

き
ま
す

。
な

お
、
こ
の

決
定

が
あ
っ

た
こ
と
を
知
っ

た
日
の

翌
日
か
ら
起
算

し

て
６
箇
月
以
内

で
あ
っ
て
も
、

こ
の
決

定
の

日
の
翌
日

か
ら

起
算
し

て
１
年
を
経
過

す
る
と

処
分
の
取
消
し

の

訴
え
を
提
起
す

る
こ
と
が
で
き

な
く
な

り
ま

す
。
 

「
掲
示
済
」
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 亀岡市告示第５１号 

 

 亀岡市高齢者運転免許証自主返納支援事業実

施要綱を次のように定める。 

 

   平成２７年４月１日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

亀岡市高齢者運転免許証自主返納

支援事業実施要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、安全・安心のまちづくり

のために、高齢者による交通事故の減少を目

的に運転免許証を自主返納した高齢者に対す

る支援事業の実施に関し、必要な事項を定め

るものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

⑴ 運転免許証 道路交通法（昭和３５年法

律第１０５号。以下「法」という。）第 

９２条第１項に規定する運転免許証であっ

て、有効期間内にあるものをいう。 

⑵ 自主返納 法第１０４条の４第１項の規

定により、公安委員会に対し全ての免許の

取消しを申請し、自主的に運転免許証を返

納することをいう。 

⑶ 運転経歴証明書 法第１０４条の４第５

項に規定する運転経歴証明書をいう。 

⑷ 申請による運転免許の取消通知書 道路

交通法施行規則（昭和３５年総理府令第 

６０号）第３０条の９第４項に規定する通

知書をいう。 

 （対象者） 

第３条 支援事業の対象者（以下「対象者」と

いう。）は、次の各号のいずれにも該当する

者とする。 

⑴ 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１

号。以下「住基法」という。）に基づき本

市の住民基本台帳に記載されている者 

⑵ 平成２７年４月１日以降に自らが所有す

る全ての運転免許証を自主返納した者（自

主返納した日において７０歳以上の者に限

る。） 

 （支援の内容） 

第４条 市長は、対象者が支援を受けようとす

る場合、予算の範囲内において、次の各号の

いずれかの支援を行うものとする。 

⑴ 市内バス事業者が発行するバス乗車カー

ド５，０００円分の交付 

⑵  市 内 タ ク シ ー 事 業 者 が 発 行 す る    

５，０００円分のタクシー利用カードの交

付 

２ 前項に規定するもののほか、市長は、住基

法に規定する住民基本台帳カード（顔写真有

Ｂバージョンに限る。以下「住基カード」と

いう。）を保有していない対象者が住基カー

ドの交付を受けようとする場合には、対象者

の亀岡市手数料徴収条例（平成１２年亀岡市

条例第６号）第２条第１項第２６号に規定す

る住基カードの交付に係る手数料（再交付に

係る手数料を除く。）を免除する。 

３ 前２項の支援は、対象者１人につき１回を

限度とする。 

 （申請） 

第５条 前条第１項及び第２項に規定する支援

を受けようとする者（以下「申請者」とい

う。）は、運転免許証を自主返納した日から

起算して１年以内に、亀岡市高齢者運転免許

証自主返納支援事業申請書（別記第１号様

式）に関係書類を添えて、市長に提出しなけ

ればならない。 

 （支援の決定） 
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第６条 市長は、前条の規定による申請書を受

理したときは、その内容を審査のうえ、支援

の可否を決定し、亀岡市高齢者運転免許証自

主返納支援事業決定（却下）通知書（別記第

２号様式。以下「決定通知書」という。）に

より、その旨を申請者に通知するものとする。 

 （支援の実施等） 

第７条 市長は、前条の規定により支援を決定

した者（以下「支援決定者」という。）に対

し、第４条第１項第１号又は第２号に規定す

る支援を決定通知書の交付に併せて行うもの

とする。なお、支援については、支援決定者

に限り使用することができ、他人に譲渡し、

又は売買してはならない。 

２ 前項の支援を受けた者は、亀岡市高齢者運

転免許証自主返納支援事業決定通知書受領書

（別記第３号様式）を市長に提出するものと

する。 

３ 支援決定者は、第４条第２項の支援を受け

ようとする場合は、亀岡市住民基本台帳カー

ド事務取扱要綱（平成１５年亀岡市告示第 

１２６号）第４条に規定する住民基本台帳 

カード交付申請書に決定通知書の写しを添え

て、市長に提出しなければならない。 

 （支援の取消し及び返還） 

第８条 市長は、支援決定者が偽りその他不正

の手段により支援の決定を受けた場合は、支

援の全部又は一部を取り消すことができる。 

２ 市長は、前項の規定による支援の取消しを

行った場合は、支援の返還又は既に使用して

いる場合は、不正使用相当額について、返還

を命ずることができる。 

 （その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、支援事

業の実施に関し必要な事項は、市長が別に定

める。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、平成２７年５月１日から実施す

る。 
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別
記

第
１
号

様
式
（
第
５
条
関
係

）
 

 

亀
岡
市

高
齢

者
運
転

免
許
証
自
主

返
納
支

援
事
業
申
請
書
 

  
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
年

 
 

月
 
 

日
 

 （
宛

先
）
亀

岡
市
長
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
申
請
者

（
太
枠

内
に
ご

記
入

く
だ
さ

い
。）

 

住
 

 
所
 
亀
岡

市
 

氏
 

 
名
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
㊞
 

電
話

番
号
 
 

  
運

転
免

許
証

を
自
主

返
納
し

ま
し
た

の
で

、
亀

岡
市

高
齢

者
運

転
免

許
証

自
主

返
納

支
援

事
業
実

施
要

綱

第
５

条
の
規

定
に
基
づ
き
、
関
係

書
類
を
添
え
て
申

請
し
ま

す
。
 

 
な

お
、
本

事
業
の
た
め
に
必
要

な
と
き
は

、
住
民

基
本
台

帳
を

確
認
さ

れ
る
こ

と
に
同

意
し

ま
す
。
 

 １
 

支
援
の

内
容
（
太

枠
内
に
希

望
す
る
支

援
（
い

ず
れ
か

一
つ

）
に
○

を
ご
記

入
く
だ

さ
い

。）
 

⑴
 
バ

ス
乗

車
カ
ー

ド
の
交
付
 

 

⑵
 
タ

ク
シ

ー
利
用

カ
ー
ド
の
交

付
 

 

 ２
 

添
付
書

類
（
書
類

の
原
本
を

ご
持
参
く

だ
さ
い

。
市
役

所
で

写
し
を

と
り
ま

す
。）

 

⑴
 
「

運
転

経
歴
証

明
書
」
の
写

し
 

 

⑵
 
「

申
請

に
よ
る

運
転
免
許
の

取
消
通

知
書
」

の
写
し
 

 
 
及

び
官

公
署
が

発
行
し
た
本

人
確
認

書
類
等
 

 

※
 

住
民
基

本
台
帳
カ

ー
ド
の
交

付
に
は
、

別
途
申

請
が
必

要
で

す
。
 

※
 

申
請
は

、
１
人
１

回
限
り
で

す
。
 

第
２
号

様
式
（

第
６
条
関
係
）
 

 

亀
岡
市

高
齢
者
運
転

免
許
証
自

主
返
納
支

援
事
業

決
定
（
却
下

）
通
知

書
 

  
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
年
 

 
月
 

 
日
 

  
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

様
 

  
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

亀
岡
市
長

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
□印

 

  
 

 
 
 

 
年

 
 
月

 
 
日

付
け

で
申
請

の
あ

り
ま
し

た
亀

岡
市
高

齢
者

運
転
免

許
証

自
主
返

納
支

援

事
業
に

つ
い
て

は
、
下
記
の
と
お
り

決
定
し
ま
し

た
の
で
通

知
し
ま
す

。
 

 

記
 

 （
該
当

す
る
も

の
に
■
を
記
入
）
 

□
 
１
 
申
請
が
要

件
を
満
た

し
て
い
る

と
認
め
る

の
で
、
下

記
の
と
お

り
支
援

を
決
定
し
ま

す
。
 

□
 
⑴

 
バ
ス

乗
車
カ
ー
ド
の
交
付
 

□
 
⑵

 
タ
ク

シ
ー
利
用
カ
ー

ド
の

交
付
 

□
 
２
 
下
記
の
理

由
に
よ
り

支
援
対
象

に
な
り
ま

せ
ん
。
 

□
 
⑴

 
本
市

の
住
民
基
本
台
帳
に

記
載
さ
れ
て

い
な
い
た

め
 

□
 
⑵

 
平
成

２
７
年
４
月
以
降
に

全
て
の
運
転

免
許
証
を

自
主
返
納

し
て
い

な
い
た
め
 

□
 
⑶

 
運
転

免
許
証
の
自
主
返
納

日
か
ら
１
年

以
内
の
申

請
で
は
な

い
た
め
 

□
 
⑷

 
過
去

に
本
事
業
の
支
援
を

受
け
て
い
る

た
め
 

□
 
⑸

 
そ
の

他
 

 ※
 

住
民
基

本
台

帳
カ
ー

ド
の
交

付
に

は
、
別

途
申

請
が
必

要
で

す
。
ま

た
、

即
日
交

付
に

は
、
印

鑑
・

顔

写
真
（
無
帽
・
正
面
・
無
背
景
・
縦
４

．
５
㎝
×

横
３

．
５
㎝
の

６
箇
月
以
内
に
撮
影
し

た
も
の

）・
本
人

確
認

書
類
（

健
康
保
険

証
・
年
金

証
書
等
）

が
必
要
で
す
。
 

 ※
 
申

請
は
、

１
人
１
回
限
り
で
す

。
 

 ※
 

市
長
は

、
申

請
者
が

、
偽
り

そ
の

他
不
正

行
為

に
よ
り

支
援

を
受
け

た
と

認
め
た

場
合

、
そ
の

実
費

相

当
額

を
弁
償

さ
せ
る
こ

と
が
で
き

ま
す
。
 



 
亀 岡 市 公 報 

 73

第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第
３

号
様
式

（
第
７
条

関
係
）
 

 

亀
岡
市

高
齢
者

運
転
免

許
証
自

主
返

納
支
援

事
業

決
定
通
知
書
受

領
書
 

  
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
年

 
 

月
 
 

日
 

 （
宛

先
）
亀

岡
市
長
 

  
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
申
請
者

（
太
枠

内
に
ご

記
入

く
だ
さ

い
。）

 

住
 

 
所
 
亀
岡

市
 

氏
 

 
名
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
㊞
 

  □
 

バ
ス
乗

車
カ
ー
ド

を
受
領
し

ま
し
た
。
 

□
 

タ
ク
シ

ー
利
用
カ

ー
ド
を
受

領
し
ま
し
た
。
 

「
掲
示
済
」
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 亀岡市告示第５２号 

 

 亀岡市重度心身障害老人健康管理事業費支給

要綱（昭和５８年亀岡市告示第５１号）の一部

を次のように改正する。 

 

   平成２７年４月１日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

 第２条第２号中「第１項」を削る。 

 第３条第２項中「一に」を「いずれかに」に

改める。 

 第５条第１項中「額とし」を「額を」に、

「若しくは」を「又は」に、「維持する者」を

「維持するもの」に、「越える」を「超える」

に改める。 

 第６条を次のように改める。 

 （所得の範囲） 

第６条 前条に規定する所得は、地方税法（昭

和２５年法律第２２６号）第５条第２項第１

号に掲げる市町村民税（特別区が同法第１条

第２項の規定によって課する同法第５条第２

項第１号に掲げる税を含む。以下同じ。）に

ついての同法その他の市町村民税に関する法

令の規定による非課税所得以外の所得とする。 

 第６条の次に次の１条を加える。 

 （所得の計算方法） 

第６条の２ 第５条に規定する所得の額は、そ

の所得が生じた年の翌年の４月１日の属する

年度分の市町村民税に係る地方税法第３１３

条第１項に規定する総所得金額（同法附則第

３３条の２の規定の適用を受ける者について

は、その者が当該規定の適用を受ける者でな

いものとして算定した同法第３１３条第１項

に規定する総所得金額）、退職所得金額及び

山林所得金額、同法附則第３３条の３第５項

に規定する土地等に係る事業所得等の金額、

同法附則第３４条第４項に規定する長期譲渡

所得の金額並びに同法附則第３５条第５項に

規定する短期譲渡所得の金額の合計額（第２

条に規定する者の配偶者又はその者の扶養義

務者の所得にあっては、その合計額から  

８０，０００円を控除した額）とする。 

２ 次の各号に該当する者については、当該各

号に掲げる額を前項の規定によって計算した

額からそれぞれ控除するものとする。 

⑴ 前項に規定する市町村民税につき、地方

税法第３１４条の２第１項第１号、第２号、

第４号若しくは第１０号の２に規定する控

除を受けた者又は同項第３号に規定する控

除を受けた者については、当該雑損控除額、

医療費控除額、小規模企業共済等掛金控除

額若しくは配偶者特別控除額又は社会保険

料控除額に相当する額 

⑵ 前項に規定する市町村民税につき、地方

税法第３１４条の２第１項第６号に規定 

する控除を受けた者については、その  

控除の対象となった障害者１人につき  

２７０，０００円（当該障害者が同号に 

規定する特別障害者である場合には、  

４００，０００円）、同項第８号に規定す

る控除を受けた者については、当該控除を

受けた者につき２７０，０００円（当該控

除を受けた者が、同条第３項に規定する寡

婦である場合には、３５０，０００円）、

同条第１項第９号に規定する控除を受けた

者については、当該控除を受けた者につき

２７０，０００円 

⑶ 前項に規定する市町村民税につき、地方

税法附則第６条第４項に規定する免除を受

けた者については、当該免除に係る所得の

額 

 別記第１号様式中「あて先」を「宛先」に改

める。 
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   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第５３号 

 

 亀岡市奨学金支給要綱（平成１４年亀岡市告示第１４４号）の一部を次のように改正する。 

 

   平成２７年４月１日 

 

                               亀岡市長 栗山正隆 

 

 別表第１を次のように改める。 

別表第１（第２条関係） 

公的奨学金 

⑴ 京都府高校生給付型奨学金等支給要綱（昭和５１年京都府告示第１７４号）に基
づく奨学金 

⑵ 京都府高等学校等修学資金の貸与に関する条例（平成１４年京都府条例第３４
号）に基づく修学資金 

⑶ 母子及び寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）に基づく修学資金 

⑷ 京都府高等学校定時制課程及び通信制課程修学奨励金の貸与に関する条例（昭和
５０年京都府条例第１０号）に基づく修学奨励金 

⑸ 京都府奨学のための給付金支給要綱（平成２６年京都府告示第４４６号）に基づ
く奨学金 

⑹ 生活福祉資金貸付制度要綱（平成２年厚生省社第３９８号厚生事務次官通知）に
基づく修学資金 

⑺ 独立行政法人日本学生支援機構法（平成１５年法律第９４号）に基づく奨学金 

 

 別表第２中 

「                「 

                を                に、 

               」                」 

「                「 

            を   を                に改める。 

               」                」 

私立 年額40,000円以内 私立 年額30,000円以内

年額70,000円以内 年額50,000円以内 
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 別記第１号様式を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施する。 

 

「掲示済」 

 

別記第１号様式（第４条関係） 

亀岡市奨学金支給申請書 

ふ り が な  

生 年 月 日 
   年  月  日生 

（     歳） 
申請者氏名 
（本人） 

 

住   所 

〒   － 電 話 番 号    － 

携帯電話番号    －  － 

在学学校名  科 程 等  

国立、公立、
私 立 の 別 

国立・公立・私立 
申請時の 
学 年 

    年 修 学 期 間 
    年  月  日 

    年  月  日 

世帯の状況 

(本人は除く) 

氏   名 
申請者との 
続 柄 

年齢 所得の種類 備 考 

     

     

     

     

     

     

     

□現在受けている公的奨学金等の種類（該当するものに○をしてください。） 

１ 高校生給付型奨学金（京都府） 

２ 高等学校等修学金貸与制度（京都府） 

３ 母子寡婦福祉資金貸付金〔修学資金〕（京都府） 

４ 定時制課程及び通信制課程修学奨励金（京都府） 

５ 奨学のための給付金〔高校生等奨学給付金〕（京都府） 

６ 生活福祉資金貸付金〔教育支援資金〕（京都府社会福祉協議会） 

７ 独立行政法人日本学生支援機構奨学金〔第一種〕〔第二種〕 

□生活保護受給世帯（高等学校のみ適用） 

添 付 書 類 

１ 在籍（在学）証明書（原本：３ヶ月以内） 

２ 公的奨学金等の適用を証明する書類（写し） 

３ 世帯全員の所得証明書（公的奨学金等のうち、１は添付不要） 

４ 生活保護世帯は、生活保護受給証明書 

５ 振込先通帳の写し（金融機関、店番、口座種別、口座番号、口座名義人が確認できるもの） 

 上記のとおりですので、亀岡市奨学金支給要綱に基づき、奨学金を支給されるよう申請します。 

 なお、上記奨学金の支給を受けた上は、同要綱を守り、奨学生としての義務についても誠実に履行す

ることを誓約します。また、修学状況確認及び公的奨学金の適用確認をされることを承諾します。 

 

       年  月  日 

 

（宛先）亀岡市長 

                       申請者  住所 

                            氏名             ㊞ 

                       保護者  住所 

                            氏名             ㊞ 
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 亀岡市告示第５４号 

 

 亀岡市創業支援助成金交付要綱を次のように

定める。 

 

   平成２７年４月１日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

亀岡市創業支援助成金交付要綱 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、亀岡市民の創業支援施策

として、市内で新たに創業した者に対し、亀

岡市補助金等交付規則（昭和４１年亀岡市規

則第５号）及びこの要綱に定めるところによ

り、予算の範囲内において亀岡市創業支援助

成金（以下「助成金」という。）を交付し、

創業によって雇用の創出及び地域経済活力の

向上を図ることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において「創業」とは、次の

各号のいずれかに該当する行為をいう。 

⑴ 事業を営んでいない個人が新たに事業を

開始すること。 

⑵ 事業を営んでいない個人が新たに法人を

設立し、当該法人が事業を開始すること。 

 （交付対象） 

第３条 助成金の交付対象者は、亀岡市内に住

所を有する者で、次の各号のいずれにも該当

するものとする。 

⑴ 亀岡市内において創業し、当該創業に係

る事業が継続されていること。 

⑵ 京都府中小企業融資制度又は日本政策金

融公庫が取り扱う創業支援融資制度（以下

「融資制度」という。）を利用した者であ

ること。 

⑶ 過去に助成金の交付を受けていない者で

あること。 

⑷ 現に市税を滞納していない者であること。 

 （助成金の額） 

第４条 助成金の額は、次に掲げる額を合算し

た額とする。ただし、算出された額に千円未

満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる

ものとする。 

⑴ 融資制度の利用に係る融資額に１００分

の３を乗じた額（３０万円を限度とす

る。） 

⑵ 創業時における広告宣伝等に要した経費

（消費税及び地方消費税を含む。以下同

じ。）に２分の１を乗じた額（２０万円を

限度とする。） 

 （交付申請） 

第５条 助成金の交付を受けようとする者（以

下「申請者」という。）は、次に掲げる書類

を添えて、亀岡市創業支援助成金交付申請書

（別記第１号様式。以下「申請書」とい

う。）を市長に提出しなければならない。 

⑴ 融資制度の利用を証明できる書類 

⑵ 税務署受付印のある所得税法（昭和４０

年法律第３３号）第２２９条に規定する個

人事業の開業届出書控えの写し又は法人税

法（昭和４０年法律第３４号）第１４８条

に規定する法人設立届出書控えの写し 

⑶ 官公署が発行する許可証、認可証、登録

証等の写し 

⑷ 住民票の写し 

⑸ 市税の完納証明書 

⑹ 創業時における広告宣伝等に要した経費

が証明できる書類 

⑺ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要

と認める書類 

２ 前項の申請書は、創業した日から起算して

３月を経過する日から６月を経過する日まで

の間に提出しなければならない。 

 （交付決定及び通知） 
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第６条 市長は、前条の申請書が提出されたと

きは、速やかにその内容を審査して、助成金

の交付の可否を決定し、亀岡市創業支援助成

金交付決定（却下）通知書（別記第２号様

式）により申請者に通知するものとする。 

 （交付決定の取消し等） 

第７条 市長は、虚偽の申請その他不正な手段

により助成金の交付を受けた者があるときは、

交付の決定を取り消し、又は既に交付した助

成金を返還させることができる。 

 （その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、助成金

の交付に関し必要な事項は、市長が別に定め

る。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施し、平成２７

年４月１日以後に創業した者に対し適用する。 
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 亀岡市告示第５５号 

 

 亀岡市社会福祉法人等介護保険事業利用者負

担軽減要綱（平成１２年亀岡市告示第１０６

号）の一部を次のように改正する。 

 

   平成２７年４月１日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

 第１条中「介護予防サービス」の次に「並び

に第一号訪問事業のうち介護予防訪問介護に相

当する事業及び第一号通所事業のうち介護予防

通所介護に相当する事業（自己負担割合が保険

給付と同様のものに限る。）」を加える。 

 第１０条第１項中「宿泊費負担」の次に

「（短期入所生活介護、地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護、介護福祉施設サービス

又は介護予防短期入所者生活介護に係る食費及

び居住費（滞在費）については、介護保険制度

における特定入所者介護サービス費又は特定入

所者介護予防サービス費が支給されている場合

に限る。）」を加える。 

 附則に次の２項を加える。 

（生活扶助基準の改正に伴う軽減対象者の特

例） 

４ 平成２７年４月１日施行の生活扶助基準の

改正に伴い生活保護が廃止された者であっ

て、廃止時点における軽減者又は特定入所者

介護（予防）サービス費の支給により居住費

の利用者負担がなかったもののうち、引き続

き第２条第１項に該当するものについては、

第１０条第１項の規定にかかわらず、軽減の

程度を居住費以外に係る利用者負担について

は４分の１（老齢福祉年金受給者は、２分の

１）を原則とするとともに、居住費に係る利

用者負担については全額とすることができ

る。 

（社会福祉法人等の利用者負担額軽減の実施

についての特例） 

５ 平成２７年度においては、自らの財務状況

を踏まえて自主的に事業実施が可能である旨

を申し出た社会福祉法人については、第１０

条第２項に規定する助成措置を受けることな

く本事業を実施することができるものとする。

この場合も、助成措置以外の実施方法は第１

条から第９条まで及び第１０条第１項のとお

りとする。 

 別記第５号様式中「介護予防小規模多機能型

居宅介護」の次に「、第一号訪問事業のうち介

護予防訪問介護に相当する事業（自己負担割合

が保険給付と同様のものに限る。）、第一号通

所事業のうち介護予防通所介護に相当する事業

（自己負担割合が保険給付と同様のものに限

る。）」を加える。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この要綱は、告示の日から実施する。 

 （経過措置） 

２ この要綱による改正後の亀岡市社会福祉法

人等介護保険事業利用者負担軽減要綱第１０

条第１項の規定にかかわらず、平成２７年７

月３１日までの利用に係る軽減の範囲は、な

お従前の例による。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第５６号 

 

 亀岡市国民健康保険条例施行規則（昭和５３

年亀岡市規則第２０号）第１２条第３項の規定

により、下記の国民健康保険被保険者証は無効

としたので告示する。 

 

   平成２７年４月２日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

記 

 

亀０１１３－２３００２ 

１ 保 険 者 

亀岡市（２６－００７－５） 

京都府亀岡市安町野々神８番地 

２ 交付した日 

平成２６年４月１日 

３ 無効になる日 

平成２７年４月２日 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第５７号 

 

 亀岡市国民健康保険条例施行規則（昭和５３

年亀岡市規則第２０号）第１２条第３項の規定

により、下記の国民健康保険被保険者証は無効

としたので告示する。 

 

   平成２７年４月３日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

記 

 

亀１９０７－４５０１３ 

１ 保 険 者 

亀岡市（２６－００７－５） 

京都府亀岡市安町野々神８番地 

２ 交付した日 

平成２６年４月１日 

３ 無効になる日 

平成２７年４月３日 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第５８号 

 

市道路線の供用開始に関する告示 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、次の路線を平成２７年４

月１０日から供用開始する。 

 なお、その関係図面は、亀岡市まちづくり推進部土木管理課において、平成２７年４月１１日か

ら平成２７年４月２４日まで一般の縦覧に供する。 

 

   平成２７年４月６日 

 

                               亀岡市長 栗山正隆 

 

供用開始告示をする路線 

路 線 
番 号 路  線  名 

 
 

起        点  

 
延 長 

 最小幅員

終        点  最大幅員

01303 中 矢 田 篠 線 

 

 
亀岡市上矢田町下垣内３番１２先  

 
141.71m 

12.00m

亀岡市中矢田町久保垣内２２番２６先 16.60m

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第５９号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から、告示事項の変更の届出があったの

で、同条第１０項の規定により告示する。 

 

   平成２７年４月８日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

「大井町かすみケ丘区」 

１ 変更があった事項及び内容 

   代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 木村 良二 

２ 変更年月日 

   平成２７年４月１日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第６０号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から、告示事項の変更の届出があったの

で、同条第１０項の規定により告示する。 

 

   平成２７年４月８日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

「保津町第４区」 

１ 変更があった事項及び内容 

   代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 谷口 雅信 

２ 変更年月日 

   平成２７年４月１日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第６１号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から、告示事項の変更の届出があったの

で、同条第１０項の規定により告示する。 

 

   平成２７年４月８日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

「河原林町勝林島下島区」 

１ 変更があった事項及び内容 

   代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 関   勝 

２ 変更年月日 

   平成２７年４月１日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第６２号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から、告示事項の変更の届出があったの

で、同条第１０項の規定により告示する。 

 

   平成２７年４月８日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

「保津町第６区」 

１ 変更があった事項及び内容 

   代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 井上 隆文 

２ 変更年月日 

   平成２７年４月１日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第６３号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から、告示事項の変更の届出があったの

で、同条第１０項の規定により告示する。 

 

   平成２７年４月８日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

「上矢田町自治会」 

１ 主たる事務所所在地の変更 

 ⑴ 省略 

 ⑵ 変更年月日 平成２７年４月１日 

２ 代表者の変更 

 ⑴ 代表者の住所及び氏名 

    住所 省略 

    氏名 坂口 武男 

 ⑵ 変更年月日 

    平成２７年４月１日 

 ⑶ 変更理由 

    任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第６４号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から、告示事項の変更の届出があったの

で、同条第１０項の規定により告示する。 

 

   平成２７年４月８日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

「三宅町自治会」 

１ 変更があった事項及び内容 

   代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 森 八十二 

２ 変更年月日 

   平成２７年４月１日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第６５号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から、告示事項の変更の届出があったの

で、同条第１０項の規定により告示する。 

 

   平成２７年４月８日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

「保津町第七区」 

１ 変更があった事項及び内容 

   代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 疋田 昌弘 

２ 変更年月日 

   平成２７年４月１日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第６６号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から、告示事項の変更の届出があったの

で、同条第１０項の規定により告示する。 

 

   平成２７年４月８日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

「城山台区」 

１ 主たる事務所所在地の変更 

 ⑴ 亀岡市東別院町小泉小曽７番地４６ 

 ⑵ 変更年月日 平成２７年４月１日 

２ 代表者の変更 

 ⑴ 代表者の住所及び氏名 

    住所 省略 

    氏名 笠原 俊宏 

 ⑵ 変更年月日 

    平成２７年４月１日 

 ⑶ 変更理由 

    任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第６７号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から、告示事項の変更の届出があったの

で、同条第１０項の規定により告示する。 

 

   平成２７年４月１４日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

「山階区」 

１ 変更があった事項及び内容 

   代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 加茂 寛司 

２ 変更年月日 

   平成２７年４月１日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第６８号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から、告示事項の変更の届出があったの

で、同条第１０項の規定により告示する。 

 

   平成２７年４月１４日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

「保津町第１区」 

１ 変更があった事項及び内容 

   代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 吉田  優 

２ 変更年月日 

   平成２７年４月１日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第６９号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から、告示事項の変更の届出があったの

で、同条第１０項の規定により告示する。 

 

   平成２７年４月１４日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

「神前区」 

１ 変更があった事項及び内容 

   代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 森  隆治 

２ 変更年月日 

   平成２７年４月１日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第７０号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から、告示事項の変更の届出があったの

で、同条第１０項の規定により告示する。 

 

   平成２７年４月１４日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

「宮前町猪倉区」 

１ 変更があった事項及び内容 

   代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 並河 豊喜 

２ 変更年月日 

   平成２７年４月１日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第７１号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から、告示事項の変更の届出があったの

で、同条第１０項の規定により告示する。 

 

   平成２７年４月１４日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

「北古世町自治会」 

１ 主たる事務所所在地の変更 

 ⑴ 省略 

 ⑵ 変更年月日 平成２７年４月１日 

２ 代表者の変更 

 ⑴ 代表者の住所及び氏名 

    住所 省略 

    氏名 中川 眞二 

 ⑵ 変更年月日 

    平成２７年４月１日 

 ⑶ 変更理由 

    任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第７２号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から、告示事項の変更の届出があったの

で、同条第１０項の規定により告示する。 

 

   平成２７年４月１４日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

「池尻区」 

１ 変更があった事項及び内容 

   代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 林  助朝 

２ 変更年月日 

   平成２７年４月１日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第７３号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から、告示事項の変更の届出があったの

で、同条第１０項の規定により告示する。 

 

   平成２７年４月１４日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

「薭田野町下佐伯区」 

１ 変更があった事項及び内容 

   代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 大石 忠亨 

２ 変更年月日 

   平成２７年４月５日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第７４号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から、告示事項の変更の届出があったの

で、同条第１０項の規定により告示する。 

 

   平成２７年４月１４日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

「宮川区」 

１ 変更があった事項及び内容 

   代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 岡本 裕治 

２ 変更年月日 

   平成２７年４月１日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第７５号 

 

 亀岡市景観制度策定委員会設置要綱（平成 

２１年亀岡市告示第１１０号）は、廃止する。 

 

   平成２７年４月１５日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

「掲示済」 

 亀岡市告示第７６号 

 

 亀岡市国民健康保険条例施行規則（昭和５３

年亀岡市規則第２０号）第１２条第３項の規定

により、下記の国民健康保険被保険者証は無効

としたので告示する。 

 

   平成２７年４月１５日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

記 

 

亀０６０３－３１０１９ 

１ 保 険 者 

亀岡市（２６－００７－５） 

京都府亀岡市安町野々神８番地 

２ 交付した日 

平成２６年４月１日 

３ 無効になる日 

平成２７年４月１５日 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第７７号 

 

 亀岡市私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱

（昭和４８年亀岡市告示第３０号）の一部を次

のように改正する。 

 

   平成２７年４月１５日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

 第２条第１項の表１中 
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「 

 

 

 

 

 

                 」を 

「 

 

 

 

 

 

                 」に、 

「 

注 
１ 上記の市民税の所得割課税額（補助基準額）は、夫婦（片働き）及び16歳未
満の子ども2人の世帯の場合の金額であるため、それ以外の世帯構成である場
合などは別表第1又は第2に読み替える。 

２ 世帯構成員中2人以上に所得がある場合は、父母及びそれ以外の家計の主宰
者である扶養義務者の所得割課税額を合算する。 

３ 途中入園又は途中退園により、保育料が在園期間に応じて支払われている場
合の補助限度額は、次の算式により減額して適用する。 

  上記の単価×（保育料の支払月数＋3）÷15（百円未満を四捨五入） 
４ 保護者が実際に支払った入園料・保育料の合計額が限度額を下回る場合は、
当該支払額を限度とする。 

５ 市民税の所得割課税額については、住宅借入金等特別税額控除前の所得割課
税額を用いて、所得階層区分を決定する。 

                                         」 

を 

「 

注 
１ 世帯構成員中2人以上に所得がある場合は、父母及びそれ以外の家計の主宰
者である扶養義務者の所得割課税額を合算する。 

２ 途中入園又は途中退園により、保育料が在園期間に応じて支払われている場
合の補助限度額は、次の算式により減額して適用する。 

  上記の単価×（保育料の支払月数＋3）÷15（百円未満を四捨五入） 
３ 保護者が実際に支払った入園料・保育料の合計額が限度額を下回る場合は、
当該支払額を限度とする。 

４ 市民税の所得割課税額については、住宅借入金等特別税額控除前の所得割課
税額を用いて、所得階層区分を決定する。 

                                         」 

に改め、同項の表２中 

年額199,200円 年額253,000円 

年額115,200円 年額211,000円 

年額62,200円 年額185,000円 

－ 年額154,000円 

年額176,400円 年額194,400円 

年額80,400円 年額146,400円 

年額43,200円 年額127,800円 

－ 年額106,200円 
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「 

 

 

 

 

 

         」を 

「 

 

 

 

 

 

         」に、 

「 

注 
１ 上記の市民税の所得割課税額（補助基準額）は、夫婦（片働き）及び16歳未
満の子ども2人の世帯の場合の金額であるため、それ以外の世帯構成である場
合などは別表第1又は第2に読み替える。 

２ 世帯構成員中2人以上に所得がある場合は、父母及びそれ以外の家計の主宰
者である扶養義務者の所得割課税額を合算する。 

３ 途中入園又は途中退園により、保育料が在園期間に応じて支払われている場
合の補助限度額は、次の算式により減額して適用する。 

  上記の単価×（保育料の支払月数＋3）÷15（百円未満を四捨五入） 
４ 保護者が実際に支払った入園料・保育料の合計額が限度額を下回る場合は、
当該支払額を限度とする。 

５ 市民税の所得割課税額については、住宅借入金等特別税額控除前の所得割課
税額を用いて、所得階層区分を決定する。 

                                         」 

を 

「 

注 
１ 世帯構成員中2人以上に所得がある場合は、父母及びそれ以外の家計の主宰
者である扶養義務者の所得割課税額を合算する。 

２ 途中入園又は途中退園により、保育料が在園期間に応じて支払われている場
合の補助限度額は、次の算式により減額して適用する。 

  上記の単価×（保育料の支払月数＋3）÷15（百円未満を四捨五入） 
３ 保護者が実際に支払った入園料・保育料の合計額が限度額を下回る場合は、
当該支払額を限度とする。 

４ 市民税の所得割課税額については、住宅借入金等特別税額控除前の所得割課
税額を用いて、所得階層区分を決定する。 

                                         」 

に改める。 

 別表第１及び別表第２を削る。 

 

 

年額253,000円 

年額211,000円 

年額185,000円 

年額154,000円 

年額194,400円 

年額146,400円 

年額127,800円 

年額106,200円 
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   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施し、平成２７

年度分の補助金から適用する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第７８号 

 

 亀岡市私立幼稚園多子世帯支援費補助金交付

要綱を次のように定める。 

 

   平成２７年４月１５日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

亀岡市私立幼稚園多子世帯支援費

補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 私立幼稚園に第３子以降を通わせてい

る保護者の経済的負担を軽減し、安心して産

み育てられる環境づくりを推進するため、私

立幼稚園の設置者が保育料の減免をする場合

に、亀岡市が行う私立幼稚園多子世帯支援費

補助金（以下「補助金」という。）の交付に

ついて必要な事項を定めるものとする。 

 （補助金の額等） 

第２条 亀岡市私立幼稚園就園奨励費補助金交

付要綱（昭和４８年亀岡市告示第３０号）第

２条に規定する保育料において、私立幼稚園

の設置者が、当該幼稚園に在園する園児の保

護者で次の各号のいずれにも該当するものに

対し、当該保護者の負担すべき保育料（第３

子以降に係るものに限る。）を全額免除する

場合に、当該保育料から同要綱の規定により

交付される私立幼稚園就園奨励費補助金を差

し引いた額を補助するものとする。 

⑴ 亀岡市内に居住地を有する者で、満１８

歳未満の児童（１８歳に達する日以後最初

の３月３１日までの間にある者を含む。）

が３人以上いる世帯の者 

⑵ 亀岡市私立幼稚園就園奨励費補助金交付

要綱第２条第１項の表１第２号から第５号

までのいずれかに該当する世帯の者 

 （補助金の交付申請） 

第３条 補助金を受けようとする私立幼稚園の

設置者（以下「申請者」という。）は、亀岡

市私立幼稚園多子世帯支援費補助金交付申請

書（別記第１号様式。以下「申請書」とい

う。）を市長が別に定める日までに提出する

ものとする。 

２ 前項の申請書には、次の資料を添付するも

のとする。 

⑴ 亀岡市私立幼稚園多子世帯支援費補助金

に係る事業計画書（別記第２号様式） 

⑵ 保育料減免措置に関する調書（亀岡市私

立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱第３条

の規定により同要綱別記第３号様式を提出

している場合にあっては、これをもって代

えることができる。） 

⑶ 前号の減免措置に係る保護者の市民税の

課税（非課税）証明書又は納税通知書の写

し（亀岡市私立幼稚園就園奨励費補助金交

付要綱第３条の規定により市民税の課税

（非課税）通知書又は納税通知書の写しを

提出している場合にあっては、これをもっ

て代えることができる。） 

⑷ 徴収している入園料及び保育料の額を明

らかにする書類 

 （補助金の交付決定） 

第４条 市長は、申請書の提出を受けたときは、

補助金の交付の可否を決定し、申請者に通知

するものとする。 
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２ 前項の規定により交付決定を受けた申請者

（以下「交付決定対象者」という。）は、減

免措置の方法を交付決定を受けた日の属する

年度の１２月３１日までに市長に報告するも

のとする。 

 （減免実績報告等） 

第５条 交付決定対象者は、減免措置を完了し

た日の翌日から起算して１５日を経過する日

又は交付決定を受けた日の属する年度の３月

３０日のいずれか早い日までに亀岡市私立幼

稚園多子世帯支援費補助金に係る実績報告書

（別記第３号様式）を市長に提出するものと

する。 

２ 交付決定対象者は、保育料の減免確認書

（別記第４号様式）を備えておかなければな

らない。 

 （補則） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、補助金

の交付に関し必要な事項は、市長が別に定め

る。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施し、平成２７

年度分の補助金から適用する。 
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①
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③
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第
３
号

様
式
（

第
５
条

関
係
）
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
年
 
 
月
 
 
日

 （
宛
先
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岡

市
長
 

  
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
（
私

立
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㊞
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）
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亀
岡
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私
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園
多
子
世

帯
支
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費
補

助
金
交
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要
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（
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掲
示
済
」
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 亀岡市告示第７９号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から、告示事項の変更の届出があったの

で、同条第１０項の規定により告示する。 

 

   平成２７年４月２０日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

「出雲区」 

１ 変更があった事項及び内容 

   代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 森川  清 

２ 変更年月日 

   平成２７年４月１日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第８０号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から、告示事項の変更の届出があったの

で、同条第１０項の規定により告示する。 

 

   平成２７年４月２０日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

「横町自治会」 

１ 変更があった事項及び内容 

   代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 畑  公人 

２ 変更年月日 

   平成２７年４月１日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第８１号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から、告示事項の変更の届出があったの

で、同条第１０項の規定により告示する。 

 

   平成２７年４月２０日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

「東本梅町自治会」 

１ 変更があった事項及び内容 

   代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 野田 幸秀 

２ 変更年月日 

   平成２７年４月１日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 亀岡市告示第８２号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から、告示事項の変更の届出があったの

で、同条第１０項の規定により告示する。 

 

   平成２７年４月２０日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

「河原林町綾町区」 

１ 変更があった事項及び内容 

   代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 綾野 昌弘 

２ 変更年月日 

   平成２７年４月１日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第８３号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から、告示事項の変更の届出があったの

で、同条第１０項の規定により告示する。 

 

   平成２７年４月２０日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

「本梅町平松区」 

１ 変更があった事項及び内容 

   代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 西村  誠 

２ 変更年月日 

   平成２７年４月１日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第８４号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から、告示事項の変更の届出があったの

で、同条第１０項の規定により告示する。 

 

   平成２７年４月２０日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

「本梅町グリーンタウン区」 

１ 変更があった事項及び内容 

   代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 佐川 久一 

２ 変更年月日 

   平成２７年４月５日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 亀岡市告示第８５号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から、告示事項の変更の届出があったの

で、同条第１０項の規定により告示する。 

 

   平成２７年４月２０日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

「馬路町自治会」 

１ 変更があった事項及び内容 

   代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 中澤 基行 

２ 変更年月日 

   平成２７年４月１日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第８６号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から、告示事項の変更の届出があったの

で、同条第１０項の規定により告示する。 

 

   平成２７年４月２０日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

「吉川町穴川区」 

１ 変更があった事項及び内容 

   代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 楠  謙一 

２ 変更年月日 

   平成２７年４月５日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第８７号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から、告示事項の変更の届出があったの

で、同条第１０項の規定により告示する。 

 

   平成２７年４月２０日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

「東本梅町大内区」 

１ 変更があった事項及び内容 

   代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 中西 一之 

２ 変更年月日 

   平成２７年４月１日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 亀岡市告示第８８号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から、告示事項の変更の届出があったの

で、同条第１０項の規定により告示する。 

 

   平成２７年４月２０日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

「薭田野町太田区」 

１ 変更があった事項及び内容 

   代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 柳原 昌之 

２ 変更年月日 

   平成２７年４月５日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第８９号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から、告示事項の変更の届出があったの

で、同条第１０項の規定により告示する。 

 

   平成２７年４月２０日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

「学ケ丘区」 

１ 主たる事務所所在地の変更 

 ⑴ 省略 

 ⑵ 変更年月日 平成２７年４月１日 

２ 代表者の変更 

 ⑴ 代表者の住所及び氏名 

    住所 省略 

    氏名 和気  誠 

 ⑵ 変更年月日 

    平成２７年４月１日 

 ⑶ 変更理由 

    任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第９０号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から、告示事項の変更の届出があったの

で、同条第１０項の規定により告示する。 

 

   平成２７年４月２０日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

「本梅町ひらまつ台区」 

１ 主たる事務所所在地の変更 

 ⑴ 省略 

 ⑵ 変更年月日 平成２７年４月１２日 

２ 代表者の変更 

 ⑴ 代表者の住所及び氏名 

    住所 省略 

    氏名 立石 秀次郎 

 ⑵ 変更年月日 

    平成２７年４月１２日 

 ⑶ 変更理由 

    任期満了に伴う代表者の変更 

「掲示済」 
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 亀岡市告示第９１号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から、告示事項の変更の届出があったの

で、同条第１０項の規定により告示する。 

 

   平成２７年４月２０日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

「薭田野町鹿谷区」 

１ 変更があった事項及び内容 

   代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 髙田 佳直 

２ 変更年月日 

   平成２７年４月１日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第９２号 

 

 亀岡市国民健康保険条例施行規則（昭和５３

年亀岡市規則第２０号）第１２条第３項の規定

により、下記の国民健康保険被保険者証は無効

としたので告示する。 

 

   平成２７年４月２１日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

記 

 

亀１９１１－７１０１０ 

１ 保 険 者 

亀岡市（２６－００７－５） 

京都府亀岡市安町野々神８番地 

２ 交付した日 

平成２６年４月１日 

３ 無効になる日 

平成２７年４月２１日 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第９３号 

 

 亀岡市国民健康保険条例施行規則（昭和５３

年亀岡市規則第２０号）第１２条第３項の規定

により、下記の国民健康保険被保険者証は無効

としたので告示する。 

 

   平成２７年４月２２日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

記 

 

亀０５０９－３１０１０ 

１ 保 険 者 

亀岡市（２６－００７－５） 

京都府亀岡市安町野々神８番地 

２ 交付した日 

平成２６年４月１日 

３ 無効になる日 

平成２７年４月２２日 

 

「掲示済」 



 
亀 岡 市 公 報 

 100 

第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 亀岡市告示第９４号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から、告示事項の変更の届出があったの

で、同条第１０項の規定により告示する。 

 

   平成２７年４月２４日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

「古世町自治会」 

１ 変更があった事項及び内容 

   代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 藤井 昭一 

２ 変更年月日 

   平成２７年４月１９日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第９５号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から、告示事項の変更の届出があったの

で、同条第１０項の規定により告示する。 

 

   平成２７年４月２４日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

「東竪町自治会」 

１ 変更があった事項及び内容 

   代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 山口 昌明 

２ 変更年月日 

   平成２７年４月１日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第９６号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から、告示事項の変更の届出があったの

で、同条第１０項の規定により告示する。 

 

   平成２７年４月２４日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

「柳町自治会」 

１ 変更があった事項及び内容 

   代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 大槻 惠一 

２ 変更年月日 

   平成２７年４月１日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第９７号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から、告示事項の変更の届出があったの

で、同条第１０項の規定により告示する。 

 

   平成２７年４月２４日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

「河原林町勝林島上島区」 

１ 主たる事務所所在地の変更 

 ⑴ 亀岡市河原林町勝林島内垣地７７番地 

 ⑵ 変更年月日 平成２７年４月１８日 

２ 代表者の変更 

 ⑴ 代表者の住所及び氏名 

    住所 省略 

    氏名 関  吉廣 

 ⑵ 変更年月日 

    平成２７年４月１８日 

 ⑶ 変更理由 

    任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第９８号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から、告示事項の変更の届出があったの

で、同条第１０項の規定により告示する。 

 

   平成２７年４月２４日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

「河原林町北区」 

１ 変更があった事項及び内容 

   代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 中西 弘樹 

２ 変更年月日 

   平成２７年４月５日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第９９号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から、告示事項の変更の届出があったの

で、同条第１０項の規定により告示する。 

 

   平成２７年４月２４日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

「東別院町南掛区」 

１ 変更があった事項及び内容 

   代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 佐々木 実 

２ 変更年月日 

   平成２７年４月５日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第１００号 

 

 亀岡市公衆街路灯助成金交付要綱（昭和５３

年亀岡市告示第６号）の一部を次のように改正

する。 

 

   平成２７年４月３０日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

 第１条中「電気料金」の次に「及びＬＥＤ灯

具への灯具交換に係る費用」を加える。 

 第３条を次のように改める。 

 （助成金の交付対象等） 

第３条 助成金は、公衆街路灯を維持管理する

自治会等に対し交付するものとする。 

２ 電気料金に係る助成金の額は、１灯当たり

助成基準額の３分の２の額に灯数を乗じて得

た額以内の額とする。ただし、当該年度中に

電力会社の電気料金改定等により電気料金が

著しく変更された場合は、市長が認める範囲

内において、助成基準額を変更できるものと

する。 

３ 灯具交換に係る助成金は、前項の助成金の

対象となっている公衆街路灯のＬＥＤ灯具へ

の灯具交換を行い、電気料金の区分が１０ 

ワット超の区分から１０ワット以下の区分に

変更されたとき、１灯当たり１万円を助成す

るものとする。 

 別記第１号様式及び別記第２号様式を次のよ

うに改める。 
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   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施し、平成２７年度分の助成金から適用する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１０１号 

 

市道路線の区域変更に関する告示 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により、道路の区域を次のように変

更する。 

 なお、その関係図面は、亀岡市まちづくり推進部土木管理課において平成２７年５月１日から平

成２７年５月１４日まで一般の縦覧に供する。 

 

   平成２７年４月３０日 

 

                               亀岡市長 栗山正隆 

 

１（１）路線番号   ０１０８７ 

 （２）路 線 名   上矢田矢田口線 

 （３）道路の区域 

区         間 
変 更 
前後別 

最小幅員
延  長 備  考 

最大幅員

亀岡市中矢田町岸ノ上32番の1先から 

亀岡市上矢田町上垣内15番の4先まで 
前 

3.31ｍ
1,071.72ｍ 

 

10.45ｍ

亀岡市中矢田町岸ノ上32番の1先から 

亀岡市上矢田町上垣内15番の4先まで 
後 

3.31ｍ
1,071.72ｍ 

10.45ｍ

 



 
亀 岡 市 公 報 

 105

第８４４号平成２７年５月１５日発行 

２（１）路線番号   ０１２６７ 

 （２）路 線 名   クニッテルフェルド通 

 （３）道路の区域 

区         間 
変 更 
前後別 

最小幅員
延  長 備  考 

最大幅員

亀岡市追分町谷筋1番の1先から 

亀岡市篠町浄法寺中村16番の1先まで 
前 

10.40ｍ
1,658.18ｍ 

 

23.09ｍ

亀岡市追分町谷筋1番の1先から 

亀岡市篠町浄法寺中村16番の1先まで 
後 

10.40ｍ
1,658.18ｍ 

23.09ｍ

 

３（１）路線番号   ０２０２０ 

 （２）路 線 名   南掛栢原線 

 （３）道路の区域 

区         間 
変 更 
前後別 

最小幅員
延  長 備  考 

最大幅員

亀岡市東別院町南掛谷田口5番の4先から 

亀岡市東別院町鎌倉垂永14番の3先まで 
前 

3.00ｍ
2,854.34ｍ 

 

15.00ｍ

亀岡市東別院町南掛谷田口5番の4先から 

亀岡市東別院町鎌倉垂永14番の3先まで 
後 

3.00ｍ
2,854.34ｍ 

15.00ｍ

 

４（１）路線番号   １２００７ 

 （２）路 線 名   小川今津１号線 

 （３）道路の区域 

区         間 
変 更 
前後別 

最小幅員
延  長 備  考 

最大幅員

亀岡市千代川町今津2丁目15番の6先から 

亀岡市千代川町今津3丁目26番の9先まで 
前 

5.60ｍ
562.21ｍ 

 

9.93ｍ

亀岡市千代川町今津2丁目15番の6先から 

亀岡市千代川町今津3丁目26番の9先まで 
後 

5.60ｍ
562.21ｍ 

55.00ｍ
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５（１）路線番号   １３００７ 

 （２）路 線 名   池尻宇津根線 

 （３）道路の区域 

区         間 
変 更 
前後別 

最小幅員
延  長 備  考 

最大幅員

亀岡市馬路町滝ケ元1番の1先から 

亀岡市河原林町勝林島畑ケ田37番の3先まで 
前 

3.90ｍ
4,423.58ｍ 

 

15.41ｍ

亀岡市馬路町滝ケ元1番の1先から 

亀岡市河原林町勝林島畑ケ田37番の3先まで 
後 

3.90ｍ
4,423.58ｍ 

34.10ｍ

 

６（１）路線番号   １８１２４ 

 （２）路 線 名   新田線 

 （３）道路の区域 

区         間 
変 更 
前後別 

最小幅員
延  長 備  考 

最大幅員

亀岡市篠町篠洗川10番の2先から 

亀岡市篠町篠上長尾36番の2先まで 
前 

2.00ｍ
1,262.19ｍ 

 

4.48ｍ

亀岡市篠町篠洗川10番の2先から 

亀岡市篠町篠上長尾36番の2先まで 
後 

2.00ｍ
1,236.39ｍ 

4.48ｍ

 

７（１）路線番号   １９０２５ 

 （２）路 線 名   つつじケ丘１５号線 

 （３）道路の区域 

区         間 
変 更 
前後別 

最小幅員
延  長 備  考 

最大幅員

亀岡市東つつじケ丘都台2丁目30番の57先から

亀岡市東つつじケ丘都台2丁目30番の39先まで
前 

3.97ｍ
83.88ｍ 

 

4.06ｍ

亀岡市東つつじケ丘都台2丁目30番の57先から

亀岡市東つつじケ丘都台2丁目30番の39先まで
後 

3.97ｍ
83.88ｍ 

6.00ｍ

 

                                       「掲示済」 
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 亀岡市告示第１０２号 

 

市道路線の供用開始に関する告示 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、次の路線を平成２７年４

月３０日から供用開始する。 

 なお、その関係図面は、亀岡市まちづくり推進部土木管理課において平成２７年５月１日から平

成２７年５月１４日まで一般の縦覧に供する。 

 

   平成２７年４月３０日 

 

                               亀岡市長 栗山正隆 

 

１（１）路線番号   ０１０８７ 

 （２）路 線 名   上矢田矢田口線 

 （３）道路の区域 

区         間 
最小幅員

延  長 備  考 
最大幅員

亀岡市中矢田町岸ノ上３２番の１先から 

亀岡市上矢田町上垣内１５番の４先まで 

3.31ｍ
1,071.72ｍ 

 

10.45ｍ

 

２（１）路線番号   ０１２６７ 

 （２）路 線 名   クニッテルフェルド通 

 （３）道路の区域 

区         間 
最小幅員

延  長 備  考 
最大幅員

亀岡市追分町谷筋１番の１先から 

亀岡市篠町浄法寺中村１６番の１先まで 

10.40ｍ
1,658.18ｍ 

 

23.09ｍ
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３（１）路線番号   ０２０２０ 

 （２）路 線 名   南掛栢原線 

 （３）道路の区域 

区         間 
最小幅員

延  長 備  考 
最大幅員

亀岡市東別院町南掛谷田口５番の４先から 

亀岡市東別院町鎌倉垂永１４番の３先まで 

3.00ｍ
2,854.34ｍ 

 

15.00ｍ

 

４（１）路線番号   １３００７ 

 （２）路 線 名   池尻宇津根線 

 （３）道路の区域 

区         間 
最小幅員

延  長 備  考 
最大幅員

亀岡市馬路町滝ケ元１番の１先から 

亀岡市河原林町勝林島畑ケ田３７番の３先まで 

3.90ｍ
4,423.58ｍ 

 

34.10ｍ

 

５（１）路線番号   １８１２４ 

 （２）路 線 名   新田線 

 （３）道路の区域 

区         間 
最小幅員

延  長 備  考 
最大幅員

亀岡市篠町篠洗川１０番の２先から 

亀岡市篠町篠上長尾３６番の２先まで 

2.00ｍ
1,236.39ｍ 

 

4.48ｍ

 

６（１）路線番号   １９０２５ 

 （２）路 線 名   つつじケ丘１５号線 

 （３）道路の区域 

区         間 
最小幅員

延  長 備  考 
最大幅員

亀岡市東つつじケ丘都台２丁目３０番の５７先から 

亀岡市東つつじケ丘都台２丁目３０番の３９先まで 

3.97ｍ
83.88ｍ 

 

6.00ｍ

 

「掲示済」 
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訓 令 
 

 亀岡市訓令第４号 

 

               庁中一般 

 

 亀岡市情報化の推進に関する規程及び亀岡市

住民基本台帳ネットワークシステム運用管理規

程の一部を改正する訓令を次のように定める。 

 

   平成２７年４月１日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

亀岡市情報化の推進に関する規程

及び亀岡市住民基本台帳ネット 

ワークシステム運用管理規程の一

部を改正する訓令 

 

（亀岡市情報化の推進に関する規程の一部改

正） 

第１条 亀岡市情報化の推進に関する規程（平

成２５年亀岡市訓令第４号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 第１５条及び第１６条を削り、第１７条を

第１５条とする。 

（亀岡市住民基本台帳ネットワークシステム

運用管理規程の一部改正） 

第２条 亀岡市住民基本台帳ネットワークシス

テム運用管理規程（平成２６年亀岡市訓令第

１号）の一部を次のように改正する。 

 第１４条中「亀岡市情報セキュリティポリ

シー（平成１６年亀岡市庁達第２号）」を

「亀岡市情報セキュリティ対策基準規程（平

成２７年亀岡市訓令第５号）」に改める。 

 

   附 則 

 

 この訓令は、平成２７年４月１日から施行す

る。 

 

 

 

 亀岡市訓令第５号 

 

               庁中一般 

 

 亀岡市情報セキュリティ対策基準規程を次の

ように定める。 

 

   平成２７年４月１日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

亀岡市情報セキュリティ対策基準

規程 

 

目次 

第１章 総則（第１条－第４条） 

第２章 情報資産の分類及び管理等 

第１節 情報資産の分類及び管理（第５条

－第９条） 

第２節 基幹業務システムにおけるデータ

等の管理（第１０条－第１３条） 

第３章 人的セキュリティ 

第１節 職員等の責務（第１４条－第２１

条） 

第２節 情報セキュリティに関する啓発及

び周知（第２２条・第２３条） 

第４章 物理的セキュリティ 

第１節 執務室等での管理（第２４条） 

第２節 管理区域の管理（第２５条－第 

２７条） 

第３節 機器等に対する管理（第２８条－

第３４条） 
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第４節 記録媒体の取扱い及び管理（第 

３５条－第３７条） 

第５章 技術的セキュリティ 

第１節 コンピュータ及びネットワークの

管理（第３８条－第４６条） 

第２節 電子メールの取扱い及び管理（第

４７条－第４９条） 

第３節 アクセス制御（第５０条－第５３

条） 

第６章 情報システムの適正な運用 

第１節 情報システムの開発、導入及び保

守等（第５４条－第５９条） 

第２節 外部サービスの利用（第６０条・

第６１条） 

第３節 不正プログラム及び不正アクセス

対策（第６２条－第６６条） 

第４節 情報セキュリティの遵守状況の確

認及び対処（第６７条－第６９

条） 

第７章 情報セキュリティの脅威に対する緊

急時の対応 

第１節 緊急時対応計画の策定（第７０条

－第７３条） 

第２節 違反に対する対応（第７４条・第

７５条） 

第８章 情報セキュリティ対策の評価及び見

直し 

第１節 監査（第７６条－第８１条） 

第２節 自己点検（第８２条－第８４条） 

第３節 改善及び見直し（第８５条・第 

８６条） 

第９章 雑則（第８７条） 

附則 

 

    第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 この規程は、本市の情報セキュリティ

対策を実施するために必要となる統一的な基

準を定めることにより、情報資産を組織とし

て適切に管理し、運用を図るために必要な事

項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規程において使用する用語の意義

は、亀岡市情報化の推進に関する規程（平成

２５年亀岡市訓令第４号。以下「情報化推進

規程」という。）の例によるほか、次に掲げ

るところによる。 

⑴ 基幹業務システム 住民記録、税、国民

健康保険、国民年金、福祉等の情報を一括

的に処理するための情報システムをいう。 

⑵ 電算処理 基幹業務システムを使用して

行われる情報の入力、蓄積、加工、編集、

修正、更新、検索、消去、出力その他これ

らに類する処理をいう。 

⑶ 業務主管課 主に基幹業務システムに係

る電算処理業務を主管する課等をいう。 

⑷ 記録媒体 ＵＳＢメモリ、光ディスク、

磁気ディスク、フラッシュメモリその他の

電子情報を記録するための媒体をいう。 

⑸ ＵＳＢメモリ 記録媒体のうち、コン 

ピュータのＵＳＢコネクタ等に接続して使

用する持ち歩きが可能な記録媒体をいう。 

（適用範囲） 

第３条 この規程が適用される範囲は、本市の

情報資産に関する業務に携わる全ての職員等

（臨時的任用職員及び非常勤職員を含む。以

下「職員等」という。）とする。 

２ この規程が適用される情報資産は、ネット

ワーク及び情報システムで取り扱う構成機器

並びにネットワーク及び情報システムで取り

扱う全ての情報資産（紙等の有体物に出力さ

れた情報を含む。以下同じ。）とする。 

（情報セキュリティ対策の管理体制） 

第４条 情報セキュリティ対策における、最高

情報統括責任者、情報統括管理者、情報責任
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者、情報管理者、ネットワーク管理者及びシ

ステム業務管理者の権限及び責任は、情報化

推進規程に定めるもののほか、次に掲げると

ころによる。 

⑴ 最高情報統括責任者は、市における情報

システムの開発、管理、運用、変更等の実

施を決定する権限及び責任を有する。 

⑵ 情報統括管理者は、市における情報シス

テムの開発、管理、運用、変更等の実施に

ついて、必要な指示をする権限及び責任を

有する。 

⑶ 情報責任者は、所管する部等における情

報セキュリティ対策に関する権限及び責任

を有し、情報資産の管理及びこれに係る情

報セキュリティを適正に実施する。 

⑷ 情報管理者は、所管する課等における情

報資産を利用する職員等に対して、情報セ

キュリティ対策に関する指導及び監督を行

う権限及び責任を有する。情報管理者は、

情報責任者の命を受け、所管する課等にお

ける情報セキュリティ対策を実施する。 

⑸ ネットワーク管理者は、亀岡市地域イン

トラネット及び亀岡市地域イントラネット

を使用して構築された情報システムについ

て、情報セキュリティ対策の具体的な手順

等を明記した情報セキュリティ実施手順

（以下「実施手順」という。）を策定する

ものとする。 

⑹ システム業務管理者は、情報責任者の命

を受け、所管する情報システムの適正な管

理及び情報セキュリティ対策を実施すると

ともに、情報システムごとに実施手順を策

定するものとする。 

 

    第２章 情報資産の分類及び管理等 

      第１節 情報資産の分類及び管理 

 

（情報資産の分類） 

第５条 情報資産は、情報セキュリティの重要

性に応じ、次に掲げる分類に区分する。 

⑴ 重要性分類Ⅰ 亀岡市情報公開条例（平

成１２年亀岡市条例第３２号）第７条各号

に規定する不開示情報を含む情報資産 

⑵ 重要性分類Ⅱ 公にすることを予定して

いない情報資産（個人情報を含む情報資産

を除く。）及び情報セキュリティに対する

侵害が市の事務又は事業の執行等に重大な

影響を及ぼすおそれのある情報資産 

⑶ 重要性分類Ⅲ 前２号に掲げる情報資産

以外の情報資産 

２ 前項に掲げる情報資産の重要性分類の指定

は、情報責任者が行う。 

（情報資産の管理） 

第６条 ネットワーク管理者、情報管理者及び

システム業務管理者（以下「情報資産管理責

任者」という。）は、所管する情報資産を前

条第１項の分類に従い責任をもって適正に管

理しなければならない。 

２ 職員等は、情報システムで取り扱う情報を、

前条第１項の分類に従い責任をもって適正に

利用しなければならない。 

（情報資産の取扱い） 

第７条 職員等は、情報資産を取り扱う場合は、

次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

⑴ 業務上必要のない情報資産を作成し、又

は入手しないこと。 

⑵ 情報資産を作成し、又は入手したときは、

第５条の規定による重要性の分類を定める

こと。 

⑶ 業務以外の目的に情報資産を利用しない

こと。 

（情報資産の外部提供及び公表） 

第８条 重要性分類Ⅰに該当する情報資産等は、

法令又は条例の規定に基づく場合を除き、外

部に提供してはならない。 

２ 重要性分類Ⅰ及びⅡの情報を外部に提供す
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る者は、情報資産管理責任者の承認を得た上

で、必要に応じ暗号化及びパスワード設定を

行わなければならない。 

３ 情報資産管理責任者は、住民に公開する情

報資産について、完全性を確保しなければな

らない。 

（情報資産の送信） 

第９条 重要性分類Ⅰに該当する電子情報は、

電子メール等により送信してはならない。た

だし、他に合理的な方法がない場合には、情

報資産管理責任者の承認を得た上で、総合行

政ネットワーク（以下「ＬＧＷＡＮ」とい

う。）を利用し、暗号化及びパスワード設定

を行わなければならない。 

２ 重要性分類Ⅱに該当する電子情報を電子 

メール等により送信する必要がある場合は、

情報資産管理責任者の承認を得た上で、暗号

化及びパスワード設定を行わなければならな

い。 

３ 前２項により暗号化及びパスワード設定を

行う場合において、復号鍵又はパスワードは、

当該電子メール等以外の確実な方法により送

信先に伝達しなければならない。 

 

     第２節 基幹業務システムにおける

データ等の管理 

 

（データの使用） 

第１０条 業務主管課が保有する、基幹業務シ

ステムに係るデータ（以下この節において

「データ」という。）を、他の課等が使用し

電算処理を行う場合又は処理を外部に委託す

る場合は、データ使用承諾申請書（別記第１

号様式）により、業務主管課の承諾及びネッ

トワーク管理者の同意を得なければならない。 

（データの閲覧） 

第１１条 業務主管課以外の課が当該業務に関

するデータを閲覧する場合は、データ閲覧承

諾申請書（別記第２号様式）により、データ

を保有する業務主管課の承諾及びネットワー

ク管理者の同意を得なければならない。ただ

し、インターネットに公開されているデータ

については、この限りでない。 

（データの出力） 

第１２条 業務主管課が保有するデータを、電

算処理により帳票等に出力する場合は、あら

かじめデータ出力承諾申請書（別記第３号様

式）により、ネットワーク管理者の承諾を得

なければならない。 

２ 業務主管課が保有するデータを、他の課等

が電算処理により帳票等に出力する場合も前

項と同様とする。この場合、あらかじめデー

タを保有する業務主管課の同意を得るものと

する。 

３ 業務主管課が、電子計算機室で出力処理を

終えた帳票等を電子計算機室から搬出する場

合は、出力帳票等記録簿（別記第４号様式）

に必要事項を記入して電子計算機担当課職員

の確認を受けなければならない。 

（処理計画等の提出） 

第１３条 業務主管課は、翌月の電算処理計画

を電算処理計画書（別記第５号様式）により

当月の２０日までにネットワーク管理者に提

出しなければならない。 

２ ネットワーク管理者は、当月末までに翌月

の運用計画を電算処理運用計画書（別記第６

号様式）により情報統括管理者に提出するも

のとする。 

 

    第３章 人的セキュリティ 

     第１節 職員等の責務 

 

（職員等の役割及び責任） 

第１４条 職員等は、情報セキュリティ対策の

実施にあたり、次に掲げる事項を遵守しなけ

ればならない。 
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⑴ この規程及び実施手順に定められている

事項を遵守すること。 

⑵ この規程及び実施手順について不明な点

及び遵守することが困難な点がある場合は、

速やかに情報管理者に報告し、指示等を仰

ぐこと。 

⑶ 電子計算機等を業務以外の目的に使用し

ないこと。 

⑷ 使用を許可された情報システムを、最大

の注意義務をもって使用すること。 

⑸ パソコン、記録媒体、情報資産及びソフ

トウェア等を外部へ持ち出さないこと。た

だし、情報管理者の許可を得たときは、こ

の限りでない。 

⑹ 私物のパソコン及び記録媒体を業務に使

用しないこと。ただし、情報管理者の許可

を得たときは、この限りでない。 

⑺ 情報漏えい及び不正操作を防止するため、

離席するときは、パスワード入力が必要な

画面に戻す等、情報システムの業務内容及

び機能に応じて適切な対策を講じること。 

⑻ 異動、退職等により業務を離れる場合に

は、利用していた情報資産を返却すること。

また、その後も業務上知り得た情報を漏ら

さないこと。 

（臨時的任用職員等に対する指導） 

第１５条 情報管理者は、臨時的任用職員、非

常勤職員、外部委託事業者等に情報資産を取

り扱わせる場合は、この規程及び実施手順の

内容を遵守させる等取扱いに関する適切な指

導を行わなければならない。 

２ ネットワーク管理者及び情報管理者は、臨

時的任用職員又は非常勤職員の採用の際、必

要に応じ、情報セキュリティ対策基準等を遵

守する旨の同意書への署名を求めるものとす

る。 

３ ネットワーク管理者は、臨時的任用職員又

は非常勤職員にパソコン等の端末による作業

を行わせる場合において、インターネットへ

の接続及び電子メールの使用等が不要の場合、

これを利用できないようにしなければならな

い。 

（パスワードの管理） 

第１６条 職員等は、自己の保有するＩＤ及び

パスワード（以下「パスワード」という。）

の管理について、次に掲げる事項を遵守しな

ければならない。 

⑴ パスワードを他者に知られないよう厳重

に管理すること。 

⑵ パスワードを秘密にし、パスワードの照

会等には一切応じないこと。 

⑶ 職員等の間でパスワードを共有しないこ

と。 

⑷ パソコン等にパスワードを記憶させない

こと。 

⑸ パスワードを他者に知られた場合又は知

られた可能性がある場合は、直ちにネット

ワーク管理者及びシステム業務管理者に報

告すること。 

（ＩＣカードの管理） 

第１７条 職員等は、自己の保有するＩＣカー

ドの管理について、次に掲げる事項を遵守し

なければならない。 

⑴ ＩＣカードを貸与しないこと。 

⑵ ＩＣカードを紛失又は毀損した場合若し

くは盗難、詐取等にあった場合（以下「紛

失等」という。）は、直ちにネットワーク

管理者及び情報管理者に報告すること。 

２ ネットワーク管理者及び情報管理者は、紛

失等の報告を受けたときは、直ちに該当する

ＩＣカードの利用を無効とする措置を講じな

ければならない。 

（業務に利用するソフトウェア） 

第１８条 職員等は、端末の誤動作、コン  

ピュータウイルスの感染等を防止するため、

パソコン等の端末に無断でソフトウェアを導
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入してはならない。 

２ 職員等は、情報管理者が業務上特に必要と

認め、ネットワーク管理者がパソコン等の端

末の動作に支障がないと認める場合は、定め

られたソフトウェア以外のソフトウェアを、

パソコン等の端末に導入することができる。 

３ 前項の場合において、情報管理者は、事前

にパソコン環境変更申請書（別記第７号様

式）によりネットワーク管理者の許可を得な

ければならない。 

４ ネットワーク管理者及び情報管理者は、導

入したソフトウェアのライセンスを管理しな

ければならない。 

５ 職員等は、不正にコピーしたソフトウェア

を利用してはならない。 

（機器構成の変更） 

第１９条 職員等は、端末の誤動作、保守の困

難化等を防止するため、パソコン等の端末に

対し無断で設定の変更、機器の改造及び増

設・交換を行ってはならない。 

２ 職員等は、情報管理者が業務上特に必要と

認め、ネットワーク管理者がパソコン等の端

末の動作に支障がないと認める場合は、設定

の変更、機器の改造及び増設・交換を行うこ

とができる。 

３ 前項の場合において、情報管理者は、事前

に前条第３項に規定する申請書によりネット

ワーク管理者の許可を得なければならない。 

４ 職員等は、ネットワーク機器の設定を変更

してはならない。 

５ 職員等は、ネットワーク管理者の許可なく

パソコン等の端末をネットワークに接続して

はならない。 

（職員等によるコンピュータウイルス対策） 

第２０条 職員等は、情報システムへのコン 

ピュータウイルス感染を防止するため、次に

掲げる事項を遵守しなければならない。 

⑴ 記録媒体、電子メール等によりデータ又

はソフトウェアを外部から取り入れる場合

又は外部にデータを送付する場合は、必ず

コンピュータウイルスチェックを行うこと。 

⑵ ネットワーク管理者が提供するコン  

ピュータウイルスに関する情報及び指導を

常に確認し、その情報及び指導に従い必要

な措置を講じること。 

⑶ コンピュータウイルス対策ソフトウェア

の設定を許可なく変更しないこと。 

⑷ コンピュータウイルスが発見された場合

は、直ちに情報システムの利用を中止し、

情報管理者を通じてネットワーク管理者に

報告するとともに、ネットワーク管理者の

指示に従うこと。 

（セキュリティ事故等に対する報告） 

第２１条 職員等は、情報セキュリティに対す

る事故、情報システム上の欠陥及び誤動作等

を発見したとき、又は住民等からの連絡を受

けたときは、速やかにネットワーク管理者及

びシステム業務管理者に報告しなければなら

ない。 

２ 職員等は、使用する電子計算機等に事故が

発生した場合は、ネットワーク管理者及び情

報管理者に報告しなければならない。 

３ ネットワーク管理者、システム業務管理者

又は情報管理者は、報告のあった事故等につ

いて、セキュリティ事故報告書（別記第８号

様式）又は電子計算機等事故発生報告書（別

記第９号様式）により情報統括管理者に報告

しなければならない。 

４ 情報統括管理者は、当該事故等の復旧に必

要な措置について、ネットワーク管理者、シ

ステム業務管理者又は情報管理者に指示する

とともに、当該事故等が外部に重大な影響を

及ぼすおそれがある場合には、最高情報統括

責任者に報告し必要な指示を仰がなければな

らない。 

５ ネットワーク管理者、システム業務管理者
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又は情報管理者は、これらの事故等を分析し、

再発防止のための情報として記録し、適切に

保存しなければならない。また、事故原因の

究明結果から、再発防止策を検討し、最高情

報統括責任者に報告しなければならない。 

６ 最高情報統括責任者は、情報統括管理者か

ら事故等について報告を受けた場合は、その

内容を確認し、再発防止策を実施するために

必要な措置を指示しなければならない。 

 

     第２節 情報セキュリティに関する

啓発及び周知 

 

（情報セキュリティに関する啓発及び周知） 

第２２条 最高情報統括責任者は、職員等に対

し、情報セキュリティについての啓発を行わ

なければならない。 

２ 情報管理者は、所属する職員等に対して、

情報セキュリティに関する周知を行い、その

徹底を図らなければならない。 

（情報セキュリティに関する教育及び訓練） 

第２３条 最高情報統括責任者は、職員等に対

し、その役割に応じた情報セキュリティに関

する研修を実施しなければならない。 

２ 職員等は、定められた研修に参加し、情報

セキュリティ及び実施手順を理解し、情報セ

キュリティ上の問題を生じさせないようにし

なければならない。 

 

    第４章 物理的セキュリティ 

     第１節 執務室等での管理 

 

（執務室等での管理） 

第２４条 執務等を行う場所（以下「執務室

等」という。）の施設に関する警備、施錠等

の物理的情報セキュリティ対策は、施設の管

理責任者及び情報管理者が行わなければなら

ない。 

２ 職員等は、執務室等に配置した端末につい

て、盗難防止のため、ワイヤー等による固定

又は施錠可能な保管庫に収納できるものは、

業務が終了した時点で収納し厳重に保管しな

ければならない。 

３ 職員等は、第三者に情報を閲覧されること

がないようにしなければならない。 

４ 職員等は、端末及び記録媒体について、第

三者に使用されることがないよう管理しなけ

ればならない。 

５ 職員等は、電算処理端末としてパソコンを

使用する場合の操作時間は、午前８時３０分

から午後５時１５分までとしなければならな

い。 

６ 前項に規定する時間外において操作すると

きは、あらかじめネットワーク管理者にパソ

コン操作時間延長申請書（別記第１０号様

式）を提出し、承諾を得なければならない。 

 

     第２節 管理区域の管理 

 

（管理区域の管理） 

第２５条 ネットワーク管理者は、サーバ等、

特に重要な情報システムの設置及び運用を行

うための部屋（以下「管理区域」という。）

について、火災その他の災害及び盗難等に備

え次に掲げる措置を講じなければならない。 

⑴ 管理区域内の機器等に、転倒及び落下防

止等の耐震対策、防火措置、防水措置等を

行うこと。 

⑵ 管理区域内に設置する消火剤や消防用設

備等が、機器及び記録媒体等に影響を与え

るものでないこと。 

⑶ 施設管理部門と連携して、管理区域から

外部に通ずるドアは必要最小限とし、鍵、

監視装置、警報装置等によって許可されて

いない立入りを防止すること。 

⑷ 施設管理部門と連携して、管理区域を囲
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む外壁等の床下開口部を全て塞ぎ、外部か

らの侵入が容易にできないようにすること。 

⑸ 管理区域内の情報システムに関連しない

機器、通信回線装置、記録媒体等を持ち込

ませないこと。 

（管理区域の入退室管理） 

第２６条 ネットワーク管理者は、管理区域へ

の入退室を許可された者のみに制限し、ＩＣ

カード、指紋認証等の生体認証又は入退室管

理簿の記載による入退室管理を行わなければ

ならない。 

２ 管理区域へ入室が認められた職員等は、入

退室記録簿（別記第１１号様式）に入退室時

間、氏名及び用件を記入しなければならない。 

３ ネットワーク管理者は、外部委託事業者等

を、管理区域に入室させる場合、必要に応じ

身分証明書等の提示を求めるものとする。 

４ ネットワーク管理者は、外部からの訪問者

が管理区域に入る場合には、必要に応じて立

入区域を制限した上で、管理区域への入退室

を許可された職員等が付き添うものとし、外

見上職員等と区別できる措置を講じなければ

ならない。 

（管理区域の機器等の搬入出） 

第２７条 ネットワーク管理者は、管理区域へ

搬入する機器等が、既存の情報システムに与

える影響について、あらかじめ職員又は委託

した事業者に確認を行わせなければならない。 

２ ネットワーク管理者は、管理区域の機器等

の搬入出について、職員を立ち会わせなけれ

ばならない。 

 

     第３節 機器等に対する管理 

 

（機器の取付け） 

第２８条 新たにネットワーク機器及び情報シ

ステム機器等を設置又は更新する場合は、最

高情報統括責任者とあらかじめ協議しなけれ

ばならない。 

２ 情報資産管理責任者は、ネットワーク機器

及び情報システム機器等の取付けを行う場合、

火災、水害、ほこり、振動、温度、湿度等の

影響を可能な限り排除した施錠可能な区画内

に設置し、容易に取り外せないよう適切に固

定する等、必要な措置を講じなければならな

い。 

３ 情報資産管理責任者は、システムの停止に

より、行政事務の執行等に重大な影響を及ぼ

すおそれがあるものについて二重化等を行い、

同一データを保持し、システムの運用が停止

しないように努めなければならない。 

（機器の電源） 

第２９条 情報資産管理責任者は、施設管理部

門と連携して、ネットワーク機器及び情報シ

ステム機器等の電源について、当該機器を適

切に停止するまでの間に十分な電力を供給す

る容量の予備電源を備え付けなければならな

い。 

２ 情報資産管理責任者は、施設管理部門と連

携して、落雷等による過電流に対して、ネッ

トワーク機器及び情報システム機器等を保護

するための措置を講じなければならない。 

（通信ケーブル等の配線） 

第３０条 職員等は、通信ケーブル及び電源 

ケーブルを損傷しないよう適切に取り扱うと

ともに、ネットワーク管理者の許可なく通信

ケーブルの配線を変更又は追加してはならな

い。 

２ ネットワーク管理者及びシステム業務管理

者は、施設管理部門と連携して、通信ケーブ

ル及び電源ケーブルの損傷等を防止するため

に、配線収納管を使用する等必要な措置を講

じなければならない。 

３ ネットワーク管理者及びシステム業務管理

者は、主要な箇所の通信ケーブル及び電源 

ケーブルについて、施設管理部門から損傷等
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の報告があった場合、連携して対応しなけれ

ばならない。 

４ ネットワーク管理者及びシステム業務管理

者は、ネットワーク接続口を他者が容易に接

続できない場所に設置する等適切に管理しな

ければならない。 

（機器等の定期保守及び修理） 

第３１条 ネットワーク管理者及びシステム業

務管理者は、重要性分類Ⅰ及びⅡの情報を記

録したそれぞれが所管する情報システム機器

について、定期保守を実施しなければならな

い。 

２ ネットワーク管理者及びシステム業務管理

者は、記録媒体を内蔵する機器を外部の事業

者に修理させる場合は、内容を消去し、又は

内容を消去できない場合においては、事業者

と守秘義務契約を締結する等、機密保持の措

置を講じなければならない。 

（市の施設以外への機器の設置） 

第３２条 ネットワーク管理者及びシステム業

務管理者は、市の施設以外の場所に情報シス

テムを設置し、又は事業者等が設置する情報

システムを利用しようとする場合は、必要な

情報セキュリティ対策が十分に確保されてい

ることを確認し、最高情報統括責任者の承認

を受けなければならない。また、定期的に当

該機器への情報セキュリティ対策状況につい

て確認しなければならない。 

（機器の廃棄等） 

第３３条 ネットワーク管理者及びシステム業

務管理者は、情報システム機器を廃棄、リー

ス返却等をする場合、機器内部の記憶装置か

ら、全ての情報を消去の上、復元不可能な状

態にする措置を講じなければならない。 

（庁舎内の通信回線等の管理） 

第３４条 情報統括管理者は、庁舎内の通信回

線及び通信回線装置を施設管理部門と連携し、

適切に管理しなければならない。また、通信

回線及び通信回線装置に関連する文書を適切

に保管しなければならない。 

２ 情報統括管理者は、外部へのネットワーク

接続を必要最低限に限定し、できる限り接続

ポイントを減らさなければならない。 

３ 情報統括管理者は、行政系のネットワーク

をＬＧＷＡＮに集約するように努めなければ

ならない。 

４ 情報統括管理者は、重要性分類Ⅰ及びⅡの

情報を取り扱う情報システムに通信回線を接

続する場合、必要なセキュリティ水準を検討

の上、適切な回線を選択しなければならない。

また、必要に応じ、送受信される情報の暗号

化を行わなければならない。 

５ 情報統括管理者は、重要性分類Ⅰ及びⅡの

情報を取り扱う情報システムが接続される通

信回線について、継続的な運用を可能とする

回線を選択しなければならない。また、必要

に応じ、回線を冗長構成にする等の措置を講

じなければならない。 

６ ネットワークに使用する回線は、送信途上

においてデータの破壊、盗聴、改ざん、消去

等が生じないように十分なセキュリティ対策

が実施されたものでなければならない。 

 

     第４節 記録媒体の取扱い及び管理 

 

（記録媒体の管理） 

第３５条 情報資産管理責任者は、情報資産の

分類に従って、情報資産の盗用、漏えい、紛

失及び破損等を防止するため、記録媒体につ

いて、次に掲げるとおり、適切な管理を行わ

なければならない。 

⑴ 最終的に確定したデータを記録した記録

媒体は、書込禁止措置を行ったうえで保管

すること。 

⑵ 重要性分類Ⅰ及びⅡの情報を記録した記

録媒体を保管する場合、施錠可能な場所に
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保管すること。 

⑶ 情報システムのバックアップで取得した

データを記録する記録媒体を長期保管する

場合は、自然災害を被る可能性が低い地域

への保管を考慮すること。 

⑷ 重要性分類Ⅰ及びⅡの情報を記録した記

録媒体の搬送にあたっては、必要に応じ鍵

付きのケース等に格納し、暗号化又はパス

ワードの設定を行う等、情報資産の不正利

用を防止するための措置を講じること。 

⑸ 重要性分類Ⅰ及びⅡの情報を記録した記

録媒体を運搬する者は、情報資産管理責任

者に許可を得ること。 

（記録媒体の廃棄） 

第３６条 重要性分類Ⅰ及びⅡの情報を記録し

た記録媒体が不要となった場合は、当該記録

媒体の初期化等、データを復元できないよう

に処置した上で廃棄しなければならない。 

２ 記録媒体の廃棄を行う者は、行った処理に

ついて、日時、担当者及び処理内容を記録し

なければならない。 

３ 記録媒体の廃棄を行う者は、情報資産管理

責任者に許可を得なければならない。 

（ＵＳＢメモリの取扱い） 

第３７条 情報管理者は、ＵＳＢメモリを使用

しようとするときは、ＵＳＢメモリ等使用申

請書（別記第１２号様式）をネットワーク管

理者に提出し、その承認を受けなければなら

ない。この場合において、承認する期間は、

当該年度内とする。 

２ 前項の規定により使用するＵＳＢメモリは、

ハードウェア暗号化及びパスワードによる認

証をすることができるものでなければならな

い。 

３ 職員等は、情報資産の盗用、漏えい、紛失

及び破損等を防止するため、ＵＳＢメモリを

外部に持ち出してはならない。ただし、次の

各号のいずれかに該当する場合は、情報管理

者は、その持出しを職員又は守秘義務を明記

した契約等を締結した外部事業者に行わせる

とともに、ＵＳＢメモリの物理的な保護措置

の指示を出し、ＵＳＢメモリ等管理台帳（別

記第１３号様式）に記載し、許可を与えるこ

とができる。 

⑴ 所属する課等以外に情報を持ち出す必要

がある場合 

⑵ 国、地方公共団体及び外部委託事業者等

との情報の交換が必要な場合 

⑶ その他特に必要と認められる場合 

４ 前項各号の理由により外部に持ち出したＵ

ＳＢメモリは、その使用後は速やかに記録し

た情報の削除を行い、情報管理者に報告しな

ければならない。 

５ 情報管理者は、ＵＳＢメモリを使用しない

ときは、施錠した場所に保管し、かつ、類推

されにくいパスワードを設定するなど、紛失

又は盗難を防止する措置を講じなければなら

ない。 

６ 情報管理者は、ＵＳＢメモリを紛失し、又

は盗難にあった場合は、直ちにその状況を調

査し、必要な措置を講じるとともに、その旨

をネットワーク管理者に報告しなければなら

ない。 

 

    第５章 技術的セキュリティ 

第１節 コンピュータ及びネット 

ワークの管理 

 

（ファイルサーバの設定等） 

第３８条 ネットワーク管理者は、職員等が使

用できるファイルサーバの容量を設定し、職

員等に周知しなければならない。 

２ ネットワーク管理者は、ファイルサーバを

課室等の単位で構成し、職員等が他課室等の

フォルダ及びファイルを閲覧及び使用できな

いように、設定しなければならない。 
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３ ネットワーク管理者は、住民の個人情報、

人事記録等、特定の職員等しか取り扱えない

データについて、別途ディレクトリを作成す

る等の措置を講じ、同一課室等であっても、

担当職員以外の職員等が閲覧及び使用できな

いようにしなければならない。 

（アクセス記録の取得等） 

第３９条 ネットワーク管理者及びシステム業

務管理者は、アクセス記録及び情報セキュリ

ティの確保に必要な記録（以下「アクセス記

録等」という。）を取得し、窃取、改ざん、

誤消去等を防止する措置を講じた上で一定期

間保存しなければならない。 

２ ネットワーク管理者及びシステム業務管理

者は、取得したアクセス記録等を定期的に点

検又は分析する機能を設け、必要に応じて悪

意ある第三者等からの不正侵入、不正操作等

の有無について点検又は分析を実施しなけれ

ばならない。 

（情報システム仕様書等の管理） 

第４０条 ネットワーク管理者及びシステム業

務管理者は、ネットワーク構成図、情報シス

テム仕様書について、記録媒体の形態に関わ

らず、業務上必要とする者以外の者が閲覧し

たり、紛失したりすることがないよう、適切

な管理をしなければならない。 

（情報資産のバックアップ） 

第４１条 ネットワーク管理者及びシステム業

務管理者は、ファイルサーバ等に記録された

情報資産について、サーバの二重化対策実施

の有無に関わらず、必要に応じて定期的に情

報資産のバックアップを実施しなければなら

ない。 

（ネットワークのアクセス制御） 

第４２条 ネットワーク管理者及びシステム業

務管理者は、不正アクセスを防止するため、

ネットワークのアクセス制御について、適切

な措置を講じなければならない。 

（外部の者が利用できるシステムの分離） 

第４３条 ネットワーク管理者及びシステム業

務管理者は、インターネット等により外部の

者が利用できるシステムについて、必要に応

じ他のネットワーク及び情報システムと物理

的に分離する等の措置を講じなければならな

い。 

（外部ネットワークとの接続制限） 

第４４条 ネットワーク管理者及びシステム業

務管理者は、所管するネットワークを外部 

ネットワークと接続しようとする場合には、

最高情報統括責任者及び情報統括管理者の許

可を得なければならない。 

２ ネットワーク管理者及びシステム業務管理

者は、外部ネットワークとの接続にあたり、

当該外部ネットワークのネットワーク構成、

機器構成、セキュリティ技術等を詳細に調査

し、適用範囲における情報資産に影響が生じ

ないことを確認しなければならない。 

３ ネットワーク管理者及びシステム業務管理

者は、当該外部ネットワークのかしにより本

市のデータの漏えい、破壊、改ざん又はシス

テムダウン等による業務への影響が生じた場

合に対応するため、必要に応じて当該外部 

ネットワークの管理責任者による損害賠償責

任を契約上担保するよう努めなければならな

い。 

４ 接続した外部ネットワークのセキュリティ

に問題が認められ、適用範囲における情報資

産に脅威が生じることが想定される場合には、

ネットワーク管理者及びシステム業務管理者

は当該外部ネットワークとの接続を物理的に

遮断しなければならない。 

（複合機のセキュリティ管理） 

第４５条 情報統括管理者は、複合機を調達す

る場合、当該複合機が備える機能、設置環境

並びに取り扱う情報資産の分類及び管理方法

に応じ、適切なセキュリティ要件を策定しな
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ければならない。 

２ 情報統括管理者は、複合機の運用を終了す

る場合、複合機の持つ電磁的記録媒体の全て

の情報を抹消又は再利用できないようにする

対策を講じなければならない。 

（無線ＬＡＮによる通信の禁止） 

第４６条 ネットワーク管理者及びシステム業

務管理者は、職員に無線ＬＡＮを利用して電

子情報を送信させ、又は受信させてはならな

い。ただし、業務上やむを得ない事情があり、

情報統括管理者が認めたときは、この限りで

はない。 

２ 情報統括管理者は、前項ただし書の規定に

より無線ＬＡＮによる通信を認める場合は、

解読が困難な暗号化及び認証技術の使用を義

務づけなければならない。 

 

第２節 電子メールの取扱い及び管

理 

 

（電子メールのセキュリティ対策） 

第４７条 ネットワーク管理者は、電子メール

の不正な第三者中継を不可能とするよう、電

子メールサーバの設置を行わなければならな

い。 

２ ネットワーク管理者は、電子メールの送受

信容量の上限を設定し、上限を超える電子 

メールの送受信を不可能にしなければならな

い。 

３ ネットワーク管理者は、セキュリティ上問

題があると思われる添付ファイルについて、

送受信を制限できるようにしなければならな

い。 

（電子メールの利用制限） 

第４８条 職員等は、業務上必要のない送信先

に電子メールを送信してはならない。 

２ 職員等は、複数の宛先に電子メールを送信

する場合、必要がある場合を除き他の送信先

の電子メールアドレスがわからないようにし

なければならない。 

３ 職員等は、重要な電子メールを誤送信した

場合、情報管理者に報告しなければならない。 

４ 職員等は、自動転送機能を用いて、電子 

メールを転送してはならない。 

５ 職員等は、インターネットで利用できるフ

リーメール、ネットワークストレージサービ

ス等を使用してはならない。ただし、業務上

必要な場合は、ネットワーク管理者及び情報

管理者の許可を得て利用することができる。 

（電子署名・暗号化） 

第４９条 職員等は、情報資産の分類により定

めた取扱制限に従い、外部に送るデータの機

密性又は完全性を確保することが必要な場合

には、最高情報統括責任者が定める電子署名、

暗号化又はパスワード設定等、セキュリティ

を考慮して、送信しなければならない。 

２ 職員等は、暗号化を行う場合に最高情報統

括責任者が定める以外の方法を用いてはなら

ない。また、最高情報統括責任者が定める方

法で暗号のための鍵を管理しなければならな

い。 

 

     第３節 アクセス制御 

 

（利用者の識別及び認証） 

第５０条 ネットワーク管理者及びシステム業

務管理者は、所管するネットワーク又は情報

システムに権限がない職員等がアクセスする

ことが不可能となるように、利用者の識別及

び認証等適切な対応を行わなければならない。 

（利用者ＩＤ等の管理） 

第５１条 ネットワーク管理者及びシステム業

務管理者は、所管する情報システムの利用者

ＩＤを適切に管理し、サーバ等へのログイン

に関して、不正なログインを防止するため、

利用者ＩＤの設定及びパスワードの設定等の
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対策を講じなければならない。 

（管理者権限） 

第５２条 情報統括管理者及びネットワーク管

理者は、管理者権限等の特権を付与されたＩ

Ｄを利用する者を必要最小限にし、当該ＩＤ

のパスワードの漏えい等が発生しないよう、

当該ＩＤ及びパスワードを厳重に管理しなけ

ればならない。 

２ 情報統括管理者及びネットワーク管理者は、

管理者権限等によるネットワーク及び情報シ

ステムへの接続時間を必要最小限に制限しな

ければならない。 

（パスワードに関する情報の管理） 

第５３条 ネットワーク管理者及びシステム業

務管理者は、職員等のパスワードに関する情

報を厳重に管理しなければならない。 

２ ネットワーク管理者及びシステム業務管理

者は、パスワードファイルを不正利用から保

護するため、オペレーティングシステム等で

パスワード設定のセキュリティ強化機能があ

る場合は、これを活用しなければならない。 

 

    第６章 情報システムの適正な運用 

第１節 情報システムの開発、導入

及び保守等 

 

（情報システムの調達） 

第５４条 ネットワーク管理者及びシステム業

務管理者は、情報システムの調達にあたって

は、調達に関する仕様書類に必要とする技術

的なセキュリティ機能を明記しなければなら

ない。 

２ 機器及びソフトウェアの調達にあたっては、

当該製品のセキュリティ機能を調査し、情報

セキュリティ上問題のないことを確認しなけ

ればならない。 

（情報システムの開発等） 

第５５条 ネットワーク管理者及びシステム業

務管理者は、ネットワーク及び情報システム

の開発、導入、更新及び運用保守にあたって

は、次の事項を定めるものとする。 

⑴ 責任者及び監督者 

⑵ 作業者及び作業範囲 

⑶ 開発するシステムと運用中のシステムと

の分離 

⑷ 開発、保守に関する設計仕様等の成果物

の提出 

⑸ セキュリティ上問題となり得るおそれの

あるハードウェア及びソフトウェアの使用

禁止 

⑹ アクセス制限 

⑺ 機器の搬入出の際の許可及び確認 

⑻ 記録の提出義務 

⑼ 仕様書・マニュアル等の定められた場所

への保管 

⑽ 情報システムに係るソースコードの適切

な方法での保管 

⑾ 開発、保守を行った者の利用者ＩＤ、パ

スワード等の当該開発、保守終了後に不要

となった時点での速やかな抹消 

⑿ 情報システムセキュリティ実施手順書等

の整備 

２ ネットワーク管理者及びシステム業務管理

者は、ネットワーク及び情報システムの開発、

導入、更新及び運用保守にあたっては、不正

にコピーしたソフトウェア及び個人所有のソ

フトウェアの導入又は使用等、問題のある行

為が発生しないようにしなければならない。 

（情報システムの移行） 

第５６条 ネットワーク管理者及びシステム業

務管理者は、システム開発・保守及びテスト

環境からシステム運用環境への移行について、

システム開発・保守計画の策定時に手順を明

確にしなければならない。また、移行の際、

情報システムに記録されているデータの保存

を確実に行い、移行に伴う情報システムの停
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止等の影響が最小限になるよう配慮しなけれ

ばならない。 

２ ネットワーク管理者及びシステム業務管理

者は、新たに情報システムを導入する際には、

既に稼働している情報システムに接続する前

に、十分な試験を行わなければならない。ま

た、既存の情報システムを更新する際には、

既に稼働している情報システムとの連携にお

いて、十分な試験を行わなければならない。 

３ ネットワーク管理者及びシステム業務管理

者は、テスト環境による動作確認後に情報シ

ステムの移行を行わなければならない。また、

作業については、作業経過を確認しながら実

施するとともに、作業内容を記録しなければ

ならない。 

４ ネットワーク管理者及びシステム業務管理

者は、原則として個人情報及び機密性の高い

データを試験データに使用してはならない。

ただし、合理的な理由がある場合で、情報統

括管理者が許可した場合は、この限りでない。 

５ ネットワーク管理者及びシステム業務管理

者は、試験に使用したデータ及びその結果を

一定期間厳重に管理しなければならない。 

（情報システムの入出力データ） 

第５７条 ネットワーク管理者及びシステム業

務管理者は、情報システムに入力されるデー

タについて、範囲、妥当性のチェック機能及

び不正な文字列等の入力を除去する機能を必

要に応じて組み込むように情報システムを設

計しなければならない。 

２ ネットワーク管理者及びシステム業務管理

者は、情報システムから出力されるデータは、

保存された情報の処理が正しく反映され、出

力されるように情報システムを設計しなけれ

ばならない。 

（ソフトウェアの保守及び更新） 

第５８条 ネットワーク管理者及びシステム業

務管理者は、ソフトウェア等を更新、又は修

正プログラムを導入する場合、不具合及び他

のシステムとの相性の確認を行い、計画的に

更新し、又は導入しなければならない。 

２ ネットワーク管理者及びシステム業務管理

者は、情報セキュリティに重大な影響を及ぼ

す不具合に対する修正プログラムについて、

速やかに対応を行わなければならない。 

（情報システムの変更管理） 

第５９条 ネットワーク管理者及びシステム業

務管理者は、情報システムを変更した場合、

プログラム仕様書等の変更履歴を作成しなけ

ればならない。また、窃取、改ざん等をされ

ないように適切に管理を行わなければならな

い。 

 

     第２節 外部サービスの利用 

 

（外部委託に関する管理） 

第６０条 ネットワーク管理者及びシステム業

務管理者は、情報システムに関する企画、開

発、保守、運用等及び電子計算機処理の一部

又は全部を市以外の者に請け負わせる場合に

は、委託に係る契約書等に次に掲げる事項を

必要に応じて明記しなければならない。 

⑴ 業務上知り得た情報の守秘義務に関する

事項 

⑵ 再委託の禁止又は制限に関する事項 

⑶ 情報及び関連資料の第三者への提供の禁

止並びに目的外の使用の禁止に関する事項 

⑷ 情報及び関連資料の取扱者の限定並びに

複写及び複製の禁止に関する事項 

⑸ 記録媒体及び端末の取扱いに関する事項 

⑹ 事故発生時の報告義務及び立入調査に応

ずる義務 

⑺ 契約に違反した場合における契約の解除

及び損害賠償に関する事項 

⑻ 委託業務終了時の情報及び関連資料の返

還、廃棄等に関する事項 
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２ 前項に加えて、次に掲げる事項を必要に応

じて契約書等に明記するよう努めるものとす

る。 

⑴ 提供されるサービスレベルの保証に関す

る事項 

⑵ 外部委託事業者の従業員に対する研修の

実施に関する事項 

⑶ 外部委託事業者にアクセスを許可する情

報の種類と範囲、アクセス方法 

⑷ 委託業務の定期報告及び緊急時報告義務

に関する事項 

⑸ 外部施設等への搬送時における盗聴、不

正コピー等の防止に関する事項 

３ ネットワーク管理者及びシステム業務管理

者は、外部委託事業者のセキュリティ確保へ

の取組状況、情報セキュリティマネジメント

システムに係る認証取得の状況、個人情報保

護に関する取組状況の調査を行うとともに、

契約締結後においても、定期的に又は随時、

調査を行い、安全の確保に努めなければなら

ない。 

（ソーシャルメディアサービスの利用） 

第６１条 情報管理者は、業務のために市の公

式アカウントを取得し、ソーシャルメディア

（以下「ＳＭＳ」という。）を運用しようと

する場合は、あらかじめ運用手順等を定め、

最高情報統括責任者の承認を得なければなら

ない。 

２ 情報管理者は、本市のアカウントによる発

信が、実際の本市のものであることを明らか

にするために、アカウントの運用組織を明示

する等の方法でなりすまし対策を行わなけれ

ばならない。 

３ 情報管理者は、重要性分類Ⅰ及びⅡの情報

をＳＭＳで発信してはならない。 

 

第３節 不正プログラム及び不正ア

クセス対策 

 

（コンピュータウイルス等の不正プログラム

対策） 

第６２条 ネットワーク管理者及びシステム業

務管理者は、不正プログラム対策として、次

の事項を実施しなければならない。 

⑴ 外部ネットワークから受信したファイル

は、コンピュータウイルス等の不正プログ

ラムのチェックを行い、不正プログラムに

よるシステムへの侵入を防止すること。 

⑵ 所管するサーバ及び端末において、コン

ピュータウイルス等の不正プログラム対策

ソフトウェアを常駐させ、常に最新の状態

を保つこと。 

⑶ ネットワークに接続していないシステム

においても、不正プログラム対策ソフト 

ウェアを導入し、定期的に当該ソフトウェ

ア及び定義ファイルの更新を実施すること。 

⑷ コンピュータウイルス等の不正プログラ

ム情報を収集し、必要に応じ職員等に対し

て注意喚起を行うこと。 

⑸ 開発元のサポートが終了したソフトウェ

アを利用しないこと。 

（専門家の支援体制） 

第６３条 情報統括管理者は、実施しているコ

ンピュータウイルス等対策では不十分な事態

が発生した場合に備え、コンピュータウイル

ス等対策ソフトのサポート契約を締結する等、

外部の専門家の支援を受けられるようにして

おかなければならない。 

（不正アクセス対策） 

第６４条 情報統括管理者は、不正なアクセス

による影響を防止するため、次の事項を実施

しなければならない。 

⑴ 使用されていないポートを閉鎖すること。 

⑵ 不要なサービスについて、機能を削除又

は停止すること。 

⑶ ソフトウェアにセキュリティホールが発

見された場合は、速やかに修正プログラム
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を適用すること。 

２ 最高情報統括責任者及び情報統括管理者は、

攻撃の予告などサーバ等に不正アクセスを受

けることが明白な場合には、システムの停止、

他のネットワークとの切断等の必要な措置を

講じなければならない。また、警察・関係機

関との連絡を密にして情報の収集に努めなけ

ればならない。 

３ 最高情報統括責任者及び情報統括管理者は、

不正アクセス行為の禁止等に関する法律違反

など、犯罪の可能性がある不正アクセスを受

けた場合、不正アクセスの記録の保存に努め

るとともに、警察・関係機関との緊密な連携

に努めなければならない。 

４ ネットワーク管理者及びシステム業務管理

者は、職員等及び外部委託事業者が使用して

いるパソコン等の端末からの庁内のサーバ等

に対する不正アクセスや外部のサイトに対す

る不正アクセスを監視しなければならない。 

５ ネットワーク管理者及びシステム業務管理

者は、職員等による不正アクセスを発見した

場合は、当該職員等が所属する課等の情報管

理者に通知し、適切な処置を求めなければな

らない。 

６ ネットワーク管理者及びシステム業務管理

者は、情報システムにおいて、標的型攻撃に

よる庁内への侵入を防止するために、教育や

自動再生無効化等の人的対策や入口対策を講

じなければならない。 

（セキュリティ情報の収集） 

第６５条 情報統括管理者は、セキュリティ 

ホール等のセキュリティに関する情報を収集

し、必要に応じ、関係者間で共有しなければ

ならない。また、セキュリティホールの緊急

度に応じて、ソフトウェア更新等の対策を実

施しなければならない。 

（情報システムの監視） 

第６６条 情報統括管理者及びネットワーク管

理者は、セキュリティに関する事象を検知す

るため、情報システムの監視を行わなければ

ならない。 

２ 情報統括管理者及びネットワーク管理者は、

重要なアクセスログ等を取得するサーバの正

確な時刻設定又はサーバ間の時刻同期ができ

る措置を施さなければならない。 

３ 情報統括管理者及びネットワーク管理者は、

外部と接続するシステムを稼働中、常時監視

しなければならない。 

 

第４節 情報セキュリティの遵守状

況の確認及び対処 

 

（情報セキュリティの遵守状況の確認及び対

処） 

第６７条 情報統括管理者及びネットワーク管

理者は、情報セキュリティ対策基準の遵守状

況について確認を行い、問題を認めた場合に

は、速やかに最高情報統括責任者及び情報管

理者に報告しなければならない。 

２ 最高情報統括責任者は、発生した問題につ

いて、適切かつ速やかに対処しなければなら

ない。 

（端末及び記録媒体等の利用状況調査） 

第６８条 最高情報統括責任者及び最高情報統

括責任者が指名した者は、情報漏えい、不正

アクセス、コンピュータウイルス等の調査の

ために、パソコン等の端末、記録媒体、アク

セス記録及びメール等の利用状況を調査する

ことができる。 

（職員等の報告義務） 

第６９条 職員等は、情報セキュリティ対策基

準に対する違反行為を発見した場合、直ちに

情報統括管理者及びネットワーク管理者に報

告を行わなければならない。 

２ 情報統括管理者は、前項の違反行為が直ち

に情報セキュリティ上重大な影響を及ぼす可
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能性があると判断した場合は、最高情報統括

責任者に報告するとともに、次条に規定する

緊急時対応計画に従って適切に対処しなけれ

ばならない。 

 

    第７章 情報セキュリティの脅威に対

する緊急時の対応 

     第１節 緊急時対応計画の策定 

 

（緊急時対応計画の策定） 

第７０条 ネットワーク管理者及びシステム業

務管理者は、情報資産への重大な侵害が発生

した場合又は発生するおそれがある場合にお

いて、連絡、証拠保全、被害拡大の防止、復

旧、再発防止等の措置を迅速かつ適切に実施

するために、緊急時対応計画を策定しなけれ

ばならない。 

（緊急時対応計画に盛り込むべき内容） 

第７１条 前条に規定する緊急時対応計画には、

次の内容を定めなければならない。 

⑴ 関係者の連絡先 

⑵ 発生した事案に係る報告すべき事項 

⑶ 発生した事案への対応措置 

⑷ 再発防止措置の策定 

（緊急時対応計画の見直し） 

第７２条 ネットワーク管理者及びシステム業

務管理者は、情報セキュリティを取り巻く状

況の変化や組織体制の変動等に応じ、必要に

応じて緊急時対応計画を見直さなければなら

ない。 

（例外措置の許可） 

第７３条 ネットワーク管理者及びシステム業

務管理者は、情報セキュリティ関係規定を遵

守することが困難な状況で、行政事務の適正

な遂行を継続するため、遵守事項とは異なる

方法を採用し、又は遵守事項を実施しないこ

とについて合理的な理由がある場合には、最

高情報統括責任者の許可を得て、例外措置を

取ることができる。なお、ネットワーク管理

者及びシステム業務管理者が、軽微な例外措

置と判断したものについては、情報統括管理

者の許可をもって、例外措置を取ることがで

きる。 

２ ネットワーク管理者及びシステム業務管理

者は、前項に該当する場合であって、行政事

務の遂行に緊急を要し、前項に定める許可を

得る時間的な猶予のないときは、例外措置を

実施し、実施後速やかに最高情報統括責任者

及び情報統括管理者に報告しなければならな

い。 

３ 最高情報統括責任者は、例外措置の申請書

類、報告書類及び審査結果を適切に保管し、

定期的に申請状況を確認しなければならない。 

 

     第２節 違反に対する対応 

 

（法令の遵守） 

第７４条 職員等は、職務の遂行において使用

する情報資産を保護するために、次の法令の

ほか関係法令を遵守し、これに従わなければ

ならない。 

⑴ 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１

号） 

⑵ 著作権法（昭和４５年法律第４８号） 

⑶ 不正アクセス行為の禁止等に関する法律

（平成１１年法律第１２８号） 

⑷ 個人情報の保護に関する法律（平成１５

年法律第５７号） 

⑸ 行政手続における特定の個人を識別する

ための番号の利用等に関する法律（平成 

２５年法律第２７号） 

⑹ 亀岡市個人情報保護条例（平成１２年亀

岡市条例第３７号） 

（違反時の対応） 

第７５条 職員等に情報セキュリティ対策基準

に違反する行為がみられた場合には、ネット
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ワーク管理者及び情報管理者は、速やかに次

の措置を講じなければならない。 

⑴ 情報統括管理者に報告するとともに、当

該職員等に対して違反する行為の事実を通

知し、再発防止の指導その他適切な措置を

行う。 

⑵ 指導等によっても改善されない場合、情

報統括管理者は、当該職員等の情報資産の

使用権を停止又は剥奪することができる。 

⑶ 情報統括管理者は、職員等の情報資産の

使用権を停止又は剥奪した旨を速やかに最

高情報統括責任者及び当該職員等が所属す

る課室等の情報管理者に通知しなければな

らない。 

 

    第８章 情報セキュリティ対策の評価

及び見直し 

     第１節 監査 

 

（監査の実施） 

第７６条 最高情報統括責任者は、情報統括管

理者に命じ、ネットワーク及び情報システム

等の情報資産における情報セキュリティ対策

状況について、必要に応じて監査を行わせな

ければならない。 

（監査を行う者の要件） 

第７７条 情報統括管理者は、監査を実施する

場合には、被監査部門から独立した者に対し

て、監査の実施を依頼しなければならない。 

２ 監査を行う者は、監査及び情報セキュリ 

ティに関する専門知識を有する者でなければ

ならない。 

（監査実施計画の策定及び実施への協力） 

第７８条 情報統括管理者は、監査を行うにあ

たっては、監査実施計画を策定し、情報化推

進委員会に報告しなければならない。 

２ 被監査部門は、監査の実施に協力しなけれ

ばならない。 

（外部委託事業者に対する監査） 

第７９条 情報統括管理者は、外部委託事業者

に対して、委託先事業者からの再委託の事業

者も含めて、情報セキュリティ対策基準の遵

守について、必要に応じて監査を行わなけれ

ばならない。 

（監査結果の報告及び監査書類の保管） 

第８０条 情報統括管理者は、監査結果を取り

まとめ、情報化推進委員会に報告する。 

２ 情報統括管理者は、監査の実施を通して収

集した監査証拠、監査報告書の作成のための

監査調書を、紛失等が発生しないように適切

に保管しなければならない。 

（指摘事項への対処） 

第８１条 最高情報統括責任者は、監査結果を

踏まえ、指摘事項に関係する情報責任者等に

対し、当該事項への対処を指示しなければな

らない。また、指摘事項に関係しない情報責

任者等に対しても、同種の課題及び問題点が

ある可能性が高い場合には、当該課題及び問

題点の有無を確認させなければならない。 

２ 最高情報統括責任者は、情報セキュリティ

対策基準の見直しその他情報セキュリティ対

策の見直し時に監査結果を活用しなければな

らない。 

 

     第２節 自己点検 

 

（自己点検の実施） 

第８２条 ネットワーク管理者及びシステム業

務管理者は、所管するネットワーク及び情報

システムの情報セキュリティ対策状況につい

て、必要に応じて自己点検を実施しなければ

ならない。 

２ 情報責任者は、所管する部等の情報セキュ

リティ対策状況について、必要に応じて自己

点検を行わなければならない。 

（自己点検結果等の報告） 
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第８３条 ネットワーク管理者、システム業務

管理者及び情報責任者は、自己点検結果と自

己点検結果に基づく改善策を取りまとめ、情

報統括管理者に報告しなければならない。 

２ 情報統括管理者は、報告を受けた点検結果

及び改善策を最高情報統括責任者に報告した

うえで、情報化推進委員会に報告しなければ

ならない。 

（自己点検結果の活用） 

第８４条 職員等は、自己点検の結果に基づき、

自己の権限の範囲内で改善を図らなければな

らない。 

２ 最高情報統括責任者は、情報セキュリティ

対策基準の見直しその他情報セキュリティ対

策の見直し時に点検結果を活用しなければな

らない。 

 

     第３節 改善及び見直し 

 

（改善の措置） 

第８５条 ネットワーク管理者、システム業務

管理者及び情報責任者は、業務上発見された

問題、住民からの指摘による問題、監査及び

自己点検において指摘された問題等に対する

再発防止のため、その原因を除去するための

措置を講じなければならない。 

２ ネットワーク管理者、システム業務管理者

及び情報責任者は、業務上予見される問題、

他の組織で発生したものと同種の情報セキュ

リティ事件・事故、監査及び自己点検におい

て指摘されうる問題等の発生を未然に防止す

るため、その原因を除去するための措置を講

じなければならない。 

（情報セキュリティ対策基準の見直し） 

第８６条 最高情報統括責任者は、情報セキュ

リティ対策基準について、監査及び自己点検

の結果並びに情報セキュリティに関する状況

の変化等を踏まえ、必要があると認めた場合、

改善を行うものとする。 

 

    第９章 雑則 

 

（委任） 

第８７条 この規程に定めるもののほか、この

規程の施行に関し必要な事項は、最高情報統

括責任者が別に定める。 

 

   附 則 

 

（施行期日） 

１ この訓令は、平成２７年４月１日から施行

する。 

（規程等の廃止） 

２ 次に掲げる訓令は、廃止する。 

⑴ 亀岡市情報セキュリティ運用管理規程

（平成１６年亀岡市訓令第２１号） 

⑵ 亀岡市ＵＳＢメモリ等取扱要綱（平成 

２３年亀岡市訓令第８号） 
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年
 
 

月
 
 
日
 

  
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
デ

ー
タ
保
有
課
 

出
力
す
る
上

で
の
条
件
等

 デ
ー
タ

保
有
課
 

課
 
長

 
 

 
 

 
 

 
 

 申
請
課
 
様

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
デ

ー
タ
出
力
承

諾
書
 

  
申
請
の
と

お
り
出
力
処

理
を
行
う
こ
と

を
承
諾
し
ま

す
。
 

  
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
年
 
 

月
 
 
日
 

  
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
ネ
ッ
ト
ワ

ー
ク
管
理
者
 

電
子
計
算
機

担
当
課
 

課
 
長

 
 

 
 

 
 

 
 

 

第
４
号
様
式
（
第
１

２
条

関
係

）
 

 

出
力

帳
票

等
記

録
簿
 

（
帳

票
類

・
記

録
媒
体
類
）

年
 
月
 
日
 

帳
票

等
の

名
称
 

数
量
 

搬
出

先
 

搬
出

者
職

氏
名
 

そ
の

他
 

搬
出

の
可

否
 

・
 

・
 

 
 

 
 

 
可

・
否
 

・
 

・
 

 
 

 
 

 
可

・
否
 

・
 

・
 

 
 

 
 

 
可

・
否
 

・
 

・
 

 
 

 
 

 
可

・
否
 

・
 

・
 

 
 

 
 

 
可

・
否
 

・
 

・
 

 
 

 
 

 
可

・
否
 

・
 

・
 

 
 

 
 

 
可

・
否
 

・
 

・
 

 
 

 
 

 
可

・
否
 

・
 

・
 

 
 

 
 

 
可

・
否
 

・
 

・
 

 
 

 
 

 
可

・
否
 

・
 

・
 

 
 

 
 

 
可

・
否
 

・
 

・
 

 
 

 
 

 
可

・
否
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第５号様式（第１３条関係） 

電 算 処 理 計 画 書（  月  日～  月  日） 

 

      課      係 

課  長    

    

 

日 

(曜日) 

時 

処理業務 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 1 2 3 4 以降

（月） 
オンライン処理                        

バ ッ チ 処 理                        

（火） 
オンライン処理                        

バ ッ チ 処 理                        

（水） 
オンライン処理                        

バ ッ チ 処 理                        

（木） 
オンライン処理                        

バ ッ チ 処 理                        

（金） 
オンライン処理                        

バ ッ チ 処 理                        

（土） 
オンライン処理                        

バ ッ チ 処 理                        

（日） 
オンライン処理                        

バ ッ チ 処 理                        

 （注意） ※ 「電算処理計画書」は、期日までに提出してください。 

      ※ 時間外にオンライン処理をする場合は、１週間前までに「パソコン操作時間延長申請書」を提出してください。 

第６号様式（第１３条関係） 

電 算 処 理 運 用 計 画 書（  月  日～  月  日） 

ネットワーク
管  理  者    

    

 

日 

(曜日) 

時 

処理業務 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 1 2 3 4 以降

（月） 
バ ッ チ 処 理                        

オンライン処理 
（時 間 外）                        

（火） 
バ ッ チ 処 理                        

オンライン処理 
（時 間 外）                        

（水） 
バ ッ チ 処 理                        

オンライン処理 
（時 間 外）                        

（木） 
バ ッ チ 処 理                        

オンライン処理 
（時 間 外）                        

（金） 
バ ッ チ 処 理                        

オンライン処理 
（時 間 外）                        

（土） 
バ ッ チ 処 理                        

オンライン処理 
（時 間 外）                        

（日） 
バ ッ チ 処 理                        

オンライン処理 
（時 間 外）                        
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第
７

号
様
式
（

第
１

８
条
関
係

）
 

 

パ
ソ

コ
ン
環
境

変
更

申
請
書
 

  
 

 
 
 
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
年
 
 

月
 
 
日

  
ネ

ッ
ト
ワ
ー

ク
管

理
者
 
様

 

  
 

 
 
 
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
申
請
課
 

  
当

課
に
設
置

の
パ

ソ
コ
ン
の

環
境
変

更
を
し
た
い
の

で
、
申

請
し
ま
す
。
 

 

記
 

 

変
更

内
容
 

 

対
象
機
器

（
端
末
N
o.
等
）
 

 

変
更

に
必

要
な

ソ
フ

ト
 

ウ
ェ

ア
又

は
機

器
等
 

 

変
更

が
必

要
な

理
由
 

（
詳
細
に
）
 

 

申
請

課
 

課
 
長
 

 
 

 

 
 

 
 

 

申
請

課
 
様
 

 
パ

ソ
コ
ン
の

環
境
を
変
更
す

る
こ
と

を
承
諾
し
ま
す

。
 

  
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

年
 
 

月
 

 
日
 

  
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
管
理

者
 

電
子
計
算

機
担

当
課
 

課
 
 
長
 

 
 

 

 
 

 
 

 

※
 
ソ
フ

ト
ウ
ェ
ア
を
イ

ン
ス
ト

ー
ル
す
る

場
合

、
ラ
イ
セ

ン
ス
確

認
が
で
き
る
書

類
を
添

付
し
て
下
さ
い

。

※
 
ソ

フ
ト
ウ

ェ
ア

を
イ

ン
ス
ト

ー
ル

す
る
場

合
、

著
作
権

、
使

用
許

諾
権
を

侵
害

す
る
よ

う
な

違
法

行
為
は

絶
対
し
な

い
で

く
だ
さ
い

。
 

※
 
ソ

フ
ト
ウ

ェ
ア

を
イ

ン
ス
ト

ー
ル

す
る
場

合
、

周
辺
機

器
を

増
設

す
る
場

合
の

い
ず
れ

も
、

Ｏ
Ｓ

の
動
作

保
証
が
さ

れ
て

い
る
も
の

に
限
り

ま
す
。
 

第
８
号
様

式
（

第
２
１
条
関
係

）
 

 

セ
キ
ュ
リ

テ
ィ

事
故
報
告

書
 

  
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
年
 
 

月
 

 
日

  
情
報
統

括
管

理
者
 
様
 

  
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
□印

 

  
次
の
と

お
り

情
報
セ
キ
ュ
リ

テ
ィ
に
係
る

事
故
の
状
況
に

つ
い
て
報
告

し
ま

す
。
 

情
報
シ

ス
テ

ム
の

名
称

等
 
 

事
故

の
発

生
日

時
 
 

 
 
 

 
 

年
 
 
 

月
 

 
 
日

 
 

午
前
・
午
後
 

 
 
時

 
 

 
分
 

事
故

の
発

生
場

所
 
 

事
故

の
内

容
 

 

事
故

の
原

因
 

 

事
故

の
影

響
 

 

初
期

の
対

処
内

容
 

 

今
後

の
措

置
 

 

備
考
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第
９
号
様
式
（
第
２
１
条
関
係
）
 

 

電
子
計
算

機
等
事
故

発
生
報
告

書
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
年
 
 
月
 
 
日

   
情
報
統
括
管
理
者
 
様
 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
□印

 

  
電
子
計
算
機
等
に
事
故
が
発
生
し
ま

し
た
の
で

報
告
い
た

し
ま
す

。
 

発
生

日
時
 
 
 
 
 
 
 
 
年
 
 
 
月
 
 
 

日
 
 
午

前
・
午
後

 
 
 

時
 
 
 

分
 

発
生

場
所
 
 

発
生

原
因
 
 

経
緯
 
 

事
故

の
状

況
 
 

影
響

す
る

業
務
 
 

修
復

の
可

否
 

可
 

・
 
否
 

修
復

に
要
す
る

日
数
 

日

修
復

経
費
 

約
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
円
 

今
後

の
対

応
措

置
 

 

そ
の

他
 

 

第
１
０
号
様
式
（
第
２
４
条
関
係
）
 

 

パ
ソ
コ
ン

操
作
時
間

延
長
申
請

書
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
年
 
 
月
 
 
日

  
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
管
理
者
 
様
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

申
請
課
 

 

延
長

す
る

月
日
 
 

 
 
 

 
 
年
 

 
 
月
 

 
 
日

か
ら
 
 

 
 
 
年

 
 
 
月
 
 
 
日
ま

で

延
長

す
る

時
間
 

午
後
 
 

時
 
 
分

か
ら
 
 

午
後
 

 
時
 
 

分
ま
で
 

端
末

機
使

用
場

所
 
 

端
末

機
使

用
台

数
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
台
（
端

末
機
番

号
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
）
 

端
末

機
使

用
業

務
 
 

延
長

の
理

由
 
 

端
末

機
操

作
員

氏
名
 

(端
末
機

主
任
) 

 

備
考
 
 

課
 
 
長
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
(電

子
計
算
機
担

当
課
記
入
欄

) 

延
長

の
可

否
 

再
起

動
プ
ロ
グ

ラ
ム
名
 

可
・

否
 

調
整

事
項
 

 

ネ
ッ
ト
ワ

ー
ク

管
 
理
 

者
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
※
 
こ
の
申
請
書
は
、
実
施
日
の
１

週
間
前
ま

で
に
提
出

し
て
く

だ
さ
い
。
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 第
１
１
号
様
式
（
第

２
６

条
関

係
）
 

入
退

室
記

録
簿
 

年
月

日
 

入
室
時
刻
～
退
室
時
刻
 

所
 
 
 
属
 

氏
 

 
 
名
 

用
 

 
 

 
 
件
 

立
会

人
の

要
否

立
 
会
 

人
 

／
 

／
 

：
 

 
～

 
 

：
 

 
 

 
要
・

否
 

 

／
 

／
 

：
 

 
～

 
 

：
 

 
 

 
要
・

否
 

 

／
 

／
 

：
 

 
～

 
 

：
 

 
 

 
要
・

否
 

 

／
 

／
 

：
 

 
～

 
 

：
 

 
 

 
要
・

否
 

 

／
 

／
 

：
 

 
～

 
 

：
 

 
 

 
要
・

否
 

 

／
 

／
 

：
 

 
～

 
 

：
 

 
 

 
要
・

否
 

 

／
 

／
 

：
 

 
～

 
 

：
 

 
 

 
要
・

否
 

 

／
 

／
 

：
 

 
～

 
 

：
 

 
 

 
要
・

否
 

 

／
 

／
 

：
 

 
～

 
 

：
 

 
 

 
要
・

否
 

 

／
 

／
 

：
 

 
～

 
 

：
 

 
 

 
要
・

否
 

 

／
 

／
 

：
 

 
～

 
 

：
 

 
 

 
要
・

否
 

 

／
 

／
 

：
 

 
～

 
 

：
 

 
 

 
要
・

否
 

 

第
１
２
号
様
式
（
第
３
７

条
関
係
）
 

 

Ｕ
Ｓ
Ｂ
メ
モ
リ
等
使

用
申
請
書
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
年
 
 
月
 
 
日
 

  
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
管
理
者

 
様
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
申
請
課
 

  
当
課
で
Ｕ
Ｓ
Ｂ
メ
モ
リ

等
を
使
用
し
た
い
の
で
申
請

し
ま
す
。
 

 

記
 

 

装
置

種
類
 

（
メ
ー
カ

ー
）
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
（
型
番
）
 

使
用

期
間
 

 
 
 
 

 
 
 
年
 
 
月
 
 

日
 

～
 
 
 
 
 
 
年
 

 
月
 
 
日
 

使
用

目
的
 

 

管
理
責
任

者
（
職
・
氏
名
）
 
 

申
請
課
 

課
 
長
 

 
 

 

 
 

 
 

 

申
請
課
 
様
 

 
Ｕ
Ｓ
Ｂ
メ
モ
リ
等
の
使
用
を

承
認
し
ま
す
。
 

（
管
理
番
号
 
№
 
 
 
 
 

 
 
 
）
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

年
 
 
月
 
 
日
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ネ

ッ
ト
ワ
ー
ク
管
理
者
 

電
子
計
算
機
担
当
課
 

課
 
長
 

 
 

 

 
 

 
 

 
※
 
Ｕ
Ｓ

Ｂ
メ
モ
リ
等

は
、
セ
キ
ュ
リ
テ

ィ
機
能
付
き

で
な
け
れ
ば
承

認
で
き
ま
せ

ん
。
事
前
に
電

子
計
算
機

担
当
課
へ
確
認
し
て

下
さ
い
。
 

※
 
Ｕ
Ｓ

Ｂ
メ
モ
リ
等

は
、
情
報
管
理

者
（
所
属
長

）
の
許
可
が
な
け

れ
ば
外
部
に

持
ち
出
す
こ
と

は
で
き
ま

せ
ん
。
 

※
 
申
請
書
と
と
も

に
Ｕ
Ｓ
Ｂ
メ
モ
リ
等
を
持
参

し
て
下
さ
い
。
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第１３号様式（第３７条関係） 

ＵＳＢメモリ等管理台帳 

持出し日 返却予定日 
ＵＳＢメモリ等 

管理番号 
持出し場所 

持出し情報の種別 

及びファイル数 
申請者印 

情報管理者 

許可印 
返却 

確認印 

    ワード・エクセル・ＰＤＦ・

画像・その他(      )

ファイル数： 

   

    ワード・エクセル・ＰＤＦ・

画像・その他(      )

ファイル数： 

   

    ワード・エクセル・ＰＤＦ・

画像・その他(      )

ファイル数： 

   

    ワード・エクセル・ＰＤＦ・

画像・その他(      )

ファイル数： 

   

    ワード・エクセル・ＰＤＦ・

画像・その他(      )

ファイル数： 

   

    ワード・エクセル・ＰＤＦ・

画像・その他(      )

ファイル数： 

   

    ワード・エクセル・ＰＤＦ・

画像・その他(      )

ファイル数： 

   

    ワード・エクセル・ＰＤＦ・

画像・その他(      )

ファイル数： 

   

○ＵＳＢメモリ等を外部に持出しする際は、その都度この台帳に記載し、情報管理者の許可を得ることとする。 

○使用後は、速やかにＵＳＢメモリ等に保存されたデータの削除を行い、情報管理者に報告し返却することとする。 
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公 告 
 

 亀岡市公告第９号 

 

 狂犬病予防法（昭和２５年法律第２４７号）

第６条第７項の規定により、捕獲犬の抑留につ

いて通知を受けたので、同条第８項の規定によ

り公告する。 

 

   平成２７年４月１３日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

記 

 

１ 捕獲日時  平成２７年４月８日 

        午前１０時頃 

２ 捕獲場所  亀岡市東本梅町松熊地内 

３ 種  類  雑種 

４ 毛  色  茶 

５ 性  別  雌 

６ 体  格  中型 

７ 犬の鑑札  なし 

８ 注射済票  なし 

 

（注意）公告期間満了の日の翌日（平成２７年

４月１５日）までに引取りのないときは

処分される。 

 

（連絡先）京都府南丹保健所環境衛生室 

電話番号０７７１－６２－４７５４ 

 

「掲示済」 

 亀岡市公告第１０号 

 

 農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第

６５号）第１８条第１項の規定により、農用地

利用集積計画を定めたので、同法第１９条の規

定により公告し、その関係書類を次により縦覧

に供する。 

 

   平成２７年４月２４日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

１ 縦覧期間 

 平成２７年４月２４日以後、常時備え

置くこととする。 

２ 縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市産業観光部農林振興課 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第１１号 

 

路上の放置物件の撤去 

 

 次の物件は、道路法（昭和２７年法律第  

１８０号）第４３条に違反し、不法占用物件と

して市民生活及び道路管理上支障となっている。 

 物件の占有者等は、平成２７年５月１０日ま

でに物件を撤去し、道路を原状に回復するよう、

道路法第７１条第１項の規定により命ずる。 

 もし、期日までに撤去されない場合は、同法

第７１条第３項の規定により、市で撤去の上処

分する。 

 

   平成２７年４月２７日 
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

１ 市道名  市道保津川団地３号線 

２ 場 所  亀岡市北河原町２丁目 地内 

３ 物件名  ホンダ オデッセイ 白 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第１２号 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第

６３条第２項において準用する同法第６２条第

１項の規定による都市計画事業の事業計画の変

更図書の写しの送付を受けたので、同法第６３

条第２項において準用する同法第６２条第２項

の規定により、次のとおり公衆の縦覧に供する。 

 

   平成２７年４月２８日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

１ 都市計画事業の種類及び名称 

南丹都市計画道路事業 

３・４・８号 

 並河亀岡停車場線 

３・４・２６号 

 並河北河原線（余部北河原線） 

２ 施行者の名称 

京都府 

３ 縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市まちづくり推進部都市計画課 

 

「掲示済」 

 

任免及び辞令 
 

             山 川 昭 子 

             米 原   亨 

             福 島 達 夫 

             吉 田 龍 児 

             浦 田 眞 幸 

             池 田 将 吾 

             安 達 整 実 

             田 路 朋 哉 

             稲 葉 照 美 

             松 田 純 子 

             吉 田 咲稚子 

             中 西 淳 子 

             植 木 孝 宜 

             大 島 知 子 

             東 原 博 司 

（各 通）
        佐 藤 俊 之 

             佐 藤 英 夫 

             調   幸 治 

             調   早 苗 

             瀬 尾   博 

             十 倉 佳 史 

             奈 良 武 史 

             温 井 雅 紀 

             三 山 将 成 

             日野原 惠 子 

             廣 野 正 子 

             桃 井 滿壽子 

             市 川 益 代 

             伊 藤 令 子 

             小早川 広 恵 

             竹 岡 惠 子 

             中 村 隆 子 

             廣 田 紀美子 

             藤 原 照 代 
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（各 通）
        竹 本 知 子

 
             福 田 裕 行 

亀岡市介護認定審査会委員に委嘱します 

任期は平成２９年３月３１日までとします 

             藤 原 史 博 

亀岡市立幼稚園医に委嘱します 

             小 野 恒太郎 

亀岡市立幼稚園歯科医に委嘱します 

             田 原   浩 

亀岡市立幼稚園薬剤師に委嘱します 

             調   早 苗 

亀岡市立本梅保育所嘱託医に委嘱します 

             吉 岡 隆 行 

亀岡市立東本梅保育所嘱託医に委嘱します 

             藤 原 史 博 

亀岡市立川東保育所嘱託医に委嘱します 

             佐 藤 明 美 

亀岡市立中部保育所嘱託医に委嘱します 

             樋 垣 泰 伸 

亀岡市立東部保育所嘱託医に委嘱します 

             上 原 久 和 

亀岡市立第六保育所嘱託医に委嘱します 

             東 原 博 司 

亀岡市立別院保育所嘱託医に委嘱します 

             白 川 和 夫 

亀岡市立保津保育所嘱託医に委嘱します 

             脇   新 五 

亀岡市立本梅保育所嘱託歯科医に委嘱します 

             上 原 久 晴 

亀岡市立東本梅保育所嘱託歯科医に委嘱します 

             坂 井 知 明 

亀岡市立川東保育所嘱託歯科医に委嘱します 

             荻 野   茂 

亀岡市立中部保育所及び亀岡市立別院保育所嘱

託歯科医に委嘱します 

             植 村 正 敏 

亀岡市立東部保育所嘱託歯科医に委嘱します 

             浦 田 眞 幸 

亀岡市立第六保育所嘱託歯科医に委嘱します 

             石 川 清 之 

亀岡市立保津保育所嘱託歯科医に委嘱します 

             上 田 正 昭 

亀岡市の生涯学習によるまちづくり推進にかか

る亀岡市学術顧問に委嘱します 

任期は平成２８年３月３１日までとします 

             吉 岡 眞知子 

亀岡市教育委員会委員に任命します 

             竹 田 幸 生 

亀岡市監査委員に選任します 

             西 垣 逸 郎 

亀岡市の産業医を委嘱します 

             人 羅 浩 基 

（各 通）
        小 林   豊 

             田 村 昌 之 

             山 内 政 明 

亀岡市国民保護協議会幹事に委嘱します 

任期は平成２９年３月３１日までとします 

             馬 渡 真 吾 

亀岡市国民保護協議会委員に任命します 

任期は平成２８年９月３０日までとします 

   平成２７年４月１日 

 

             山 田 百 十 

亀岡市固定資産評価審査委員会委員に選任しま

す 

   平成２７年４月４日 

 

             森   二三雄 

             兒 嶋 正 晴 

（各 通）        西 村 信 義 

             栗 林 繁 治 

             中 村 善 昭 
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（各 通）
        大 前 民 男

 
             森   典 幸 

亀岡市中野平松井手財産区管理会委員に選任し

ます 

   平成２７年４月８日 

 

             井 内 邦 夫 

             井 内 廣 樹 

             髙 向   進 

（各 通）        日下部 源 造 

             日下部   健 

             奥 村 嘉 宏 

             中 村 俊 光 

亀岡市東本梅財産区管理会委員に選任します 

             大 西 利 和 

             大 西 武 司 

（各 通）
        中 村 和 史 

             廣 瀨 日出男 

             栗 林 伸 明 

             中 村 正 弘 

亀岡市中野財産区管理会委員に選任します 

             早 田 秀 生 

（各 通）
        榎   重 男 

             早 田 義 孝 

             森     修 

亀岡市井手財産区管理会委員に選任します 

             小 林 義 夫 

             小 林   仁 

             加 舎 茂 和 

（各 通）        小 林 芳 文 

             森   伸 重 

             森   安 治 

             森   善 彦 

亀岡市西加舎財産区管理会委員に選任します 

             上 原 正 晴 

（各 通）
        河 本 隆 一 

             柳 原 和 明 

             竹 岡 忠 晃 

（各 通）
        奥 村   昭 

             竹 岡   明 

亀岡市東加舎財産区管理会委員に選任します 

   平成２７年４月１０日 

 

             西 村   誠 

             前 出 元 次 

（各 通）
        數 井 正 一 

             數 井 保 博 

             森   敏 之 

             西 村   進 

亀岡市平松財産区管理会委員に選任します 

   平成２７年４月１３日 

 

             勢 井 慎 吾 

亀岡市都市計画審議会委員に委嘱します 

任期は平成２８年９月４日までとします 

   平成２７年４月１４日 

 

             數 井 邦 雄 

             上 原 嘉 文 

             八 木 正 行 

（各 通）        中 村 俊 孝 

             森   金 滋 

             森   文 彦 

             村 田   新 

亀岡市本梅財産区管理会委員に選任します 

   平成２７年４月１５日 

 

             大 迫   徹 

             佐 藤 英 夫 

             竹 林 亜 樹 

             中 西 淳 子 

（各 通）        林   太 一 

             森 戸 俊 典 

             永 井 秀 之 

             鎌 田 幸 恵 

             瀬 尾   博 
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             寺 田 直 人 

             徳 川 輝 尚 

（各 通）        山 内 節 子 

             日野原 惠 子 

             湊   雅 代 

亀岡市障害者介護給付費等支給認定審査会委員

に委嘱します 

任期は平成２９年３月３１日までとします 

   平成２７年４月２１日 

 

             桂 川 孝 裕 

亀岡市都市計画審議会委員の委嘱を解きます 

   平成２７年４月２９日 

監査委員欄 
 

公 表 
 

 亀岡市監査公表第６号 

 

 地方自治法第１９９条第５項の規定による監

査を実施したので、その結果を同条第９項の規

定により公表する。 

 

   平成２７年４月１４日 

 

       亀岡市監査委員 関本孝一 

       亀岡市監査委員 竹田幸生 

 

１ 監査の種類  平成２７年度随時監査 

 

２ 監査の対象 

 平成２６年度末現在における棚卸状況につ

いて 

⑴ 上下水道部の貯蔵品（緊急修繕用材料及

びメーター） 

⑵ 市立病院の医薬品・診療材料 

 

３ 監査実施日  平成２７年４月７日（火） 

 

４ 監査の結果 

 上下水道部の貯蔵品（緊急修繕用材料及び

メーター）及び市立病院の医薬品・診療材料

の棚卸状況について監査を実施したところ、

適正であった。 

 なお、監査執行の過程において、関係書類

等で気付いた軽易な事項については、適宜指

導したところである。 

 

「掲示済」 
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教育委員会欄 
 

規 則 
 

 亀岡市立幼稚園保育料減免規則をここに公布

する。 

 

   平成２７年４月２１日 

 

         亀岡市教育委員会 

           委員長 栗山正則 

 

 亀岡市教育委員会規則第６号 

 

亀岡市立幼稚園保育料減免規則 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、亀岡市立幼稚園条例（昭

和４０年亀岡市条例第２４号。以下「条例」

という。）第４条第４号の規定により教育委

員会が必要と認めた場合に行う保育料の減免

について必要な事項を定めるものとする。 

 （低所得者等に対する減免） 

第２条 条例別表第１に定める保育料において

第２階層に認定した世帯が次の各号のいずれ

かに該当する場合の保育料は、免除とする。 

⑴ 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和 

３９年法律第１２９号）第６条第６項に規

定する配偶者のない者で現に児童を扶養し

ているものの世帯 

⑵ 在宅障害児（者）のいる世帯 

 （多子世帯に対する減免） 

第３条 条例別表第１に定める保育料において、

次の各号のいずれにも該当する者（第３子以

降に限る。）に係る保育料は、免除とする。 

⑴ 亀岡市内に居住地を有する者で、満１８

歳未満の児童（１８歳に達する日以後最初

の３月３１日までの間にある者を含む。）

が３人以上いる世帯の者 

⑵ 第２階層から第４階層までに認定した世

帯の者 

 （減免の手続） 

第４条 第２条又は第３条の減免を受けようと

する者は、幼稚園保育料減免申請書（別記様

式）を提出しなければならない。 

 

   附 則 

 

 この規則は、公布の日から施行し、平成２７

年４月分の保育料から適用する。 
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                            「掲示済」 

 

別記様式（第４条関係） 

 

幼 稚 園 保 育 料 減 免 申 請 書 

 

                          年  月  日

 

（宛先）亀岡市長 

 

               保護者 

                住 所 

                氏 名           ㊞ 

 

               施設名 

                児童名 

 

 亀岡市幼稚園保育料減免規則第   条の規定により、保育料の減免を

申請します。 

 

記 

 

 減免を必要とする理由 
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教育長訓令 
 

 亀岡市教育委員会教育長訓令第４号 

 

               庁中一般 

 

 亀岡市立幼稚園運営規程を次のように定める。 

 

   平成２７年４月１日 

 

         亀岡市教育委員会 

           教育長 竹岡 敏 

 

亀岡市立幼稚園運営規程 

 

 （施設の目的及び運営の方針） 

第１条 本園の目的は、亀岡市立幼稚園園則

（昭和４０年亀岡市教育委員会規則第４号。

以下「園則」という。）第１条に定めるとお

りとする。 

２ 本園は、教育基本法（平成１８年法律第 

１２０号）、学校教育法（昭和２２年法律第

２６号）及び子ども・子育て支援法（平成 

２４年法律第６５号）その他の関係法令を遵

守して運営する。 

 （提供する教育の内容） 

第２条 本園の教育課程その他の教育の内容は、

園則第２条に定めるとおりとする。 

 （職員の職種、員数及び職務の内容） 

第３条 本園に置く教職員組織は、園則第１３

条に定めるとおりとする。 

２ 園則第１３条に定める職員の職務は、学校

教育法その他の関係法令の定めるところによ

る。 

 （教育を行う日及び時間等） 

第４条 本園の教育を行う日及び時間等は、園

則第１１条及び別表のとおりとする。 

 （保育料等） 

第５条 本園においては、亀岡市立幼稚園条例

（昭和４０年亀岡市条例第２４号）第３条か

ら第５条までの規定により保育料を保護者か

ら徴収する。 

２ 本園においては、亀岡市特定教育・保育施

設及び特定地域型保育事業の運営に関する基

準を定める条例（平成２６年亀岡市条例第 

２１号）第１４条第４項の規定により、教材

費等の実費を徴収することができる。 

 （子どもの区分ごとの利用定員） 

第６条 本園の子ども・子育て支援法第３１条

第１項の利用定員は、次のとおりとする。 

  教育標準時間の認定を受けた園児 

                １６０人 

 （利用の開始及び終了に関する事項等） 

第７条 本園の入園、退園、休園、修了等に関

する事項は、園則第３条、第４条、第１４条

から第１６条までに定めるとおりとする。 

２ 利用の申込みのあった教育標準時間の認定

を受けた者と現に本園を利用している教育標

準時間の認定を受けた園児の総数が利用定員

の総数を超える場合については、亀岡市特定

教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運

営に関する基準を定める条例第７条の規定に

より、抽選、申込みを受けた順序により決定

する方法、本園の教育理念に基づく選考等、

事前に園長が定めて保護者に明示した公正な

方法により選考する。 

３ 前項の選考の方法その他入園に必要な手続

は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

（緊急時における対応方法及び非常災害対

策） 

第８条 本園においては、園児の安全の確保を

図るため、学校保健安全法（昭和３３年法律

第５６号）第２７条及び第２９条第１項の規

定に基づき幼稚園安全管理マニュアルを作成

し訓練等を行う。 
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２ 本園は、学校保健安全法及び亀岡市特定教

育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営

に関する基準を定める条例第３３条の規定に

従って、市町村、保護者等への連絡、警察署

その他の関係機関との連携を図る。 

 （虐待の防止のための措置に関する事項） 

第９条 本園は、園児に対する虐待を防止する

ため、教職員に対する研修を定期的に行う。 

 

   附 則 

 

 この訓令は、平成２７年４月１日から施行す

る。 

 

別表（第４条関係） 

 開園日等 

開 園 日 月曜日から金曜日まで 

教 育 時 間 午前９時００分から午後１時００分まで 

       又は午後２時００分まで 

預かり保育 

の実施日等 

月曜日から金曜日まで 

教育時間終了後から午後５時００分まで 

休 園 日 日曜日、土曜日、国民の祝日 

夏季休業日 ７月２１日から８月３１日まで 

冬季休業日 １２月２４日から１月６日まで 

春季休業日 ３月２５日から４月７日まで 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市教育委員会教育長訓令第５号 

 

               庁中一般 

 

 亀岡市立学校給食センター運営規程の一部を

改正する訓令を次のように定める。 

 

   平成２７年４月１日 

 

         亀岡市教育委員会 

           教育長 竹岡 敏 

 

亀岡市立学校給食センター運営規

程の一部を改正する訓令 

 

 亀岡市立学校給食センター運営規程（昭和 

５４年亀岡市教育委員会教育長訓令第１号）の

一部を次のように改正する。 

 

 第５条第１項中「米飯及びパンは、京都府学

校給食会が指定した」を「米飯は、別に定める

方法により決定した」に改め、同条中第４項を

第５項とし、同条第３項中「前２項」を「前３

項」に改め、同項を同条第４項とし、同条中第

２項を第３項とし、第１項の次に次のように加

える。 

２ パンは、京都府学校給食会が指定した委託

加工業者から調達する。 

 

   附 則 

 

 この訓令は、平成２７年４月１日から施行す

る。 

 

 



 
亀 岡 市 公 報 

 144 

第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

任免及び辞令 
 

             西 垣 逸 郎 

亀岡市立亀岡小学校医に委嘱します 

             藤 原 史 博 

亀岡市立安詳小学校医に委嘱します 

             佐 藤 英 夫 

亀岡市立東別院小学校医に委嘱します 

             栗 山 卓 弥 

亀岡市立西別院小学校医に委嘱します 

             福 島 達 夫 

亀岡市立曽我部小学校医に委嘱します 

             佐 藤 俊 之 

亀岡市立吉川小学校医に委嘱します 

             佐 藤 明 美 

亀岡市立薭田野小学校医に委嘱します 

             調   早 苗 

亀岡市立本梅小学校医に委嘱します 

             佐 藤 俊 之 

亀岡市立畑野小学校医に委嘱します 

             吉 岡 隆 行 

亀岡市立青野小学校医に委嘱します 

             東 原 博 司 

亀岡市立大井小学校医に委嘱します 

             森 戸 俊 典 

亀岡市立千代川小学校医に委嘱します 

             中 川   務 

亀岡市立川東小学校医に委嘱します 

             白 川 和 夫 

亀岡市立保津小学校医に委嘱します 

             樋 垣 泰 伸 

亀岡市立つつじケ丘小学校医に委嘱します 

             上 原 久 和 

亀岡市立城西小学校医に委嘱します 

             植 木 孝 宜 

亀岡市立詳徳小学校医に委嘱します 

             飯 野   茂 

亀岡市立南つつじケ丘小学校医に委嘱します 

             平 田 正 弘 

亀岡市立亀岡中学校医に委嘱します 

             佐 藤 英 夫 

亀岡市立別院中学校医に委嘱します 

             吉 岡 克 己 

亀岡市立南桑中学校医に委嘱します 

             調   幸 治 

亀岡市立育親中学校医に委嘱します 

             平 岡   聡 

亀岡市立高田中学校医に委嘱します 

             十 倉 佳 史 

亀岡市立東輝中学校医に委嘱します 

             文 字   直 

亀岡市立大成中学校医に委嘱します 

             加 藤 啓一郎 

亀岡市立詳徳中学校医に委嘱します 

             嶋 村 浩 一 

亀岡市立亀岡小学校歯科医に委嘱します 

             並 河 治 之 

亀岡市立安詳小学校歯科医に委嘱します 

             前 川 眞 司 

亀岡市立東別院小学校歯科医に委嘱します 

             脇   新 五 

亀岡市立西別院小学校歯科医に委嘱します 

             内 藤 春 生 

亀岡市立曽我部小学校歯科医に委嘱します 

             荻 野   茂 

亀岡市立吉川小学校歯科医に委嘱します 

             天 野   浩 

亀岡市立薭田野小学校歯科医に委嘱します 

             斎 藤 義 裕 

亀岡市立本梅小学校歯科医に委嘱します 

             藤 田 幸 彦 

亀岡市立畑野小学校歯科医に委嘱します 

             細 木 一 成 

亀岡市立青野小学校歯科医に委嘱します 
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             遠 坂   豊 

亀岡市立大井小学校歯科医に委嘱します 

             浦 田 眞 幸 

亀岡市立千代川小学校歯科医に委嘱します 

             植 村 正 敏 

亀岡市立川東小学校歯科医に委嘱します 

             石 川 清 之 

亀岡市立保津小学校歯科医に委嘱します 

             中 村 弘 之 

亀岡市立つつじケ丘小学校歯科医に委嘱します 

             中 川 幹 也 

亀岡市立城西小学校歯科医に委嘱します 

             池 田 利 夫 

亀岡市立詳徳小学校歯科医に委嘱します 

             前 田 文 義 

亀岡市立南つつじケ丘小学校歯科医に委嘱しま

す 

             安 井 明 平 

亀岡市立亀岡中学校歯科医に委嘱します 

             田 中 恵 一 

亀岡市立別院中学校歯科医に委嘱します 

             市 川   章 

亀岡市立南桑中学校歯科医に委嘱します 

             西 田 幸 弘 

亀岡市立育親中学校歯科医に委嘱します 

             坂 井 知 明 

亀岡市立高田中学校歯科医に委嘱します 

             中 川 博 友 

亀岡市立東輝中学校歯科医に委嘱します 

             吉 田 龍 兒 

亀岡市立大成中学校歯科医に委嘱します 

             岡 本 眞 和 

亀岡市立詳徳中学校歯科医に委嘱します 

             神 田 孝 泰 

亀岡市立亀岡小学校薬剤師に委嘱します 

             藤 本   亮 

亀岡市立安詳小学校薬剤師に委嘱します 

             山 口 徳 人 

亀岡市立東別院小学校薬剤師に委嘱します 

             岩 田 庄 司 

亀岡市立西別院小学校薬剤師に委嘱します 

             浅 井 直 子 

亀岡市立曽我部小学校薬剤師に委嘱します 

             望 月 英 孝 

亀岡市立吉川小学校薬剤師に委嘱します 

             田 原   浩 

亀岡市立薭田野小学校薬剤師に委嘱します 

             片 山   徹 

亀岡市立本梅小学校薬剤師に委嘱します 

             江 頭 美 来 

亀岡市立畑野小学校薬剤師に委嘱します 

             森   麻由子 

亀岡市立青野小学校薬剤師に委嘱します 

             中 西 暢 之 

亀岡市立大井小学校薬剤師に委嘱します 

             中 川 喜よ美 

亀岡市立千代川小学校薬剤師に委嘱します 

             重 田 喜美子 

亀岡市立川東小学校薬剤師に委嘱します 

             安 達 整 実 

亀岡市立保津小学校薬剤師に委嘱します 

             宮 里   輔 

亀岡市立つつじケ丘小学校薬剤師に委嘱します 

             澤 田 祐 樹 

亀岡市立城西小学校薬剤師に委嘱します 

             天 野 順 介 

亀岡市立詳徳小学校薬剤師に委嘱します 

             廣 瀬 裕 之 

亀岡市立南つつじケ丘小学校薬剤師に委嘱しま

す 

             田 原   浩 

亀岡市立亀岡中学校薬剤師に委嘱します 

             升 田 征 機 

亀岡市立別院中学校薬剤師に委嘱します 
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             武 田 紗代子 

亀岡市立南桑中学校薬剤師に委嘱します 

             中 村 孝次郎 

亀岡市立育親中学校薬剤師に委嘱します 

             寺 田 希久子 

亀岡市立高田中学校薬剤師に委嘱します 

             俵   知 可 

亀岡市立東輝中学校薬剤師に委嘱します 

             田 路 朋 哉 

亀岡市立大成中学校薬剤師に委嘱します 

             栗 林 高 宏 

亀岡市立詳徳中学校薬剤師に委嘱します 

   平成２７年４月１日 

選挙管理委員会欄 
 

告 示 
 

 亀岡市選挙管理委員会告示第３４号 

 

 平成２７年１月２５日執行の亀岡市議会議員

一般選挙における候補者の選挙運動に関する収

支報告書の要旨を公職選挙法第１９２条第１項

の規定により、次のとおり公表する。 

 

   平成２７年４月１日 

 

        亀岡市選挙管理委員会 

          委員長 野﨑千惠子 
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１　選挙の種類　　 平成２７年１月２５日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

明 田 昭 所 属 党 派 無 所 属 平成２７年　１月１８日から

平成２７年　１月２４日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 475,000

円 家屋費 284,429

選挙事務所費 269,013

集合会場費 15,416

通信費 40,841

交通費 16,265

印刷費 689,792

広告費 163,503

文具費 26,411

食糧費 327,610

休泊費 0

雑費 237,039

その他の寄附　 0件 0

その他の収入 2,350,000

今　回　計 2,350,000 今　回　計 2,260,890

前　回　計 0 前　回　計 0

総   　　計 2,350,000 総　　　 計 2,260,890

平成２７年２月９日　　　　　第１回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 人 見 勝 洋
第１回分
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１　選挙の種類　　 平成２７年１月２５日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

石 野 善 司 所 属 党 派 無 所 属 平成２６年１２月２２日から

平成２７年  １月２９日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 920,000

円 家屋費 329,788

　 中尾　正 無職 70,000 選挙事務所費 319,788

谷口　捷行 自営業 70,000 集合会場費 10,000

近藤　好伸 自営業 30,000 通信費 18,749

石野　晴男 会社員 30,000 交通費 70,000

畑　数明 自営業 50,000 印刷費 458,082

沼田　辰夫 会社員 20,000 広告費 140,400

河本　幸生 会社員 50,000 文具費 990

美濃部純治 自営業 30,000 食糧費 195,431

伊藤　浄志 無職 30,000 休泊費 0

八木　敬三 無職 40,000 雑費 4,492

中尾　京子 無職 60,000

村上　　哲 無職 40,000

太田千恵子 無職 30,000

金子　凱美 無職 30,000

栗山　安子 会社員 70,000

西田　和美 会社員 20,000

河本　温雄 会社員 20,000

小川　正次 会社員 20,000

沼田　敏宏 会社員 20,000

山田　清司 会社員 30,000

斉藤　嘉徳 会社員 40,000

栗山　孝雄 自営業 70,000

岡田　悦次 無職 60,000

その他の寄附　 8件 75,000

その他の収入 674,850

今　回　計 1,679,850 今　回　計 2,137,932

前　回　計 0 前　回　計 0

総 　　　計 1,679,850 総 　　　計 2,137,932

平成２７年２月６日　　　　　第１回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 西 田 和 美
第１回分
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１　選挙の種類　　 平成２７年１月２５日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

井 上 耕 作 所 属 党 派 無 所 属 平成２６年１２月　１日から

平成２７年  ２月　４日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 435,000

円 家屋費 6,900

今田　浩 会社員 70,000 選挙事務所費 0

益川　明雄 無職 70,000 集合会場費 6,900

町田　隆彦 無職 70,000 通信費 50

交通費 0

印刷費 356,173

広告費 234,126

文具費 0

食糧費 0

休泊費 0

雑費 290

その他の寄附　 5件 50,000

その他の収入 800,000

今　回　計 1,060,000 今　回　計 1,032,539

前　回　計 0 前　回　計 0

総 　　　計 1,060,000 総 　　　計 1,032,539

平成２７年２月５日　　　　　第１回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 今 田 浩
第１回分
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１　選挙の種類　　 平成２７年１月２５日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

小 川 克 己 所 属 党 派 無 所 属 平成２６年１２月１６日から

平成２７年  ２月　４日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 270,000

円 家屋費 488,128

　 選挙事務所費 460,028

集合会場費 28,100

通信費 0

交通費 29,853

印刷費 549,750

広告費 647,141

文具費 708

食糧費 86,001

休泊費 0

雑費 106,779

その他の寄附　 0件 0

その他の収入 1,788,347

今　回　計 1,788,347 今　回　計 2,178,360

前　回　計 0 前　回　計 0

総 　　　計 1,788,347 総 　　　計 2,178,360

平成２７年２月９日　　　　　第１回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 中 西 誠
第１回分
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１　選挙の種類　　 平成２７年１月２５日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

小 川 克 己 所 属 党 派 無 所 属 平成２７年　２月　５日から

平成２７年  ３月１１日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 0

円 家屋費 0

選挙事務所費 0

集合会場費 0

通信費 70,511

交通費 0

印刷費 0

広告費 0

文具費 0

食糧費 0

休泊費 0

雑費 0

その他の寄附　 0件 0

その他の収入 70,511

今　回　計 70,511 今　回　計 70,511

前　回　計 1,788,347 前　回　計 2,178,360

総 　　　計 1,858,858 総 　　　計 2,248,871

平成２７年３月１１日　　　　　第２回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 中 西 誠
第２回分
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１　選挙の種類　　 平成２７年１月２５日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

奥 野 正 三 所 属 党 派 無 所 属 平成２６年１２月　１日から

平成２７年　１月２５日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 870,000

円 家屋費 322,572

山内　勇 農業 35,000 選挙事務所費 308,272

堀田　稔 会社員 35,000 集合会場費 14,300

西村　誠 無職 35,000 通信費 36,732

山内　亨 無職 35,000 交通費 18,000

齋藤　則夫 農業 35,000 印刷費 1,172,846

熊野　克則 会社員 20,000 広告費 379,074

山内　悟 農業 35,000 文具費 18,139

岩﨑　映一 自営業 35,000 食糧費 196,454

松尾　利郎 無職 35,000 休泊費 0

岩永　春実 運転手 20,000 雑費 123,662

吉丸　輝信 会社員 35,000

藤原　幸一 会社員 35,000

園田　春利 会社員 20,000

中井　優 無職 20,000

畑　恒夫 無職 20,000

今西　克巳 会社員 35,000

今西　和美 主婦 20,000

園田　章子 主婦 20,000

その他の寄附　 13件 75,000

その他の収入 2,144,269

今　回　計 2,744,269 今　回　計 3,137,479

前　回　計 0 前　回　計 0

総 　　　計 2,744,269 総 　　　計 3,137,479

平成２７年２月９日　　　　　第１回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 堀 田 稔
第１回分
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　選挙の種類　　 平成２７年１月２５日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

奥 村 泰 幸 所 属 党 派 無 所 属 平成２６年１２月１０日から

平成２７年　２月  ６日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 210,000

円 家屋費 215,280

選挙事務所費 188,000

集合会場費 27,280

通信費 28,121

交通費 0

印刷費 601,590

広告費 683,640

文具費 11,484

食糧費 216,726

休泊費 0

雑費 96,608

その他の寄附　 0件 0

その他の収入 2,063,449

今　回　計 2,063,449 今　回　計 2,063,449

前　回　計 0 前　回　計 0

総 　　　計 2,063,449 総 　　　計 2,063,449

平成２７年２月９日　　　　　第１回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 柳 原 昌 之
第１回分
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　選挙の種類　　 平成２７年１月２５日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

奥 村 泰 幸 所 属 党 派 無 所 属 平成２７年　３月１０日から

平成２７年　３月１６日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 0

円 家屋費 0

選挙事務所費 0

集合会場費 0

通信費 36,796

交通費 0

印刷費 0

広告費 0

文具費 0

食糧費 0

休泊費 0

雑費 0

その他の寄附　 0件 0

その他の収入 36,796

今　回　計 36,796 今　回　計 36,796

前　回　計 2,063,449 前　回　計 2,063,449

総 　　　計 2,100,245 総 　　　計 2,100,245

平成２７年３月１６日　　　　　第２回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 柳 原 昌 之
第２回分
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　選挙の種類　　 平成２７年１月２５日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

木 曽 利 廣 所 属 党 派 無 所 属 平成２６年１２月２２日から

平成２７年  ２月  ４日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 560,000

円 家屋費 15,600

山口　　博 会社役員 70,000 選挙事務所費 0

木曽　正博 会社役員 70,000 集合会場費 15,600

中井　喜嗣 会社役員 70,000 通信費 23,652

豊田　瑞代 団体職員 70,000 交通費 0

西田　幸廣 無職 70,000 印刷費 535,940

寺坂　るみ子 会社員 70,000 広告費 29,381

木曽　秀章 会社役員 70,000 文具費 1,013

谷口　利恵 無職 70,000 食糧費 19,037

休泊費 0

雑費 1,574

その他の寄附　 0件 0

その他の収入 800,000

今　回　計 1,360,000 今　回　計 1,186,197

前　回　計 0 前　回　計 0

総 　　　計 1,360,000 総 　　　計 1,186,197

平成２７年２月４日　　　　　第１回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 木 曽 利 廣
第１回分
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　選挙の種類　　 平成２７年１月２５日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

木 曽 利 廣 所 属 党 派 無 所 属 平成２７年　２月１２日から

平成２７年　３月１８日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 0

円 家屋費 0

選挙事務所費 0

集合会場費 0

通信費 64,557

交通費 0

印刷費 0

広告費 0

文具費 0

食糧費 0

休泊費 0

雑費 3,270

その他の寄附　 0件 0

その他の収入 0

今　回　計 0 今　回　計 67,827

前　回　計 1,360,000 前　回　計 1,186,197

総 　　　計 1,360,000 総 　　　計 1,254,024

平成２７年３月２５日　　　　　第２回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 木 曽 利 廣
第２回分
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　選挙の種類　　 平成２７年１月２５日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

栗 田 好 美 所 属 党 派 無 所 属 平成２６年１２月１５日から

平成２７年  １月２４日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 0

円 家屋費 0

選挙事務所費 0

集合会場費 0

通信費 0

交通費 10,296

印刷費 306,612

広告費 110,840

文具費 0

食糧費 14,339

休泊費 0

雑費 13,664

その他の寄附　 9件 45,000

その他の収入 1,000,000

今　回　計 1,045,000 今　回　計 455,751

前　回　計 0 前　回　計 0

総 　　　計 1,045,000 総 　　　計 455,751

平成２７年１月30日　　　　　第１回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 栗 田 好 美
第１回分
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　選挙の種類　　 平成２７年１月２５日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

小 島 義 秀 所 属 党 派 無 所 属 平成２６年１２月　８日から

平成２７年  ２月　４日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 245,000

円 家屋費 375,200

　 和田　茂 農業 50,000 選挙事務所費 320,000

大石　茂雄 林業 30,000 集合会場費 55,200

倉田　典子 無職 50,000 通信費 0

交通費 0

印刷費 587,790

広告費 348,840

文具費 6,712

食糧費 98,738

休泊費 0

雑費 34,144

その他の寄附　 52件 256,000

その他の収入 1,400,000

今　回　計 1,786,000 今　回　計 1,696,424

前　回　計 0 前　回　計 0

総 　　　計 1,786,000 総 　　　計 1,696,424

平成２７年２月９日　　　　　第１回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 小 島 義 秀
第１回分
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　選挙の種類　　 平成２７年１月２５日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

小 島 義 秀 所 属 党 派 無 所 属 平成２７年　２月１０日から

平成２７年  ２月１６日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 70,000

円 家屋費 0

　 選挙事務所費 0

集合会場費 0

通信費 19,738

交通費 0

印刷費 0

広告費 0

文具費 0

食糧費 0

休泊費 0

雑費 0

その他の寄附　 0件 0

その他の収入 0

今　回　計 0 今　回　計 89,738

前　回　計 1,786,000 前　回　計 1,696,424

総 　　　計 1,786,000 総 　　　計 1,786,162

平成２７年２月１６日　　　　　第２回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 小 島 義 秀
第２回分



 
亀 岡 市 公 報 

 160 

第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　選挙の種類　　 平成２７年１月２５日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

小 島 義 秀 所 属 党 派 無 所 属 平成２７年　２月１６日から

平成２７年  ３月２０日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 0

円 家屋費 0

　 選挙事務所費 0

集合会場費 0

通信費 14,333

交通費 0

印刷費 0

広告費 0

文具費 0

食糧費 0

休泊費 0

雑費 0

その他の寄附　 0件 0

その他の収入 0

今　回　計 0 今　回　計 14,333

前　回　計 1,786,000 前　回　計 1,786,162

総 　　　計 1,786,000 総 　　　計 1,800,495

平成２７年３月２５日　　　　　第３回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 小 島 義 秀
第３回分
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　選挙の種類　　 平成２７年１月２５日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

小 松 康 之 所 属 党 派 無 所 属 平成２６年１２月１５日から

平成２７年  ２月　７日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 144,000

円 家屋費 90,920

　 選挙事務所費 87,720

集合会場費 3,200

通信費 19,687

交通費 0

印刷費 450,526

広告費 88,560

文具費 5,811

食糧費 115,852

休泊費 0

雑費 96,198

その他の寄附　 2件 20,000

その他の収入 606,982

今　回　計 626,982 今　回　計 1,011,554

前　回　計 0 前　回　計 0

総 　　　計 626,982 総 　　　計 1,011,554

平成２７年２月９日　　　　　第１回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 小 松 玲 子
第１回分
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　選挙の種類　　 平成２７年１月２５日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

小 松 康 之 所 属 党 派 無 所 属 平成２７年　２月　８日から

平成２７年  ３月　７日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 0

円 家屋費 19,440

　 選挙事務所費 19,440

集合会場費 0

通信費 95,900

交通費 0

印刷費 0

広告費 0

文具費 0

食糧費 0

休泊費 0

雑費 7,203

その他の寄附　 0件 0

その他の収入 122,543

今　回　計 122,543 今　回　計 122,543

前　回　計 626,982 前　回　計 1,011,554

総 　　　計 749,525 総 　　　計 1,134,097

平成２７年３月９日　　　　　第２回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 小 松 玲 子
第２回分
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　選挙の種類　　 平成２７年１月２５日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

齊 藤 一 義 所 属 党 派 無 所 属 平成２６年１２月　３日から

平成２７年  １月２４日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 322,000

円 家屋費 113,000

　 並河　拓哉 会社員 24,000 選挙事務所費 50,000

宮脇　徳春 会社員 24,000 集合会場費 63,000

八木　眞澄 農業 24,000 通信費 84,410

菱田　芳幸 会社員 24,000 交通費 0

澤　高司 農業 24,000 印刷費 449,972

村田　千弥 無職 16,000 広告費 260,408

梛智　ミユキ 会社員 16,000 文具費 16,340

津田　真由味 会社員 16,000 食糧費 125,767

酒井　弘子 会社員 16,000 休泊費 0

斉藤　恵子 会社員 16,000 雑費 118,254

山内　恵美子 会社員 16,000

斉藤　久和 会社員 16,000

その他の寄附　 0件 0

その他の収入 1,610,000

今　回　計 1,842,000 今　回　計 1,490,151

前　回　計 0 前　回　計 0

総 　　　計 1,842,000 総　 　　計 1,490,151

平成２７年２月９日　　　　　第１回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 桑 原 勝 造
第１回分
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　選挙の種類　　 平成２７年１月２５日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

酒 井 安 紀 子 所 属 党 派 無 所 属 平成２７年　１月１５日から

平成２７年  １月２４日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 0

円 家屋費 0

井奥　雅樹 市議会議員 35,000 選挙事務所費 0

集合会場費 0

通信費 0

交通費 580

印刷費 440,086

広告費 73,772

文具費 0

食糧費 5,766

休泊費 0

雑費 5,915

その他の寄附　 0件 0

その他の収入 62,413

今　回　計 97,413 今　回　計 526,119

前　回　計 0 前　回　計 0

総 　　　計 97,413 総 　　　計 526,119

平成２７年２月４日　　　　　第１回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 西 野 千 保 子
第１回分
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　選挙の種類　　 平成２７年１月２５日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

竹 田 幸 生 所 属 党 派 無 所 属 平成２６年１２月１６日から

平成２７年  ２月　４日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 420,000

円 家屋費 39,000

　 選挙事務所費 32,400

集合会場費 6,600

通信費 28,473

交通費 0

印刷費 562,800

広告費 0

文具費 0

食糧費 130,760

休泊費 0

雑費 972

その他の寄附　 0件 0

その他の収入 1,182,005

今　回　計 1,182,005 今　回　計 1,182,005

前　回　計 0 前　回　計 0

総 　　　計 1,182,005 総 　　　計 1,182,005

平成２７年２月９日　　　　　第１回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 竹 田 桂
第１回分
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　選挙の種類　　 平成２７年１月２５日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

田 中 豊 所 属 党 派 日本共産党 平成２６年１２月２５日から

平成２７年  ２月　３日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 377,000

円 家屋費 53,990

　 日本共産党口丹地区委員会 132,504 選挙事務所費 41,990

中西　毅 無職 50,000 集合会場費 12,000

大前　昭寛 無職 80,000 通信費 22,134

田中　勝 無職 92,500 交通費 0

仲　絹枝 市議会議員 70,000 印刷費 495,540

坂本　美智代 町議会議員 60,000 広告費 8,600

文具費 12,681

食糧費 97,960

休泊費 0

雑費 16,200

その他の寄附　 16件 139,560

その他の収入 105,000

今　回　計 729,564 今　回　計 1,084,105

前　回　計 0 前　回　計 0

総　　　計 729,564 総　　　計 1,084,105

平成２７年２月５日　　　　　第１回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 山 本 武
第１回分
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　選挙の種類　　 平成２7年１月２5日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

田 中 豊 所 属 党 派 日本共産党 平成２７年　２月　４日から

平成２７年  ３月　６日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 0

円 家屋費 0

　 選挙事務所費 0

集合会場費 0

通信費 6,663

交通費 0

印刷費 0

広告費 0

文具費 0

食糧費 0

休泊費 0

雑費 0

その他の寄附　 0件 0

その他の収入 0

今　回　計 0 今　回　計 6,663

前　回　計 729,564 前　回　計 1,084,105

総　　　計 729,564 総　　　計 1,090,768

平成２７年３月１２日　　　　　第２回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 山 本 武
第２回分
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　選挙の種類　　 平成２７年１月２５日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

堤 松 男 所 属 党 派 無 所 属 平成２６年１２月１０日から

平成２７年　２月　５日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 1,025,000

円 家屋費 813,328

　 名倉　克己 農業 100,000 選挙事務所費 753,615

名倉　義信 自動車整備業 90,000 集合会場費 59,713

田中　功 農業 100,000 通信費 39,523

齋藤　亀雄 無職 100,000 交通費 0

塚田　勝夫 会社経営者 90,000 印刷費 549,750

大塚　建彦 会社経営者 100,000 広告費 259,760

中川　奏久 古物商 100,000 文具費 7,477

加茂　裕一 農業 90,000 食糧費 95,305

新居　秀子 主婦 60,000 休泊費 0

堤　明美 主婦 35,000 雑費 25,507

その他の寄附　 0件 0

その他の収入 1,560,000

今　回　計 2,425,000 今　回　計 2,815,650

前　回　計 0 前　回　計 0

総 　　　計 2,425,000 総 　　　計 2,815,650

平成２７年２月９日　　　　　第１回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 加 茂 裕 一
第１回分
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　選挙の種類　　 平成２７年１月２５日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

冨谷 加 都子 所 属 党 派 公 明 党 平成２６年１２月　９日から

平成２７年  １月３０日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 0

円 家屋費 102,500

　 公明党京都第４総支部 562,258 選挙事務所費 100,000

集合会場費 2,500

通信費 0

交通費 8,195

印刷費 114,577

広告費 213,104

文具費 4,911

食糧費 133,384

休泊費 0

雑費 39,749

その他の寄附　 0件 0

その他の収入 0

今　回　計 562,258 今　回　計 616,420

前　回　計 0 前　回　計 0

総 　　　計 562,258 総 　　　計 616,420

平成２７年２月３日　　　　　第１回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 石 川 操
第１回分
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　選挙の種類　　 平成２７年１月２５日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

冨 谷 加 都 子 所 属 党 派 公 明 党 平成２７年　１月３１日から

平成２７年  ２月１９日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 0

円 家屋費 249,592

　 公明党京都第４総支部 250,632 選挙事務所費 249,592

集合会場費 0

通信費 713

交通費 0

印刷費 0

広告費 0

文具費 0

食糧費 0

休泊費 0

雑費 327

その他の寄附　 0件 0

その他の収入 0

今　回　計 250,632 今　回　計 250,632

前　回　計 562,258 前　回　計 616,420

総 　　　計 812,890 総 　　　計 867,052

平成２７年２月２３日　　　　　第２回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 石 川 操
第２回分
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　選挙の種類　　 平成２７年１月２５日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

並 河 愛 子 所 属 党 派 日本共産党 平成２６年１２月  ４日から

平成２７年  ２月  ４日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 210,000

円 家屋費 195,665

　 日本共産党口丹地区委員会 131,640 選挙事務所費 190,665

山木　潤治 農業 70,000 集合会場費 5,000

河合　良治 会社員 80,000 通信費 35,279

西森　睿治 自営業 35,000 交通費 11,603

野村　健 政党役員 60,000 印刷費 507,740

広告費 221,900

文具費 8,019

食糧費 46,606

休泊費 0

雑費 10,196

その他の寄附　 8件 55,000

その他の収入 405,000

今　回　計 836,640 今　回　計 1,247,008

前　回　計 0 前　回　計 0

総 　　　計 836,640 総 　　　計 1,247,008

平成２７年２月６日　　　　　第１回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 田 畑 浩
第１回分



 
亀 岡 市 公 報 

 172 

第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　選挙の種類　　 平成２７年１月２５日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

西 口 純 生 所 属 党 派 無 所 属 平成２６年１２月１０日から

平成２７年  ２月　２日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 308,000

円 家屋費 669,989

　 東井　智美 主婦 30,000 選挙事務所費 628,989

集合会場費 41,000

通信費 43,706

交通費 0

印刷費 547,933

広告費 59,400

文具費 4,457

食糧費 12,988

休泊費 0

雑費 71,495

その他の寄附　 2件 20,000

その他の収入 1,709,368

今　回　計 1,759,368 今　回　計 1,717,968

前　回　計 0 前　回　計 0

総 　　　計 1,759,368 総 　　　計 1,717,968

平成２７年２月６日　　　　　第１回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 大 橋 幸 久
第１回分
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　選挙の種類　　 平成２7年１月２5日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

西 口 純 生 所 属 党 派 無 所 属 平成２７年　２月１３日から

平成２７年  ３月１６日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 0

円 家屋費 0

選挙事務所費 0

集合会場費 0

通信費 43,816

交通費 0

印刷費 0

広告費 0

文具費 0

食糧費 0

休泊費 0

雑費 0

その他の寄附　 0件 0

その他の収入 0

今　回　計 0 今　回　計 43,816

前　回　計 1,759,368 前　回　計 1,717,968

総 　　　計 1,759,368 総 　　　計 1,761,784

平成２７年３月１６日　　　　　第２回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 大 橋 幸 久
第２回分
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　選挙の種類　　 平成２７年１月２５日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

馬 場  所 属 党 派 日本共産党 平成２６年１２月２１日から

平成２７年  ２月　５日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 70,000

円 家屋費 74,100

　 日本共産党口丹地区委員会 104,540 選挙事務所費 70,000

瀬戸　一郎 無職 20,000 集合会場費 4,100

金川　光三郎 無職 30,000 通信費 38,701

絹田　實 無職 40,000 交通費 0

印刷費 495,540

広告費 121,820

文具費 9,942

食糧費 0

休泊費 0

雑費 0

その他の寄附　 3件 35,000

その他の収入 136,863

今　回　計 366,403 今　回　計 810,103

前　回　計 0 前　回　計 0

総 　　　計 366,403 総 　　　計 810,103

平成２７年２月９日　　　　　第１回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 田 中 八 重 子
第１回分
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　選挙の種類　　 平成２７年１月２５日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

菱 田 光 紀 所 属 党 派 無 所 属 平成２６年１２月１５日から

平成２７年　２月　９日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 105,000

円 家屋費 480,127

選挙事務所費 434,827

集合会場費 45,300

通信費 28,503

交通費 0

印刷費 593,274

広告費 52,681

文具費 0

食糧費 50,680

休泊費 0

雑費 47,374

その他の寄附　 0件 0

その他の収入 1,615,000

今　回　計 1,615,000 今　回　計 1,357,639

前　回　計 0 前　回　計 0

総 　　　計 1,615,000 総 　　　計 1,357,639

平成２７年２月９日　　　　　第１回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 菱 田 英 司
第１回分
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　選挙の種類　　 平成２７年１月２５日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

菱 田 光 紀 所 属 党 派 無 所 属 平成２７年　２月１０日から

平成２７年　２月１２日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 0

円 家屋費 0

　 選挙事務所費 0

集合会場費 0

通信費 0

交通費 0

印刷費 0

広告費 308,802

文具費 0

食糧費 0

休泊費 0

雑費 0

その他の寄附　 0件 0

その他の収入 100,000

今　回　計 100,000 今　回　計 308,802

前　回　計 1,615,000 前　回　計 1,357,639

総 　　　計 1,715,000 総 　　　計 1,666,441

平成２７年２月１３日　　　　　第２回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 菱 田 英 司
第２回分
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　選挙の種類　　 平成２７年１月２５日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

菱 田 光 紀 所 属 党 派 無 所 属 平成２７年　２月１３日から

平成２７年　３月　５日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 0

円 家屋費 130,950

　 選挙事務所費 130,950

集合会場費 0

通信費 0

交通費 0

印刷費 0

広告費 0

文具費 0

食糧費 0

休泊費 0

雑費 0

その他の寄附　 0件 0

その他の収入 130,000

今　回　計 130,000 今　回　計 130,950

前　回　計 1,715,000 前　回　計 1,666,441

総 　　　計 1,845,000 総 　　　計 1,797,391

平成２７年３月１０日　　　　　第３回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 菱 田 英 司
第３回分
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　選挙の種類　　 平成２７年１月２５日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

菱 田 光 紀 所 属 党 派 無 所 属 平成２７年　３月　６日から

平成２７年　３月１０日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 0

円 家屋費 0

　 選挙事務所費 0

集合会場費 0

通信費 23,858

交通費 0

印刷費 0

広告費 0

文具費 0

食糧費 0

休泊費 0

雑費 0

その他の寄附　 0件 0

その他の収入 0

今　回　計 0 今　回　計 23,858

前　回　計 1,845,000 前　回　計 1,797,391

総 　　　計 1,845,000 総 　　　計 1,821,249

平成２７年３月１０日　　　　　第４回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 菱 田 英 司
第４回分
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　選挙の種類　　 平成２７年１月２５日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

平 本 英 久 所 属 党 派 無 所 属 平成２７年　１月　６日から

平成２７年  ２月  ６日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 210,000

円 家屋費 232,403

　 迫田　仁 自営業 15,000 選挙事務所費 161,653

堤　淳太 市議会議員 13,000 集合会場費 70,750

藤村　公平 会社員 53,000 通信費 82

交通費 0

印刷費 535,940

広告費 61,274

文具費 6,174

食糧費 25,144

休泊費 0

雑費 18,278

その他の寄附　 24件 126,300

その他の収入 1,500,200

今　回　計 1,707,500 今　回　計 1,089,295

前　回　計 0 前　回　計 0

総　 　　計 1,707,500 総　 　　計 1,089,295

平成２７年２月９日　　　　　第１回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 平 本 文 榮
第１回分
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　選挙の種類　　 平成２７年１月２５日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

平 本 英 久 所 属 党 派 無 所 属 平成２７年　２月　７日から

平成２７年  ２月 １６日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 0

円 家屋費 110,777

　 選挙事務所費 110,777

集合会場費 0

通信費 7,767

交通費 0

印刷費 95,040

広告費 154,504

文具費 0

食糧費 0

休泊費 0

雑費 972

その他の寄附　 0件 0

その他の収入 0

今　回　計 0 今　回　計 369,060

前　回　計 1,707,500 前　回　計 1,089,295

総　 　　計 1,707,500 総　 　　計 1,458,355

平成２７年２月１６日　　　　　第２回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 平 本 文 榮
第２回分
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　選挙の種類　　 平成２７年１月２５日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

福 井 英 昭 所 属 党 派 無 所 属 平成２６年１２月２８日から

平成２７年  １月２４日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 465,000

円 家屋費 231,864

　 大橋　通夫 農業 30,000 選挙事務所費 219,564

奥村　幸 無職 50,000 集合会場費 12,300

川本　千春 無職 30,000 通信費 400

王子　翔悟 無職 105,000 交通費 64,000

藤本　紀子 無職 70,000 印刷費 620,490

広告費 360,450

文具費 12,261

食糧費 228,990

休泊費 0

雑費 16,838

その他の寄附　 4件 19,000

その他の収入 2,099,000

今　回　計 2,403,000 今　回　計 2,000,293

前　回　計 0 前　回　計 0

総 　　　計 2,403,000 総　 　　計 2,000,293

平成２７年２月２日　　　　　第１回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 中 澤 茂
第１回分
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　選挙の種類　　 平成２７年１月２５日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

福 井 英 昭 所 属 党 派 無 所 属 平成２７年　１月２５日から

平成２７年  ２月　６日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 0

円 家屋費 28,700

選挙事務所費 28,700

集合会場費 0

通信費 51,316

交通費 0

印刷費 0

広告費 0

文具費 0

食糧費 0

休泊費 0

雑費 0

その他の寄附　 0件 0

その他の収入 0

今　回　計 0 今　回　計 80,016

前　回　計 2,403,000 前　回　計 2,000,293

総 　　　計 2,403,000 総　 　　計 2,080,309

平成２７年２月１２日　　　　　第２回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 中 澤 茂
第２回分
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　選挙の種類　　 平成２７年１月２５日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

藤 本 弘 所 属 党 派 公 明 党 平成２７年　１月　５日から

平成２７年  ２月　２日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 0

円 家屋費 205,300

公明党京都第四総支部 539,900 選挙事務所費 204,000

集合会場費 1,300

通信費 16,447

交通費 0

印刷費 114,577

広告費 104,096

文具費 18,420

食糧費 155,784

休泊費 0

雑費 44,438

その他の寄附　 0件 0

その他の収入 65,000

今　回　計 604,900 今　回　計 659,062

前　回　計 0 前　回　計 0

総 　　　計 604,900 総 　　　計 659,062

平成２７年２月４日　　　　　第１回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 森 岡 幸 一
第１回分
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　選挙の種類　　 平成２７年１月２５日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

藤 本 弘 所 属 党 派 公 明 党 平成２７年　２月　３日から

平成２７年  ３月　６日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 0

円 家屋費 0

公明党京都第四総支部 7,362 選挙事務所費 0

集合会場費 0

通信費 7,362

交通費 0

印刷費 0

広告費 0

文具費 0

食糧費 0

休泊費 0

雑費 0

その他の寄附　 0件 0

その他の収入 0

今　回　計 7,362 今　回　計 7,362

前　回　計 604,900 前　回　計 659,062

総 　　　計 612,262 総 　　　計 666,424

平成２７年３月９日　　　　　第２回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 森 岡 幸 一
第２回分
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　選挙の種類　　 平成２７年１月２５日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

眞 継 進 吾 所 属 党 派 無 所 属 平成２６年１２月２２日から

平成２７年  ２月  ７日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 795,000

円 家屋費 146,738

　 権安　祥司 会社員 35,000 選挙事務所費 134,838

渡辺　博司 会社員 25,000 集合会場費 11,900

波多野　啓介 無職 30,000 通信費 22,063

岡下　賢 無職 35,000 交通費 28,300

松下　富士夫 無職 25,000 印刷費 618,222

広告費 432,920

文具費 5,981

食糧費 87,360

休泊費 0

雑費 43,767

その他の寄附　 52件 290,000

その他の収入 1,347,141

今　回　計 1,787,141 今　回　計 2,180,351

前　回　計 0 前　回　計 0

総 　　　計 1,787,141 総 　　　計 2,180,351

平成２７年２月９日　　　　　第１回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 渡 辺 博 司
第１回分
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　選挙の種類　　 平成２７年１月２５日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

三 上 泉 所 属 党 派 日本共産党 平成２６年１１月３０日から

平成２７年  １月２６日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 156,800

円 家屋費 405,000

日本共産党口丹地区委員会 418,740 選挙事務所費 398,000

立花　武子 市議会議員 30,000 集合会場費 7,000

東　   まさ子 町議会議員 82,000 通信費 13,987

山田　吉和 無職 70,000 交通費 960

印刷費 639,722

広告費 198,310

文具費 10,138

食糧費 25,491

休泊費 0

雑費 137,400

その他の寄附　 3件 20,000

その他の収入 600,000

今　回　計 1,220,740 今　回　計 1,587,808

前　回　計 0 前　回　計 0

総 　　　計 1,220,740 総 　　　計 1,587,808

平成２７年２月９日　　　　　第１回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 渡 辺 昭 三
第１回分



 
亀 岡 市 公 報 

 187

第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　選挙の種類　　 平成２７年１月２５日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

三 上 泉 所 属 党 派 日本共産党 平成２７年　２月１０日から

平成２７年  ２月２３日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 0

円 家屋費 0

選挙事務所費 0

集合会場費 0

通信費 4,542

交通費 0

印刷費 0

広告費 0

文具費 0

食糧費 0

休泊費 0

雑費 1,100

その他の寄附　 0件 0

その他の収入 0

今　回　計 0 今　回　計 5,642

前　回　計 1,220,740 前　回　計 1,587,808

総 　　　計 1,220,740 総 　　　計 1,593,450

平成２７年２月２３日　　　　　第２回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 渡 辺 昭 三
第２回分
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　選挙の種類　　 平成２７年１月２５日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

三 上 泉 所 属 党 派 日本共産党 平成２７年　２月２４日から

平成２７年  ３月１５日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 0

円 家屋費 0

選挙事務所費 0

集合会場費 0

通信費 2,610

交通費 0

印刷費 0

広告費 0

文具費 0

食糧費 0

休泊費 0

雑費 0

その他の寄附　 0件 0

その他の収入 0

今　回　計 0 今　回　計 2,610

前　回　計 1,220,740 前　回　計 1,593,450

総 　　　計 1,220,740 総 　　　計 1,596,060

平成２７年３月１７日　　　　　第３回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 渡 辺 昭 三
第３回分
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　選挙の種類　　 平成２７年１月２５日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

湊 泰 孝 所 属 党 派 無 所 属 平成２６年１２月１５日から

平成２７年  ２月　９日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 885,000

円 家屋費 466,366

田中　和則 会社員 35,000 選挙事務所費 434,866

西田　完二 自営業 35,000 集合会場費 31,500

三宅　一宏 自営業 35,000 通信費 35,949

山田　一徳 自営業 35,000 交通費 57,300

段本　圭一 自営業 30,000 印刷費 549,750

日浦　悟 会社員 30,000 広告費 8,640

福井　敏之 会社員 30,000 文具費 3,912

待田　浩行 会社員 30,000 食糧費 226,845

杉江　益子 主婦 25,000 休泊費 0

飯田　義則 自営業 15,000 雑費 100,420

石野　茂 会社員 15,000

大釜　一也 自営業 30,000

岡田　光蔵 自営業 15,000

鍵田　宗行 自営業 15,000

川人　岳雄 自営業 15,000

川見　均 会社員 15,000

木村　勲 会社員 15,000

国本　和伸 会社員 15,000

小早川　浩二 会社員 15,000

その他の寄附　 20件 270,000

その他の収入 1,220,972

今　回　計 1,940,972 今　回　計 2,334,182

前　回　計 0 前　回　計 0

総 　　　計 1,940,972 総　 　　計 2,334,182

平成２７年２月９日　　　　　第１回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 三 宅 一 宏
第１回分
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　選挙の種類　　 平成２７年１月２５日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

山 本 由 美 子 所 属 党 派 公 明 党 平成２６年１２月１８日から

平成２７年  ２月　４日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 0

円 家屋費 463,240

　 公明党京都第４総支部 798,473 選挙事務所費 458,240

集合会場費 5,000

通信費 0

交通費 12,973

印刷費 114,577

広告費 115,155

文具費 0

食糧費 139,021

休泊費 0

雑費 72,669

その他の寄附　 0件 0

その他の収入 65,000

今　回　計 863,473 今　回　計 917,635

前　回　計 0 前　回　計 0

総 　　　計 863,473 総 　　　計 917,635

平成２７年２月５日　　　　　第１回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 谷 内 康 二
第１回分
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「掲示済」 

１　選挙の種類　　 平成２７年１月２５日執行　亀岡市議会議員一般選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

3,745,000 円

３　報告書の要旨

山 本 由 美 子 所 属 党 派 公 明 党 平成２７年　２月　５日から

平成２７年  ２月　９日まで

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 0

円 家屋費 0

　 公明党京都第４総支部 35,132 選挙事務所費 0

集合会場費 0

通信費 19,310

交通費 0

印刷費 0

広告費 0

文具費 0

食糧費 0

休泊費 0

雑費 15,822

その他の寄附　 0件 0

その他の収入 0

今　回　計 35,132 今　回　計 35,132

前　回　計 863,473 前　回　計 917,635

総 　　　計 898,605 総 　　　計 952,767

平成２７年２月１２日　　　　　第２回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 谷 内 康 二
第２回分
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 亀岡市選挙管理委員会告示第３５号 

 

 亀岡市条例の制定又は改廃の請求に要する有

権者総数の５０分の１の数、亀岡市の事務の執

行に関する監査の請求に要する有権者総数の 

５０分の１の数及び合併協議会設置の請求に要

する有権者総数の５０分の１の数は、次のとお

りである。 

 

   平成２７年４月２日 

 

        亀岡市選挙管理委員会 

          委員長 野﨑千惠子 

 

１，４７８人 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市選挙管理委員会告示第３６号 

 

 亀岡市議会の解散請求に要する有権者総数の

３分の１の数並びに亀岡市の市長、副市長、教

育長、教育委員会の委員、選挙管理委員、監査

委員及び亀岡市議会議員の解職請求に要する有

権者総数の３分の１の数は、次のとおりである。 

 

   平成２７年４月２日 

 

        亀岡市選挙管理委員会 

          委員長 野﨑千惠子 

 

２４，６２９人 

 

「掲示済」 

 亀岡市選挙管理委員会告示第３７号 

 

 合併協議会設置協議について選挙人の投票に

付する請求に要する有権者総数の６分の１の数

は、次のとおりである。 

 

   平成２７年４月２日 

 

        亀岡市選挙管理委員会 

          委員長 野﨑千惠子 

 

１２，３１５人 

 

「掲示済」 
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 亀岡市選挙管理委員会告示第３８号 

 

 平成２７年４月１２日執行の京都府議会議員一般選挙における投票管理者及び同職務代理者を次

のとおり選任した。 

 

   平成２７年４月３日 

 

                     亀岡市選挙管理委員会委員長 野﨑千惠子 

 

平成２７年４月１２日 京都府議会議員一般選挙 投票管理者・同職務代理者一覧表 

地区名 
投票区 

番 号 

投 票 管 理 者 同 職 務 代 理 者 

氏  名 住    所 氏  名 住    所 

亀 岡 
1 齋 藤 亀 雄 省略 服 部 哲 也 省略 

2 武 内 政 一 省略 門 下 研 也 省略 

東別院 3 今 井 淳 喜 省略 山 下 直 高 省略 

西別院 
5 長 野   滋 省略 齋 田 善 弘 省略 

6 廣 瀬 文 子 省略 川 田 昌 亮 省略 

曽我部 
7 川 勝   浩 省略 今 西 恵 一 省略 

8 長 野 誠 一 省略 谷 口   裕 省略 

吉 川 9 大 西 英 明 省略 大 西 光 治 省略 

薭田野 
10 竹 岡 章 夫 省略 山 﨑 浩 久 省略 

11 栗 山 多 恭 省略 坂 田 泰 孝 省略 

本 梅 
12 川 勝   貢 省略 数 井 智 之 省略 

13 加 舍 貞 夫 省略 森   敏 郎 省略 

畑 野 
14 大 村 正 明 省略 齊 藤 和 則 省略 

15 谷 口 文 雄 省略 山 口 悟 史 省略 

宮 前 

16 井 内 利 博 省略 眞里谷   努 省略 

17 人 見 敬 久 省略 三 宅 晃 圓 省略 

18 太 田   裕 省略 西 田 貴 弘 省略 

大 井 
19 小早川 浩 二 省略 三 宅 敦 史 省略 

20 松 本 正 尚 省略 中 川 秀 和 省略 

千代川 
21 佐 藤 温 三 省略 内 藤 一 彦 省略 

22 安 達 耕一郎 省略 俣 野 孝 明 省略 

馬 路 

23 河 原 祥 孝 省略 橋 本 泰 典 省略 

24 林   助 朝 省略 名 倉 真 也 省略 

25 堤   末 夫 省略 中 野 明 之 省略 

旭 
26 平 井 厚 生 省略 松 本 英 樹 省略 

27 人 見 洋 一 省略 川 勝 洋 太 省略 

千 歳 

28 小 泉 正 男 省略 吉 田 千 春 省略 

29 森 川 秀 樹 省略 西 山   寛 省略 

30 小 湊 博 之 省略 安 藤 美 佳 省略 

河原林 
31 齋 藤 容 清 省略 平 井   透 省略 

32 林   光 夫 省略 八 木 吉 之 省略 

保 津 33 廣 瀨 文 章 省略 桂   和 裕 省略 

東本梅 
35 野々口   久 省略 中 川 満 智 省略 

36 中 西   顯 省略 土 川 有 紀 省略 

篠 37 藤 田   修 省略 藤 本 祥 之 省略 

篠・東つつじ 38 中   龍 雄 省略 山 内   剛 省略 

西つつじ 39 吉 開 守 和 省略 大西平四郎成人 省略 

亀 岡 40 芳 野 重 德 省略 人 見 真 司 省略 

篠 41 田 村   正 省略 髙 木   学 省略 

南つつじ 42 山 田 秀 一 省略 鵜 飼   均 省略 

東別院 43 濱 井 一 夫 省略 鎌 江   裕 省略 

篠 44 庵 原   守 省略 木 村 公 一 省略 

「掲示済」 
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 亀岡市選挙管理委員会告示第３９号 

 

 平成２７年４月１２日執行の京都府議会議員一般選挙における各投票区の投票所を次のように定

める。 

 

   平成２７年４月３日 

 

                     亀岡市選挙管理委員会委員長 野﨑千惠子 

 

投票区名 投票所の施設 所在地 

第 １ 投票区 亀岡小学校 亀岡市内丸町１５番地 

第 ２ 投票区 亀岡市役所市民ホール 亀岡市安町野々神８番地 

第 ３ 投票区 東別院町ふれあいセンター 亀岡市東別院町東掛一アン１５番地の８ 

第 ５ 投票区 亀岡市西別院生涯学習センター 亀岡市西別院町柚原佃１７番地 

第 ６ 投票区 犬甘野児童館 亀岡市西別院町犬甘野霜ノ下２、３、４番地 

第 ７ 投票区 曽我部公民館 亀岡市曽我部町南条北荒水代４－１ 

第 ８ 投票区 寺区公民館 亀岡市曽我部町寺広畑１２番地 

第 ９ 投票区 吉川公民館 亀岡市吉川町吉田沢６３番地 

第１０投票区 亀岡市薭田野生涯学習センター 亀岡市薭田野町佐伯西ノ辻９番地の１ 

第１１投票区 奥条公民館 亀岡市薭田野町奥条大仲１７番地 

第１２投票区 ほんめ町ふれあいセンター 亀岡市本梅町井手梅原３番地 

第１３投票区 西加舎公民館 亀岡市本梅町西加舎塩賀１４番地の１ 

第１４投票区 畑野町公民館 亀岡市畑野町千ケ畑西山５番地の１ 

第１５投票区 土ケ畑公民館 亀岡市畑野町土ケ畑堂ノ下１９番地 

第１６投票区 宮川公民館 亀岡市宮前町宮川谷ノ下１０３番地 

第１７投票区 神前ふれあいサロン 亀岡市宮前町神前平見１番地の１ 

第１８投票区 猪倉公民館 亀岡市宮前町猪倉森ノ下１０番地 

第１９投票区 大井小学校 亀岡市大井町並河１丁目３番１号 

第２０投票区 小金岐区会議所 亀岡市大井町小金岐馬場崎２１番地 

第２１投票区 千代川町自治会館 亀岡市千代川町北ノ庄国主ケ森１９番地 

第２２投票区 北ノ庄会議所 亀岡市千代川町北ノ庄市場２番地 

第２３投票区 馬路生涯学習センター 亀岡市馬路町流川２番地の１ 

第２４投票区 池尻区公民館 亀岡市馬路町池尻６０番地の１ 

第２５投票区 馬路老人センター 亀岡市馬路町小米田４５番地の４ 

第２６投票区 旭コミュニティセンター 亀岡市旭町年角２５番地 

第２７投票区 山階公民館 亀岡市旭町岩ケ谷８２番地 

第２８投票区 国分公民館 亀岡市千歳町国分西垣内１５番地の１ 

第２９投票区 千歳町自治会事務所 亀岡市千歳町千歳垣根２番地の３ 

第３０投票区 出雲公民館 亀岡市千歳町千歳南所２６番地 

第３１投票区 亀岡市河原林生涯学習センター 亀岡市河原林町河原尻上六反田９番地の１ 

第３２投票区 勝林島会議所 亀岡市河原林町勝林島稲荷５３番地 

第３３投票区 保津小学校 亀岡市保津町構ノ内２０番地 

第３５投票区 赤熊公民館 亀岡市東本梅町赤熊南垣内２２ 

第３６投票区 大内営農センター 亀岡市東本梅町大内上条３０番地 

第３７投票区 安詳小学校 亀岡市篠町篠中北裏６８番地 

第３８投票区 東つつじケ丘ふれあいセンター 亀岡市東つつじケ丘都台３丁目６番７号 

第３９投票区 西つつじケ丘ふれあいセンター 亀岡市西つつじケ丘大山台１丁目１２番１３号
第４０投票区 亀岡市文化資料館 亀岡市古世町中内坪１番地 
第４１投票区 詳徳小学校 亀岡市篠町柏原田中３番地の１ 

第４２投票区 亀岡市南つつじケ丘コミュニティセンター 亀岡市南つつじケ丘大葉台２丁目４３番１号 

第４３投票区 見立自治会館 亀岡市東別院町鎌倉見立１９番地１７１号 

第４４投票区 西山区集会所 亀岡市篠町王子唐櫃越 1番地５１ 

「掲示済」 
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 亀岡市選挙管理委員会告示第４０号 

 

 平成２７年４月１２日執行の京都府議会議員

一般選挙における投票記載場所の氏名掲示の掲

載順序を定めるくじを行う場所及び日時を次の

ように定める。 

 

   平成２７年４月３日 

 

        亀岡市選挙管理委員会 

          委員長 野﨑千惠子 

 

１ 場 所  亀岡市安町野々神８番地 

       亀岡市役所 

 

２ 日 時  平成２７年４月３日 

       午後５時００分 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市選挙管理委員会告示第４１号 

 

 平成２７年４月１２日執行の京都府議会議員

一般選挙における期日前投票所を次のように定

める。 

 

   平成２７年４月３日 

 

        亀岡市選挙管理委員会 

          委員長 野﨑千惠子 

 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市役所 市民ホール 

 

「掲示済」 
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 亀岡市選挙管理委員会告示第４２号 

 

 平成２７年４月１２日執行の京都府議会議員一般選挙における期日前投票所に係る投票管理者及

び同職務代理者を次のとおり選任した。 

 

   平成２７年４月３日 

 

                     亀岡市選挙管理委員会委員長 野﨑千惠子 

 

平成２７年４月１２日執行 京都府議会議員一般選挙 

期日前投票所における投票管理者・同職務代理者 一覧表 

職務を行うべき日 
投 票 管 理 者 同 職 務 代 理 者  

氏  名 住    所 氏  名 住    所 

平成27年4月4日 野 﨑 千惠子 省略 岡 野 宗 忠 省略 

平成27年4月5日 八 田 成 雄 省略 岩 﨑 多 良 省略 

平成27年4月6日 岡 野 宗 忠 省略 八 田 成 雄 省略 

平成27年4月7日 野 﨑 千惠子 省略 岡 野 宗 忠 省略 

平成27年4月8日 岩 﨑 多 良 省略 野 﨑 千惠子 省略 

平成27年4月9日 岡 野 宗 忠 省略 八 田 成 雄 省略 

平成27年4月10日 八 田 成 雄 省略 岩 﨑 多 良 省略 

平成27年4月11日 岩 﨑 多 良 省略 野 﨑 千惠子 省略 

 

「掲示済」 
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 亀岡市選挙管理委員会告示第４３号 

 

 平成２７年４月１２日執行の京都府議会議員

一般選挙における開票管理者及び同職務代理者

を次のとおり選任した。 

 

   平成２７年４月３日 

 

        亀岡市選挙管理委員会 

          委員長 野﨑千惠子 

 

開 票 管 理 者 省略 野 﨑 千惠子

同職務代理者 省略 岡 野 宗 忠

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市選挙管理委員会告示第４４号 

 

 平成２７年４月１２日執行の京都府議会議員

一般選挙の開票の場所及び日時を次のように定

める。 

 

   平成２７年４月３日 

 

        亀岡市選挙管理委員会 

          委員長 野﨑千惠子 

 

１ 開票場所 

   ガレリアかめおか 

   亀岡市余部町宝久保１番地の１ 

２ 開票日時 

   平成２７年４月１２日 

    午後９時１０分 

 

「掲示済」 

 亀岡市選挙管理委員会告示第４５号 

 

 平成２７年４月１２日執行の京都府議会議員

一般選挙における亀岡市開票区の開票立会人を

定めるくじを行う場所及び日時を次のように定

める。 

 

   平成２７年４月３日 

 

        亀岡市選挙管理委員会 

          委員長 野﨑千惠子 

 

１ 場 所  亀岡市安町野々神８番地 

       亀岡市役所 

 

２ 日 時  平成２７年４月９日 

       午後５時００分 

 

「掲示済」 
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 亀岡市選挙管理委員会告示第４６号 

 

 平成２７年４月１２日執行の京都府議会議員一般選挙における投票管理者職務代理者を次のとお

り変更した。 

 

   平成２７年４月１２日 

 

                     亀岡市選挙管理委員会委員長 野﨑千惠子 

 

選 挙 区 
変  更  後 変  更  前 

住  所 氏 名 住  所 氏 名 

第１３投票区 省略 鈴 木   智 省略 森   敏 郎 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市選挙管理委員会告示第４７号 

 

 平成２７年４月１２日執行の京都府議会議員一般選挙の開票の日時を次のように変更する。 

 

   平成２７年４月１２日 

 

                     亀岡市選挙管理委員会委員長 野﨑千惠子 

 

開票日時  平成２７年４月１２日 午後８時５５分 

 

「掲示済」 
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公平委員会欄 
 

規 則 
 

 管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正

する規則をここに公布する。 

 

   平成２７年４月１日 

 

         亀岡市公平委員会 

           委員長 小田博子 

 

 亀岡市公平委員会規則第１号 

 

管理職員等の範囲を定める規則の

一部を改正する規則 

 

 管理職員等の範囲を定める規則（昭和４１年

亀岡市公平委員会規則第１号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 

 別表第１教育委員会事務局の項中「教育

長、」を削り、同表監査委員事務局の項中「局

長」の次に「、次長（委員長が定めるものに限

る。）」を加え、同表農業委員会事務局の項中

「次長」の次に「（委員長が定めるものに限

る。）」を加える。 

 別表第２福祉事務所の項中「・課長・担当課

長・副課長」を削り、同表図書館の項中「副館

長」の次に「（委員長が定めるものに限

る。）」を加え、同表教育研究所の項中「・主

幹」を削る。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

 （旧教育長に関する経過措置） 

２ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律

の一部を改正する法律（平成２６年法律第 

７６号）附則第２条第１項に規定する旧教育

長が同項の規定により在職する場合において

は、この規則による改正後の管理職員等の範

囲を定める規則の規定にかかわらず、なお従

前の例による。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正

する規則をここに公布する。 

 

   平成２７年４月１５日 

 

         亀岡市公平委員会 

           委員長 小田博子 

 

 亀岡市公平委員会規則第２号 

 

管理職員等の範囲を定める規則の

一部を改正する規則 

 

 管理職員等の範囲を定める規則（昭和４１年

亀岡市公平委員会規則第１号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 

 別表第２中「校長」の次に「・副校長」を加

える。 

 

   附 則 

 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 
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上下水道部欄 
 

告 示 
 

 亀岡市上下水道部告示第５号 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２

号）第３３条の２の規定に基づき、次のとおり

料金収納事務を委託したので、地方公営企業法

施行令（昭和２７年政令第４０３号）第２６条

の４第１項の規定により告示する。 

 

   平成２７年４月１日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

１ 委託の相手方 

東京都中央区日本橋本石町四丁目６番７号 

日本橋日銀通りビル５階 

 地銀ネットワークサービス株式会社 

提携コンビニエンスストア 

エブリワン くらしハウス 

ココストア コミュニティ・ストア 

サークルＫ サンクス 

スパー（北海道） スリーエイト 

スリーエフ 生活彩家 

セイコーマート セーブオン 

セブン－イレブン デイリーヤマザキ 

ニューヤマザキデイリーストア 

ファミリーマート ポプラ 

ミニストップ 

ヤマザキスペシャルパートナーショップ 

ヤマザキデイリーストアー ローソン 

ローソンストア１００ ローソンマート 

ＭＭＫ設置店 

 

２ 委託した収納事務 

亀岡市上下水道事業に係る公金（水道料金、

簡易水道料金、公共下水道使用料、地域下

水道使用料及び水道メーター使用料）のコ

ンビニエンスストア収納事務 

 

３ 委託期間 

平成２７年４月１日から 

平成２８年３月３１日 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市上下水道部告示第６号 

 

亀岡市指定給水装置工事

事業者指定の告示 

 

   平成２７年４月１５日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

 下記の業者を亀岡市指定給水装置工事事業者

として指定したので、亀岡市指定給水装置工事

事業者規程第１０条の規定により告示する。 

 

記 

 

１ 指定した日 

   平成２７年４月１５日 

２ 指定した業者 

指定
番号

業 者 名 代表者名 住   所 

276 能勢設備工業 能勢 芳生 
宇治市神明石塚３８

－４ 

 

「掲示済」 
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 亀岡市上下水道部告示第７号 

 

亀岡市下水道排水設備指定工事業者指定の告示 

 

   平成２７年４月１５日 

 

                               亀岡市長 栗山正隆 

 

 下記の業者を亀岡市下水道排水設備指定工事業者として指定したので、亀岡市下水道排水設備指

定工事業者規程第１５条第１号の規定により告示する。 

 

記 

 

１ 指定した日 

   平成２７年４月１５日 

２ 指定した業者 

指定 
番号 

業 者 名 代 表 者 名 住    所 

283 能勢設備工業  能勢 芳生 宇治市神明石塚38-4 

284 株式会社 京南設備 代表取締役 小山 俊子 
京都市伏見区竹田西内畑町12 
INAK BLDG.506号 

285 本梅機械商会  森  源一 亀岡市本梅町西加舎大下12 

 

「掲示済」 
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第８４４号平成２７年５月１５日発行 

 

公 告 
 

 亀岡市上下水道部公告第１号 

 

 亀岡市公共下水道事業受益者負担に関する条

例（昭和５６年亀岡市条例第２１号）第５条の

規定に基づき、平成２７年度賦課対象区域を定

めたので、次のとおり公告する。 

 

   平成２７年４月１日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

１ 賦課対象区域 

三宅町（１丁目） 荒塚町（２丁目） 薭

田野町芦ノ山（イノシリ・車谷・流田・宮

ノ下・アゲキ・杉森・瀬々ヶ谷） 本梅町

平松（車谷） 

 の各一部 

 

「掲示済」 
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市立病院欄 
 

規 程 
 

 亀岡市立病院職員の職の設置に関する規程等の一部を改正する規程を次のように定める。 

 

   平成２７年４月１日 

 

                         亀岡市病院事業管理者 坂井茂子 

 

 亀岡市病院事業管理規程第２号 

 

亀岡市立病院職員の職の設置に関する規程等の一部を改正する規程 

 

 （亀岡市立病院職員の職の設置に関する規程の一部改正） 

第１条 亀岡市立病院職員の職の設置に関する規程（平成１８年亀岡市病院事業管理規程第４号）

の一部を次のように改正する。 

 別表第２項中「医療ソーシャルワーカー」の次に「、臨床工学技士」を加える。 

 （亀岡市立病院職員就業規程の一部改正） 

第２条 亀岡市立病院職員就業規程（平成１６年亀岡市病院事業管理規程第１９号）の一部を次の

ように改正する。 

 別表管理栄養士の項の次に次のように加える。 

臨床工学技士 

 

日勤 

 

始業8:30 

就業17:00 

交替で45分間 

 
 

 

 （亀岡市立病院職員被服貸与規程の一部改正） 

第３条 亀岡市立病院職員被服貸与規程（平成１６年亀岡市病院事業管理規程第２５号）の一部を

次のように改正する。 
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 別表中 

「 

薬剤師 

白衣 

（又はケーシー上下）

4 

診療放射線技師 5 

臨床検査技師 5 

理学療法士 5 

作業療法士 5 

あん摩マッサージ指圧師 5 

管理栄養士 4 

栄養士 4 

医療ソーシャルワーカー 4 

                              」 

を 

「 

薬剤師 

白衣 

（又はケーシー上下）

4 

診療放射線技師 5 

臨床検査技師 5 

理学療法士 5 

作業療法士 5 

あん摩マッサージ指圧師 5 

管理栄養士 4 

栄養士 4 

医療ソーシャルワーカー 4 

臨床工学技士 5 

                              」 

に改める。 

 （亀岡市立病院職員の給与に関する規程の一部改正） 

第４条 亀岡市立病院職員の給与に関する規程（平成１６年亀岡市病院事業管理規程第２６号）の

一部を次のように改正する。 

 別表第２の医療職給料表⑵備考中「医療ソーシャルワーカー」の次に「、臨床工学技士」を加

える。 

 別表第３の３医療職給料表⑵職務級別基準表中「又は医療ソーシャルワーカー」を「、医療 

ソーシャルワーカー又は臨床工学技士」に改める。 

 

   附 則 

 

 この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 
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